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第１章 はじめに 

 
1-1 問題意識 

 

近年のデジタル技術や通信ネットワークの急速な進歩は，技術革新・製品開発のスピード化

やプロダクトライフサイクルの短縮化，そして市場のグローバル化をもたらし，企業を取り巻

く環境をグローバルなメガ・コンペティション（小林，1999）と呼ぶべき厳しい競争状況へと

導いている。そして，生き残りを賭ける企業あるいは企業集団では，事業構造の変革を積極化

させ，経営資源配分の最適化を図っている。このような状況下，とりわけ製造業においては競

争力の源泉を担う技術系人材のマネジメントは極めて重要な経営課題となり始めている。  

ところで，日本的雇用慣行の特徴として『長期的雇用関係』が挙げられ(大橋・中村，2004)，
日本企業は配置転換により，自社内の内部労働市場で人材を活用していると言われてきた（小

池,1982）。この特徴は，製造業において競争力の源泉となる技術系人材についても例外ではな

く，新卒で採用された技術系人材は，企業の要員計画(梶原,2001)に沿って，配置転換や管理

職への昇格を経験しながら(今野,1991)，その企業で定年を迎える場合が多かったと見られる 1。

ところが，前段で述べたような近年の厳しい競争環境下，これまでの日本型の人的資源管理

（Human Resource Management： HRM）の手法では対応しきれない状況が起こりつつある。

つまり，成長が見込まれる分野に優秀な人材を配置し，高度な専門性をもとに高いパフォーマ

ンスの発揮を求める一方で，技術系人材はその処遇を間違えば，技術・ノウハウの流出といっ

たリスク 2を伴うだけでなく，それがもとで企業の競争優位を失いかねないからである。しか

も，事業の縮小・撤退を余儀なくされる際には，その専門性が事業分野と密接に結びついてい

るがゆえに，他部門への配置転換が難しく，人材の余剰が発生し，その対応に苦慮することも

少なくない。すなわち，保有する知識と事業分野の関連が深い技術系人材は，事業構造の改編

を伴う競争戦略遂行の影響を受けやすく，人的資源管理においても独特な視点が必要である。 

 
1-2 研究の概要 

 
本論文は，『技術系人材のマネジメント』における新たな理論枠組を模索し，学術的かつ実

務的な貢献を果たすことである。先行研究レビュー(例えば石田，2002；丹羽，2006；開本，

2005；福谷，2013；三崎，2004；村上，2003)及び実務家へのヒアリングから窺い知れること

は，「技術系人材のマネジメントは，多種多様な視点がある」ということであり，専門分野（例

えば，機械系，電気系，化学系，生物系など）あるいは職種（例えば，新技術開発，新製品開

発，生産管理など）のみならず，個別企業の競争戦略からも影響を受け，その結果，マネジメ

ントスタイルも多種多様である，ということである。実際のところ，「技術系人材」の定義自

体が企業によってさまざまである。しかも，日本企業が研究・開発・生産拠点を海外に求める

などの動きの中ではグローバルな人材採用が求められ，一方では，日本の技術系人材の中には
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グローバルに活躍の場を求めようとする動きも見られることから，技術系人材の HRM は日本

特有の雇用関係と労働市場においてのみ適用可能なものではなく，グローバルに適用可能なそ

れへと進化していかなければならない。そのために，本論文では，まず，労働経済学的視点を

考慮した近年のHRM論を技術系人材のマネジメントに適用する際に生じる問題点を指摘する。

次に，「内部労働市場」と「外部労働市場」との関係における技術系人材の特性を調査するこ

とを主目的とした「技術系人材のマネジメントに関する実態調査」を実施する。そして，指摘

した問題点との整合性を確かめつつ，実務レベルで活用可能な新たなスキーム作りの土台とな

る普遍性のある仮説を導き出す。さらに，その仮説に基づいて，経営学的な視点による政策提

言を行う。 

 
1-3 論文の構成 

 
第２章では，技術系人材マネジメントにおいて，従来の HRM 理論を適用する場合の問題点

を指摘する。まず，競争戦略論に基づく HRM 論に内部労働市場論の要素を加味した代表的な

モデル｢人材アーキテクチャー｣（Lepak and Snell, 1999）ならびに，このモデルに関連する

HRM 論の諸研究を取り上げ，技術系人材マネジメントへ適用する際に生じる問題点を指摘す

る。 
第３章では，従来の HRM 論において，競争戦略において重要な意味を持つ「知識」に対す

る考慮が乏しいことを指摘し，その解決のために「知識」の視点を導入し，「知識と市場」およ

び「知識と能力・パーソナリティ」の関係に着目しながら，知識への理解に細心の注意を払う

ことの重要性を主張する。 
第４章では，技術系人材のマネジメント上の諸問題における「知識」の意義，さらには「知

識」と「労働市場」との関連性を浮き彫りにすることを主な目的とした「技術系人材のマネジ

メントに関する実態調査」の方法を示す。 

第５章では，第４章で示す実態調査の結果を，第２章と第３章で指摘した諸問題と関連付け

ながら分析および考察する。 

第６章では，本研究によって導き出される仮説を示す。また，本研究の結果を踏まえた政策

提言を行う。最後に，今後の研究の方向性を検討する。 

                                                   
1 たとえば，中原(2000)は，日本・英国・韓国・インドの研究開発者への質問紙調査により，日本

の研究開発者の転職経験が著しく低く(6．9％)，平均転職回数も少ない(1.20 回)ことを報告している。 
2 リスクの大きさは、その「発生確率」と「発生に伴うダメージの大きさ」により評価できると考

える。 
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第２章 既存の理論の適用の問題点 

 
2-1 内部労働市場論 

 

労働経済学では，日本企業で見られる長期的雇用関係を日本特有の文化として捉える見方（例

えば野口，1995；仁田，2008）がある一方で，人的資本形成(Becker，1975)という経済合理

的なメカニズムとして築かれてきたという見方（例えば樋口，2001；小池，2005）もある。 

「人的資本」の概念を生み出した Becker(1975)によれば，合理的な企業は，企業内でのみ

通用する「特殊訓練」の費用は負担するものの，企業内外で通用する「一般訓練」の費用は負

担せず，一般訓練者を市場価格で雇用する，とのことである。Doeringer and Piore(1971/1985)
は，企業が，「特殊訓練」を行った労働者を継続的に雇用し次の教育訓練を行うことへ誘引され

るため，その結果，企業の合理的な選択として「内部労働市場」が形成されていく，としてい

る。また，Williamson(1975)は，取引費用を節約するために「情報の偏在（あるいは情報の非

対称）」が少ない内部労働市場を活用することの合理性を示唆している。Lazear(1998)は，こ

うした経済学的な理論を基礎として様々な人事の問題を幅広く分析しており，樋口(2001)は終

身雇用や定年制といった日本的な雇用慣行には経済合理性があると結論づけている。 

バブル崩壊以降に活発化した構造改革論争の中で，日本的な雇用システムがもたらす労働移

動の硬直化が企業社会に与えるデメリットを指摘し，雇用流動化を図るべきであるという主張

（例えば通商産業省産業政策局，1997；八代，1997；山田,2006）が注目を集めたが，近年，

内部労働市場を活用した長期安定雇用のメリットを再評価する論者も少なくない(例えば小池，

2005；石水，2012)。 

 

 
2-2 人材アーキテクチャー論 

 
1995 年に日本経営者団体連盟が発刊した『新時代の「日本的経営」－挑戦すべき方向とその

具体策－』の中で「雇用ポートフォリオ」という考え方が紹介され，労働市場の流動化を見据

えた有期雇用契約を効果的に活用する要員管理の手法として注目された（図表２－１）。 

ところで，Lepak and Snell(1999)が提案した｢人材アーキテクチャー｣は，「雇用ポートフォ

リオ」と類似点があるが，経営学の概念である企業資源基底観(Resource Based View of the 
Firm)，労働経済学の概念である人的資本論(Human Capital Theory)及び取引費用の経済学

(Transaction Cost Economics)に基づいて理論的に構築されたものであり，普遍性の高いモデ

ルを目指していると評価することができる。そして，このモデルが「人材を内部育成すべきか？

市場から調達すべきか？」の選択を主要な命題としているため，人材の内部育成によって成長

してきた日本企業が外部の人材の活用を模索していく時流の中で，日本でも様々な文献（例え

ば須田,2005；平野,2006；大久保,2006）で紹介されてきた。 
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図表２－１「新・日本経営システム等研究プロジェクト」/グループ別に見た処遇の主な内容 
出所：日本経営者団体連盟/新・日本経営システム等研究プロジェクト(1995) 

分類 雇用形態 対象 賃金 賞与 
退職金 

・年金 

昇進 

・昇格 
福祉政策 

長期蓄積能力

活用型グルー

プ 

期間の定

めのない

雇用契約 

管理職・総合

職・技能部門

の基幹職 

月給制か

年俸制 

職能給 

昇給制度 

定率+業績

スライド 

ポイント

制 

役職昇進 

職能資格 

昇給 

生涯総合

施策 

高度専門能力

活用型グルー

プ 

有期雇用

契約 

専門部門 (企

画，営業，研

究開発等) 

年俸制 

業績給 

昇給なし 

成果配分 なし 業績評価 生活援護

施策 

雇用柔軟型グ

ループ 

有期雇用

契約 

一般職 

技能部門 

販売部門 

時間給制 

職務給 

昇給なし 

定率 なし 上 位 職 務

への転換 

生活援護

施策 

 

ところで｢人材アーキテクチャー」（図表２－２）では，横軸に企業の競争優位やコア・コン

ピタンスの確立への貢献度を表す『人材の価値(value)』，縦軸に『人材の企業特殊性

(uniqueness)』という二つの指標により，人材を４つのタイプに分類し，それぞれのタイプに

適した雇用モード，雇用関係，HR 方針(Human Resource Configuration)を適用することを

提案している。ここで，『企業特殊性』とは，人材に対する教育訓練の方針を決定する要素であ

り，人材の外部労働市場との出入りの容易さを示す指標であると捉えられている。 
まず，第１象限には，企業特殊性が高く，かつ自社への競争優位やコア・コンピタンスへの

貢献度が高い人材が位置づけられる。この象限に属する人材は，長期雇用を前提として，人材

の潜在能力に基づく企業特殊訓練による内部育成を図る，とされている。第２象限には，企業

特殊性は低いが，自社への競争優位やコア・コンピタンスへの貢献度が高い人材が位置づけら

れる。この象限に属する人材の価値を形成している知識やスキルは，他社でも活用できるため，

企業が訓練のための費用を負担することは非合理的であり，必要な知識やスキルを保有する人

材を市場価格で調達する，とされている。第３象限には，企業特殊性が低く，かつ自社への競

争優位やコア・コンピタンスへの貢献度が低い人材が位置づけられる。この象限に属する人材

が保有する知識やスキルは，汎用的 1で大衆的であるため，企業内部に取り込まず，短期雇用

や請負契約などで確保する，とされている。第４象限には，企業特殊性は高いが，自社への競

争優位やコア・コンピタンスへの影響が低い人材が位置づけられる。この象限に属する人材が

保有する知識やスキルは，汎用的とも企業特殊的とも言い切れないものを想定しており，企業

内部には取り込まず，パートナーシップ（提携）による協働（コラボラティブ）により確保す

る，と説明されている。 
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図表２－２：人材アーキテクチャー2 
(出所： Lepak and Snell(1999)から抜粋・加筆修正。) 

 

このモデルでは，人材の移動可能性を示す指標として，人的資本論に基づく人的資本の「企

業特殊性」と「汎用性」を適用しているが，現実的とは言い難い。まず，人材が保有する知識・

スキルは単一のものではなく，複数の知識・スキルの集合体でポートフォリオである

（Lazear,2009）。しかも，このモデルでは，企業側の視点による移動可能性だけを問題として

いるが，現実には，それぞれの人材が外部労働市場からの影響を受け，自らの意思で企業を離

れるというリスク，すなわち「流出リスク」という視点に欠けている。つまり，人材は雇用す

る企業側の意図したとおりに動かすことができるのではなく，外部労働市場などの周囲の環境

の影響を受けつつ，その人材自身の判断に基づく経済合理性に則り，ときには経済合理性に反

していても，その人材自身の価値観や感情に従いながら，人材自身が意思を持って行動するも

のであるという事実に対する考慮が不足している。 
 
 
2-3 人材アーキテクチャー論以降の諸研究 

 
Lepak and Snell(1999)による人材アーキテクチャーに欠けている視点に目を向けたものと

して，Campbell, Coff, and Kryscynski（2012）が，人的資本は『企業特殊的なスキル群』と

『汎用的なスキル群』の集合体であって，企業特殊性が高い人材であっても汎用的スキルを保

有していたり，汎用性が高い人材であっても企業特殊的スキルを保有していることを前提とし

て，伝統的な人的資本論の枠を超えたモデルを提示している（図表２－３．２－４）。このモデ

ルは，企業資源基底観の見地から，人材が持つスキルの企業特殊性が企業の競争優位の維持に

  
 人

材
の
企
業
特
殊
性
 

低
  

  
  

  
  

  
  
 
高

 
第４象限 
雇用モード : 提携 
雇用関係 : パートナーシップ 
HR 方針 : コラボラティブ型 

第１象限 
雇用モード : 内部育成 
雇用関係 : 組織志向 
HR 方針 : コミットメント型 

第３象限 
雇用モード : 契約 
雇用関係 : 取引的 
HR 方針 : コンプライアンス型 

第 2 象限 
雇用モード : 調達 
雇用関係 : 共生 
HR 方針 : 市場（マーケット）型 

 
低   人材の価値<競争優位やコア・コンピタンスへの貢献度>      高 
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貢献しているという仮定に基づいている。 
図表２－３では，企業特殊性が高いとされる人材の持つ汎用的スキルの部分が市場から高く

評価されたり，汎用性が高い人材が特殊要因により市場からの評価が下がる人材や，情報の非

対称性の影響により，企業特殊性が高いにも拘わらず移動可能性が高まったり，汎用性が高い

にも拘わらず移動可能性が低くなる人材の存在を示している。具体的には「企業特殊性」と「需

要側（つまり企業側）の制約（constraint）」を２軸とする２×２の２次元モデルで説明してい

る。まず，左上方のエリアは，企業特殊性が高く，かつ市場からもそのとおりの評価を受ける

人材なので移動可能性が低く，右下方のエリアは，企業特殊性が低く，かつ市場からもそのと

おりの評価を受ける人材なので移動可能性は低いという伝統的な人的資本論で説明可能な人材

群である。これに対して，右上方のエリアには，企業特殊性は低いにも拘わらず種々の理由で

市場から過少評価を受けている人材が位置づけられ，左下方のエリアには，企業特殊性は高い

にも拘わらず種々の理由で市場から過大評価を受けている人材が位置づけられ，いずれも伝統

的な人的資本論では説明できない人材群を表している。また，Campbell, Coff, and Kryscynski
（2012）は，右上方のエリアや左下方に位置づけられる人材が生まれる理由を「①外部労働市

場の経営者は，人材の『交換価値(exchange value)』で評価し報酬を提示するが，現在雇用し

ている企業の経営者は，人材の『利用価値(use value)』で評価し報酬を提示していること。」，

「②外部労働市場との間で情報の非対称の問題があること。」としている。 
さらに，図表２－４では，伝統的な労働経済学や人的資本論においては，人材を求めている

需要サイド（すなわち企業側）の制約条件だけに着目している点を指摘し，供給サイド（すな

わち人材自身）の制約条件にも着目したモデルを提示している。具体的には「企業特殊性」，「需

要側（つまり企業側）の制約」の２軸に「供給側（つまり人材側）の制約（constraint）」を加

えた３軸による２×２×２の３次元モデルで説明している。移動（転職）のために発生するコ

ストや企業の安定性，倫理観，名声などが人材の移動（転職）を躊躇させたり，人材自身が自

分を過小評価し外部労働市場における自分の価値を知らない場合（情報の非対称が存在する場

合）には，人的資本の企業特殊性が低くても移動を制約することになる。これに対して，人材

が外部労働市場に過大評価されていたり，外部労働市場での評価に見合う処遇がなされていな

い場合には，人的資本の企業特殊性が高くても移動を促すことになる。その結果，図表２－４

における２のセルのように，企業特殊性が低いにも拘わらず，企業の競争優位となりうる人材

が存在することと，逆に，７のセルのように，企業特殊性が高いにも拘わらず，企業の競争優

位とはなりえない人材が存在することを指摘している。 
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図表２－３：Decoupling Exchange Value and Firm-Specificity of Worker Skill Portfolios 

(出所： Campbell, Coff, and Kryscynski（2012）から抜粋・加筆修正。) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 企業特殊性 

需要側の移

動の制約 

高い特殊性 

（低い移動可能性） 

低い特殊性 

（高い移動可能性） 

高い制約 

(低い交換価

値が人材の

移動を制約

する) 

伝統的な企業特殊的人的資本 

人材の持つスキル構成が他社では適用不能で

あり，市場からも正しく評価される。 

（例）狭く専門性の高い製品ラインに特化し

ている経験豊富な博士研究員。 

過小評価される一般的(汎用的な)人的資本 

人材の持つスキル構成が他社で適用可能で

あるにも拘わらず，種々の理由により市場

からは低く（過小）評価されている。 

（例）市場では無名の企業において相当な

産業経験を持つ博士研究員。 

低い制約 

（高い交換

価値が人材

の移動を促

進する） 

過大評価される企業特殊的人的資本 

人材の持つスキル構成が他社で適用不能であ

るにも拘わらず，種々の理由により市場から

は高く（過大）評価される。 

（例）企業特殊的な要因から結果を出してい

る花形アナリスト。 

伝統的な一般的(汎用的な)人的資本 

人材の持つスキル構成が他社で適用可能で

あり，市場からも正しく評価されている。 

（例）注目を集めるプロジェクトに単独で

取り組んだソフトウェア開発者 
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  企業特殊性 

需要側の移

動の制約 

供給側の移動

の制約 

高い特殊性 

（低い移動可能性） 

低い特殊性 

（高い移動可能性） 

需要側の高

い制約 

(低い交換

価値が人材

の移動を制

約する) 

供給側の高い

制約 

１．人的資本を基盤とする競争優

位となる可能性が高い。 

（状況） 

・スキル構成が非常に企業特殊的 

・人材は自社に留まりたい。 

・市場がスキルを正しく評価。 

２．人的資本を基盤とする競争優位

となりえる。 

（状況） 

・スキル構成が非常に汎用的。 

・人材は自社に留まりたい。 

・市場はスキルを過小評価。 

供給側の低い

制約 

３．人的資本を基盤とする競争優

位となりにくい。 

（状況） 

・スキル構成が非常に企業特殊的 

・人材は自社に留まりたくない。 

・市場がスキルを正しく評価。 

４．人的資本を基盤とする競争優位

となりにくい。 

（状況） 

・スキル構成が非常に汎用的 

・人材は自社に留まりたくない。 

・市場がスキルを過小評価。 

需要側の低

い制約 

(高い交換

価値が人材

の移動を促

進する) 

供給側の高い

制約 

５．人的資本基盤の競争優位とな

りにくい。 

（状況） 

・スキル構成が非常に企業特殊的 

・人材は自社に留まりたい。 

・市場がスキルを過大評価。 

６．人的資本基盤の競争優位となり

にくい。 

（状況） 

・スキル構成が非常に汎用的。 

・人材は自社に留まりたい。 

・市場はスキルを正しく評価。 

供給側の低い

制約 

７．人的資本基盤の競争優位とは

ほぼならない。 

（状況） 

・スキル構成が非常に企業特殊的 

・人材は自社に留まりたくない。 

・市場がスキルを過大評価。 

８．人的資本基盤の競争優位とはほ

ぼならない。 

（状況） 

・スキル構成が非常に汎用的 

・人材は自社に留まりたくない。 

・市場がスキルを正しく評価。 

図表２－４：Human Capital-Based Competitive Advantage Framework 

(出所： Campbell, Coff, and Kryscynski（2012）から抜粋・加筆修正。) 
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2-4 組織内のプロフェッショナル 

 
ところで，企業という組織の中で活躍する技術者，とりわけ研究者は「企業の中のプロフェ

ッショナル」として表現されることがある(小池，2005)。田尾(1991)は，組織内のプロフェッ

ショナル（原文ではプロフェッション）の特徴として「①組織の中で自律性が大きいこと。」，

「②名称や業務を独占することができたり，ライセンスシステムによって無資格者を排除する

ことができること。」，「③専門的な権威に依拠して，組織の中のフォーマルに定義された権限関

係から離れて，自らの職業上の要請にしたがって仕事をすすめることができること。」，「④金銭

的な報酬や人間関係によってではなく，仕事それ自体のために働くように，誇りを持って自信

を持って，内発的に働くようになること。」，「⑤所属性と準拠性が食い違い，近くの仲間よりも

遠くの同業者との関係を重視することが多いこと 3。」，「⑥その高度な技術によって素人に対す

る一方的な支配関係にあることが多く，厳しい倫理性が問われること。」を挙げている。また，

本来，プロフェッショナル（原文ではプロフェッション）とは，その職業人としての立場を堅

持するために，自立自営が可能であることが条件とされ，いつでも縁を切れるための選択肢が

別個にあることは彼らの立場を強くしていると主張している。こうした特徴を持つ人材こそが

コスモポリタン(Gouldner,1957/1958)であり，所属する組織に対する忠誠心が低く，外部の専

門分野で結び付けられた準拠集団を持つとされる。つまり，こうした特性を踏まえたプロフェ

ショナルであれば，Lepak and Snell(1999)による人材アーキテクチャーの第２象限にピタリと

当てはまるといえる。しかしながら，多くの技術系人材が自立自営は困難であり，田尾(1999)
のいう「組織内プロフェッショナル」とは言えない。 
太田（1993）は，病院に所属する医者や大学に所属する教授といった「専門職組織」に所属

するプロフェッショナルに対して，一般企業などに所属する研究者を「非専門職組織」に雇用

されるプロフェッショナル(Etzioni,1964)と位置づけ，その特徴を「専門的知識・技術に基づく

仕事であること。なお専門的知識・技術とは大学等での体系的訓練によってもたらされるもの

であり，一定の理論的基礎と汎用性を有していること。」，「専門家団体あるいは専門家社会の基

準による，能力その他の評価システムが何らかの形で存在していること。」としており，保有す

る知識・技術の内容が特定の組織内でのみ価値を持つような場合には，スペシャリストとは呼

び得てもプロフェッショナルとは言えない，と主張している。さらに太田(1993)は，日本国内

における組織内のプロフェッショナルを対象とした意識調査により，企業内研究者が専門分野

における活躍とそのための条件の獲得を重視していること，つまりプロフェッショナルの価値

観・目的の特徴を示す傾向があることを実証している。更に，Pfeffer and Salancik(1978)が，

資源供給者に対する組織の依存度を規定する重要な要因として，「①その資源の重要性」，「②資

源の配分と使用についての相手方の自由度」，「③資源の代替性，あるいは相手方による資源の

統制の程度」の３つを挙げていることを示し，プロフェッショナル個人の組織にとっての重要

度，プロフェッショナル自身の自由度の高さ，代替的な手段の見つけやすさが，当該プロフェ

ッショナルの組織に対する依存度に影響を与えると説明している。そして，プロフェッショナ
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ルの専門的活動を，長期的な視点から間接的貢献も含めて組織の利益へと結びつけていくとい

う「間接的統合」の理念に基づくマネジメントが要求される，としている。この理念に基づく

マネジメントでは，企業内の技術系人材などの「非専門職組織」のプロフェッショナルは，長

期雇用を前提としており，Lepak and Snell(1999)による人材アーキテクチャーの第２象限の人

材には当てはまらない。 
藤本(2005)は，日本の企業内の研究職が，職業人性と組織人性の両方を併せ持つ場合がある

ことを示している。そして，産業界の研究者は限られた分野の専門知識を企業内で蓄積してい

くため，仮に，その産業界の中では最高位（マキシマム）を極めていたとしても，それはグロ

ーバル・マキシマムではなく，ローカル・マキシマムであるため，異分野での移動は極めて困

難であるという仮説を立て，実証分析により『ローカル・マキシマム現象』が現実に起こって

いることを確認している。しかし，その現象が発生するメカニズムが理論的に解明されている

わけではなく，普遍的な理論とは言い難い。 

 

2-5 既存の理論の技術系人材への適用の問題点 

 
前項までに紹介した既存の理論を技術系人材へ適用した場合，いくつかの問題点を指摘せざ

るを得ない。 
第一に，技術系人材の労働市場は，保有する知識の分野ごとの「異なる市場の構成体(大住，

1999)」であると見なすことができ，個々の労働市場の規模が小さければ，いわゆる「完全競

争市場（荒井，1996）」とは程遠い状態になる点である。例えば，技術系人材が保有する知識

に汎用性があっても，その知識を保有する人材が不足していれば，人材を外部労働市場から自

由に調達することは困難となり，逆に，寡占産業などで，その知識を必要とする企業の数が少

なければ，人材が外部の労働市場に流出することを懸念する必要性は乏しくなる。Lepak and 
Snell (1999)の人材アーキテクチャーでは，外部労働市場から自由に人材を調達できる環境を

想定し，人材の流出リスクには殆ど触れられていないが，Campbell, Coff, and Kryscynski
（2012）のモデルでは，外部労働市場から人材を調達する場合の制約や，人材が内部労働市場

から外部労働市場に流出する可能性に触れている。しかしながら，技術系人材の労働市場が，

その専門性ゆえに市場規模が著しく小さくなる可能性があるといったように人材の移動可能性

に影響を与えうる要因が多岐にわたることを勘案すると，「市場」としての性質からとらえ，そ

の規模や需給環境，さらには，その動的変化といった市場に影響を与える全ての要素を考慮す

ることにより，普遍性の高い理論へと近づけることができる。「市場」としての性質からとらえ

ると，たとえば，汎用的な能力が高い人材であっても，保有する技術が未成熟で市場規模が小

さかったり，技術に関する情報の非対称の存在ゆえに市場で過小評価される，という理由で労

働移動が起こりにくいことがあることが説明できる。そして，人材を雇用する企業の視点では，

たとえ汎用性の高い技術系人材であっても，必要な人材を必要に応じて調達できる環境が長期

的な視点で維持されることが見込めない場合，人材を内部で育成し，内部で拘束せざるを得な
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いだろうという仮説が導き出される。他方，雇用される人材の視点では，たとえ汎用的で高度

な専門能力を保有し，準拠集団を所属する企業よりも外部の専門家組織に求めたいと考えても，

労働市場の規模や需給環境の影響により移動可能性が低い場合は，組織人とならざるを得ず，

コスモポリタン（Gouldner，1957/1958) 的な行動を起こしにくい。 
第二に，技術系人材の場合，｢長期的な視点で企業の競争優位性を支える人材｣が必ずしも「企

業特殊性が高い人的資本」であるとは限らない点である。Lepak and Snell(1999)は，人材アー

キテクチャー（図表２－２）の中で第１象限に属する「企業特殊性が高く，かつ自社への競争

優位やコア・コンピタンスへの貢献度が高い人材」の例として，インテルで新しいマイクロプ

ロフェッサーの開発に一貫して従事してきた技術者を挙げているが，他の企業でも通用しうる

マイクロプロフェッサーの開発の係る能力は，人的資本論の本来の概念に従えば「企業特殊的」

とは言い難い。東條(2014)は，人材アーキテクチャー(図表２－２)の第１象限に属する技術系

人材の例として，自社の経営方針を研究開発の活動に落とし込み，研究を引っ張り，優秀な研

究者や技術者に対して長期ビジョンを語り，出口戦略を示しつつ叱咤激励し続ける現場のリー

ダーやプレイング・マネジャーを挙げており，この場合は，確かに企業特殊性の高い技術系人

材であり，自社への競争優位やコア・コンピタンスへの貢献が高い技術系人材の代表例と言え

るだろう。トヨタ自動車の重量級プロダクトマネージャー(藤本，2004)が典型的な例である。

しかしながら，技術系人材の場合，競争優位やコア・コンピタンスへ貢献するのは，個々の人

材が「企業特殊性」が高い場合とは限らない。企業資源基底観に基づく企業戦略論(Barney,2002)
によれば，企業の保有する経営資源が競争優位の源泉となるための基準として「①経済価値」，

「②稀少性」，「③模倣困難性」，「④組織（競争優位を生み出す組織の力）」とされているが，組

織資本は個人の集合体としての属性であり(Barney,2002)，個々の人材が①～④の基準を全て満

たしていなくとも，集合体である組織資本が競争優位の源泉の役割を果たしていれば，それぞ

れの人材は，所属する組織の一構成員として競争優位を支え得る。「人的資本」ではなく人材が

保有する「知識」に焦点を当てる場合も同様で，経営資源として蓄積されている「企業の知識」

とは，企業内部にある情報的資源が総体としてつくり上げる体系のこと(中川,2011)であり，た

とえ個々の人材の保有する知識が汎用的であっても，企業の知識構造に経済価値があり，稀少

性があり，模倣困難性があり，しかも競争優位を生み出す組織の力があれば，競争優位の源泉

となり得るのである。とりわけ製造業においては，「企業の知的資本」が競争優位を支えること

が多いが，知的資源の構造に稀少性や模倣困難性があれば，「企業の知的資本」を構成する個々

の技術系人材が保有する知識やスキルが必ずしも企業特殊的である必要はない。そして，競争

優位を支える汎用的な知識やスキルを保有する技術系人材の労働市場が，市場規模が小さいな

どの理由で流動性が乏しかったり，需給環境が逼迫して労働市場からの調達が困難な場合は，

このような人材は内部で育成し，内部で拘束せざるを得ない。たとえば，桑嶋(2006)によれば，

製薬企業の医薬品開発においては，「go or no-goの判断」能力 4と「プロトコル・デザイン」能

力 5が競争優位を支えるとされるが，新薬の探索に従事する技術系人材の保有する知識は汎用

的である。製薬企業Ｓ社のある研究者(インタビュー当時 6)は「化学合成による新薬の探索作業
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は，高度な専門知識を要するが，汎用性が高く，案外単純作業である。」と語っている。そして，

「環境変化に伴い，専門分野ごとで必要とされる人材のバランスは変化し，労働市場における

需給バランスも変化する」ことも指摘している。つまり，研究者の内部育成の必要性を示唆し

ているとも言えよう。 
第三に，技術系人材の人的資本を論ずるとき，個々の人材が現在保有する知識・スキルの「企

業特殊性」と「汎用性」という単純な分類だけでは説明できない点である。Lepak and Snell 
(1999)の人材アーキテクチャーや Campbell, Coff, and Kryscynski（2012）のモデルでは，人

的資本に関する諸理論から引用した「企業特殊性／汎用性」だけをクローズアップしているが，

現実の人的資源管理においては，人材の持つ能力やパーソナリティも人的資本の価値に影響を

与える重要な要素である。人的資本論の基礎を築いた Becker(1975)も人的資本投資の便益を受

ける力量(capacity)に違いがあり，人的資本への投資に対する限界収益率に個人差があることを

指摘している。つまり，人材の持つ能力やパーソナリティには個人差があり，内部育成する人

材を選抜するときには重要な要素としてとらえるべきであろう。内部労働市場論を発展させた

Doeringer and Piore(1971/1985)は，人的資本の「企業特殊性／汎用性」に着目して実証分析

を行っているが，分析対象が製造業のブルーカラー労働者であり，能力やパーソナリティは，

高度な知識労働者に比べるとさほど重要な意味を持たないので，この分析から導き出された理

論をそのまま本研究の射程としている技術系人材にあてはめることはできない。技術系人材，

とりわけ高度な知識や創造性を求められる研究開発人材の選抜においては，能力やパーソナリ

ティは極めて重要な要素であると言えよう。 
                                                   
1 雇用される企業を問わず活用できるということを，「汎用的」・「汎用性」ではなく「一般的」・「一

般性」と表現する文献もあるが，本論文では，誤解を避けるため，日常的に幅広く使われる「一般

的」・「一般性」ではなく，「汎用的」・「汎用性」に統一する。ただし，人的資本論で通常使用される

用語「一般的人的資本」などは，そのまま使用する。 
2 「第１象限」～「第 4 象限」の名称は原典のまま和訳。通常の数学の座標軸とは逆回転となって

いる。 
3 技術系人材が，所属する学会で評価されたいと考えるのは，必ずしも準拠集団が専門家組織であ

るという心理的な要因だけではなく，保有する知識が専門的かつ高度すぎる場合には社内で正当に

評価されることが難しいので，専門家組織の中で客観的な評価を受けたいという願望も理由の一つ

であると筆者は考える。そして，専門家組織から評価されることが社内での評価を高めたり，社内

で成果に結びつかない場合のリスクヘッジになったりという効果のほか，自身の自慰的行為となる

こともあるだろう。 
4 桑嶋(2006)は，「医薬品開発では，開発中の新薬候補品（化合物）を次の段階に進めるかどうかの

判断を指す」としている。 
5 桑嶋(2006)によれば，臨床試験（治験）の実施計画を立案する能力を指す。 
6 2008 年 10 月 9 日にＳ社大阪本社にてインタビューした。 
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第３章 知識の視点の導入 

 
3-1 人的資本の構成要素 

 

 第２章 2‐5において指摘した問題が発生する理由は，労働経済学における「人的資本」の概

念では，知識・スキル・能力などを含めた資質を明確に区分しておらず(髙橋，2008)，技術系

人材の企業にとっての価値やその人材の行動に大きな影響を及ぼす「知識」に対する理解が欠

落しているためである。Becker(1975)も人的資本投資の便益を受ける力量(capacity)に違いが

あり，人的資本への投資（すなわち教育により知識を与えること）に対する限界収益率に個人

差（すなわち投資の便益を受ける力量の差）があることを指摘しているが，知識・スキル・能

力を明確に定義しているわけではない。労働経済学では，おそらく個別企業の人的資源管理の

実務上の課題には関心が向かないからであろう。人的資源管理の実務の世界では，企業が求め

る人的資本の構成要素は，人事評価の要素の中に反映されていると考えられる。たとえば髙橋

(2010)は,Viswesvaranら（Viswesvaran,Ones&Schmidt,1996:Viswesvaran,Schmidt&Ones,2005)
が，米英で刊行されている経営学・心理学の専門研究雑誌に取り上げられた 215の人事評価に

かかわる専門研究をメタ分析し，科学的観点からすれば，どのような人事評価の基準が用いら

れているかを経験的に整理していることを紹介している（図表３－１）。Spencer and 

Spencer(1993)は，「ある職務または状況に対し，基準に照らして効果的，あるいは卓越した業

績を生む原因として関わっている個人の根源的特性」，つまり「仕事ができる能力」をコンピテ

ンシーと定義し，「動因」，「特性」，「自己概念」，「知識」，「スキル」の５つをコンピテンシーの

要素として挙げ，図表３－２のようにモデル化している。このモデルにおいて，「動因」とは「あ

る個人が行動を起こす際に常に考慮し，願望する，さまざまな要因」，「特性」とは「身体的特

徴，あるいはさまざまな状況や情報に対する一貫した反応」，「自己イメージ」とは「個人の態

度，価値観，自我像」，「知識」とは「特定の内容領域で個人が保有する情報」，「スキル」とは

「身体的，心理的タスクを遂行する能力」とされる。多くの企業でこのコンピテンシーの概念

を取り入れた人事評価が試みられている(渡辺,2000；岡部・西村，2007)。 

さて，図表３－１における「知識」，図表３－２における「知識」および「スキル」は，他の

要素とは明らかに異なる点がある。まず，「知識」・「スキル」は，それ自体が人材という媒体に

記憶されている企業の資産であり，適切な方法（たとえば適切な教育手段）を取れば，それぞ

れの人材の記憶量を増やしたり，第三者に移転することが可能である。つまり，「知識」・「スキ

ル」自体が企業の競争優位を支えることもあるが，一方で人材という媒体を介して企業の資産

である「知識」・「スキル」が社外に流出したり拡散したりするリスクもある。とりわけ技術系

人材の場合，保有する知識が専門分野に特化しており，それぞれの知識によって「汎用性」，「稀

少性」，「ニーズの大きさ・成長性」，「需要と供給のバランス」などが異なり，その知識を保有

する人材の価値や人材の行動に影響を与えていると考えられる 1。いわば「人材という媒体を

介して移転しうる知識の市場」が存在するといえるだろう。 
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図表３－１：主観的人事評価研究から引き出された評価要素 
出所：Viswesvaran,Ones&Schmidt (1996)より抜粋し，髙橋(2010)による訳出を引用 

① 全般的成果 
全般的成果，全般的効果性，全般的遂行度，全般的評判，個人

能力の総体などについての評価 

② 生産性 
生産した財・サービスの量と質の評価，生産性や売上などをベ

ースとした個人の評価や順位 

③ 質 
職務の質についての測定，ミスの少なさ・正確性・完璧さ・ム

ダの少なさなどについての評価 

④ リーダーシップ 

他者に刺激を与える能力，部下に高い成果を出させる能力，他

者に高い水準と専門性を維持するよう動機づける能力などにつ

いての測定 

⑤ コミュニケーション能力 

口頭ならびに文書で情報を収集し伝達するスキル，自己の視

点・意見・立場を表明するうまさ，自分自身を理解してもらう

能力 

⑥ 管理能力 

組織においてさまざまに異なる役割を調整するうまさ，スケジ

ュール管理・記録の維持管理・部下の仕事割当・職務知識・他

者への責任などを含む 

⑦ 努力 

よい努力を行うために払った労働の量，積極性・集中度・注意

喚起・リソースの多さ・仕事への熱意・勤勉さ・正直さ・目標

達成への粘り・献身・職務への関与・努力・仕事に費やしたエ

ネルギーなどを含む 

⑧ 対人能力 
他者と協働する能力，顧客・職場仲間・他者との関係や人柄の

よさなどについての評価や順位 

⑨ 職務知識 
職務を遂行するために必要な知識に関する測定，職務知識や情

報の新しさについての評価や順位 

⑩ 権威の受容・遵守 

規則や服務規程についての肯定的見方，規則遵守・監督の仕方

に対する肯定的態度，組織文化や規範への適応，組織のポリシ

ーに対して不満がないことなどを含む 

  

 

図表３－２ 中核と表層のコンピテンシー 

（出所：Spencer and Spencer(1993)） 

自己イメージ 
特性 
動因 

スキル 
知識 

 氷山モデル 

目に見える 

かくされた 

特性 
動因 

 自己イメージ 

 態度，価値観 

 スキル 

 知識 
表層的 

（開発が容易） 中核的人格 
（開発が困難） 
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以上を踏まえ，本論文では，「知識」・「スキル」とそれ以外の人的資本の構成要素を区分して

図表３－３のように定義しておきたい。人的資本の構成要素を「知識(Knowledge & Skills)」，

「能力(Capability & Potential」，「パーソナリティ（Personality）」の３つに区分し，すべて

の人的資本の要素がいずれかの区分に含まれるものと考える。 

第一に，「知識」を「職務を遂行する上で必要な専門知識・スキル・情報」と定義する。いわ

ゆるナレッジマネジメント（Nonaka and Takeuchi，1995)で扱われる「知識」が，この区分に

該当し，難易度にバラツキはあるが，学習によって高めたり，人材から人材へ移転することが

可能である 2。知識・スキル・情報の違いは本論文の論旨に影響を与えないので，すべてを含

めて「知識」と定義する。第二に，「能力」を「職務を遂行したり，知識・スキル・情報を獲得

するために必要な人材固有の力」と定義する。人材が先天的に保有するものもあるが，長い期

間にわたる経験や学習を通じて高めていくこともできる。しかし，人材から人材へ移転するこ

とはできない。たとえば，思考力，記憶力，判断力などがこの区分に含まれる。第三に，「パー

ソナリティ」を「状況や時間を越えてある程度一貫し安定した，その人らしい独自の行動の仕

方を決定する心理的特性（髙橋，2010）」と定義する。人材が先天的に保有するものもあるが，

長い期間にわたる経験や学習を通じて高めていくこともできる。しかし，人材から人材へ移転

することはできない。たとえば，達成意欲，行動力，社交性，ストレス耐性などがこの区分に

含まれる。 

「能力」と「パーソナリティ」は，学習に時間がかかり，しかも人材から人材へ移転するこ

とはできないという点で，同じ性質を持つため，本論文においては，人的資本の各要素が「能

力」と「パーソナリティ」のどちらに含まれるかについては重要視しない。 

 

図表３－３ 人的資本の構成要素 

知識 

Knowledge 

Skills 

「職務を遂行する上で必要な専門知識・スキル・情報」と定義する。難易

度にバラツキはあるが，学習によって高めたり，人材から人材へ移転する

ことが可能である。 

能力 

Capability  

Potential 

「職務を遂行したり，知識・スキル・情報を獲得するために必要な人材固

有の力」と定義する。人材が先天的に保有するものもあるが，長い期間に

わたる経験や学習を通じて高めていくこともできる。しかし，人材から人

材へ移転することはできない。（例：思考力，記憶力，判断力，対人能力

など） 

パーソナリティ 

Personality 

「状況や時間を越えてある程度一貫し安定した，その人らしい独自の行動

の仕方を決定する心理的特性（髙橋，2010）」と定義する。知識・スキル・

情報を獲得するためにも欠かせない要素である。人材が先天的に保有する

ものもあるが，長い期間にわたる経験や学習を通じて高めていくこともで

きる。しかし，人材から人材へ移転することはできない。（例：達成意欲，

行動力，社交性，ストレス耐性など） 
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3-2 「知識」と「市場」の関係性 

 

3－1で記述したとおり，技術系人材が保有する「知識」には，知識ごとに細分化された「人

材という媒体を介して移転しうる知識の市場」が存在すると言える。そして，技術系人材の労

働市場も，保有する知識の分野ごとの「異なる市場の構成体(大住，1999)」であると見なすこ

とができ，個々の労働市場の規模が小さければ，いわゆる「完全競争市場（荒井，1996）」と

は程遠い状態になる。例えば，技術系人材が保有する知識に汎用性があっても，その知識を保

有する人材が不足していれば，人材を外部労働市場から自由に調達することは困難となり，逆

に，寡占産業などで，その知識を必要とする企業の数が少なければ，人材が外部の労働市場に

流出することを懸念する必要性は乏しくなるのである。Campbell, Coff, and Kryscynski（2012）
のいう「制約条件（constraint）」は市場の流動性という枠組みの中で説明することができる。

このように「知識」と「市場」の関係性という視点でとらえることにより，人材の移動可能性

に影響を与える様々な要素を包含することができ，より現実的な理論構築につなげることがで

きると考える。 
 「知識」と「市場」の関係性に着目することのもう一つの意義は，内部労働市場論あるいは

人材アーキテクチャー論のいずれにおいても，人材の「育成」局面にその主眼が置かれていた

のに対して，グローバルなメガコンペティション状況下でのいわゆる「選択と集中」局面では，

競争優位の確保と知識流失リスクの回避を念頭におかなければならなくなってきていることに

ある。確かに「育成」は重要であるが，それが「流出」してしまっては元も子もなくなるので

ある。しかも「人材」という媒体を介して「知識」が流出するということは，その「知識」が

外部に拡散する可能性があることも意味するのである。 

 
3-3 「知識」の類型 

 
技術系人材の特性を考慮した人的資源管理モデルの構築を目指すためには，まず「知識」へ

の理解に細心の注意を払う必要がある。図表３－４は，知識の類型 3である。縦軸を｢組織依存

的／組織非依存的｣，横軸を｢属人的(暗黙知的)／非属人的(形式知的)｣とする 4 類型である。 

 

 

(Ⅲ)熟練 

組織内での教育と経験

の蓄積による暗黙知 

組織非依存的 
(Ⅰ)技術 
移転可能な形式知 

属人的(暗黙知的) 

組織依存的 

非属人的(形式知的) 

(Ⅳ)技能 
人材とともに移転可

能な暗黙知 

(Ⅱ)職能 

組織内でマニュアル化

された形式知 

図表３－４：知識の類型 
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まず，（Ⅰ）の領域に分類されるのは，「技術 technology」に象徴される知識である。形式化

されており，かつ組織に依存しない知識であり，高度で複雑な理論に基づく最新の技術から，

一般的に知られる技術まで含まれる。（Ⅰ）の知識を保有する人材が他社に流出した場合には，

知識が形式化されているがゆえに，たとえ高度で複雑な理論に基づく知識であっても，その知

識を再現できる人材を採用や教育で確保できる場合は事業活動への影響は軽微である。しかし

ながら，非属人的（形式知的）であることから，この知識を保有する人材が流出すると，知識

を人材から人材へと容易に移転することができるため，知識が企業外に拡散する可能性がある。

そして，その知識が企業の競争力を支えている場合には，事業活動に致命的なダメージを与え

る可能性がある。次に（Ⅱ）の領域に分類されるのは，組織内でマニュアル化された｢職能

function｣である。組織依存的な知識であるため，（Ⅱ）の知識の他社への流出リスクは低い。

また（Ⅰ）と同様に，（Ⅱ）の知識を保有する人材が流出しても，その知識を再現できる人材を

確保できる場合には事業活動への影響は軽微である。そして，（Ⅲ）の領域に分類されるのは，

組織内での教育と経験によって蓄積される｢熟練 expertise｣である。（Ⅲ）の知識を保有する人

材は，組織依存的ゆえに流出するリスクが低いとはいえ，暗黙知的ゆえに他の人材による再現

が容易ではなく，流出した場合の事業活動への影響が軽微ではないことがあり，その場合，企

業内部での価値が高いこともある。一方で，事業構造の改編による事業の縮小や撤退，あるい

は技術革新などにより保有する知識が無価値になったときには，それまでの企業内での評価が

高いほど処遇に苦慮するかもしれない。最後に（Ⅳ）の領域に分類されるのは，「技能 skill」
に象徴され，属人的（暗黙知的）であるが，どのような組織においても通用する知識である。

（Ⅳ）の知識を保有する人材は，知識が属人的であるがゆえに｢余人を持ってかえがたい｣とい

うポジションを占めていることがある。こうした人材は，企業外でも高く評価されやすく，か

つ形式知化されていないことから代替する人材を再調達することが困難であることがある。そ

れゆえ，流出しやすく，かつ流出したときの事業活動への影響が大きいというリスクが極めて

高い状況にある場合がある。 

 

3-4 「知識」と「能力」・「パーソナリティ」の関係性 

 
「知識」の習得には，その「知識」の習得に必要なレベルの「能力」・「パーソナリティ」が

必要である。つまり，高いレベルの「知識」を習得するためには，レベルの高い「能力」や「パ

ーソナリティ」が必要である。また，「知識」を習得する作業を通じて「能力」や「パーソナリ

ティ」が高まることもある。 

3-1で紹介した Spencer and Spencer(1993)のコンピテンシーのモデル（図表３－２）におい

ても，表層的なコンピテンシーとされる「知識・スキル」と中核的コンピテンシーとされる「特

性・動因」の性質を明確に区分し，「組織は中核に近い動因や特性コンピテンシーに沿って選考

を行い，そのあとに具体的に職務をこなすために必要とされる知識とスキルを訓練するという

考え方」の合理性を主張している。複雑な職務において卓越した業績を予見する場合には，コ
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ンピテンシーに基づく選考の効果が高いことや，各尺度の高いコンピテンシーが必ずしも最善

であるとは限らず，各職務の最適レベルを見つけ出すことが最適である，とも述べている。 

国立教育政策研究所(2016)では，「知識は学んで身に付けるもの」，「資質・能力は自分の中

にあるものを引き出して使うもの」という表現で区別し，コンピテンシーや教育学の諸理論を

引用しながら，「知識」と「資質・能力」は密接に関連し，「資質・能力」が質の高い「知識」

を導き，質の高い「知識」が「資質・能力」を発揮させるという趣旨の理論を展開している。

また，Scardamaliaら(Scardamalia,Brandford,Kozma and Quellmalz：2012)は，言語，数，ど

れだけ事実を知っているかといった「ハードな知識・スキル」（本章で定義した「知識」の意味

に近い。）と，コミュニケーション，コラボレーション，柔軟性といった「ソフトスキル」（本

章で定義した「能力・パーソナリティの」意味に近い。）の存在を指摘し，知識労働においては，

両者を密接に結び付けながら知識創造につながっていく，としている。 

このように，心理学や教育学との間の学際的な分野の研究を踏まえても，「知識」と「能力」・

「パーソナリティ」との関係は深く，高度な専門知識の習得や創造性が求められる技術系人材

（たとえば研究開発に従事する人材）には，現在保有している「知識」だけではなく，その職

務に見合う「能力」や「パーソナリティ」が求められることに合理性がある。逆に，たとえ専

門的な知識が求められても，さほど高度ではなかったり，新しい知識を習得するにために特殊

な「能力」や「パーソナリティ」が求められない技術系人材（たとえば生産現場の定型的な業

務に従事する技術系人材）は，「能力」や「パーソナリティ」よりも，現在保有している「知識」

が重視されることもありえるだろう。 

 

3-5 小括 

 
前章（第２章）において，既存の一般的な人的資源管理の理論を技術系人材に適用する場合

の問題点として，「①技術系人材が保有する知識が『汎用的』であっても，競争優位の源泉にな

りうること。」，「②技術系人材の労働市場は，保有する知識の分野ごとの『異なる市場の構成体』

であること。そして，それぞれの市場の環境によって，人材の調達が困難になったり，流出リ

スクが発生することを考慮する必要があること。」，「③技術系人材の人的資本を論ずるとき，

個々の人材が現在保有する知識・スキルの企業特殊性と汎用性という単純な分類だけでは説明

できないこと。」を指摘した。 

本章（第３章）では，これらの問題を解決する手段として，人的資本の構成要素を「知識」・

「能力」・「パーソナリティ」に区分し，その中の「知識」をキーワードとして，「ⅰ.知識と市

場との関係性に目を向けること。」，「ⅱ.知識に対する理解を深めること。」，「ⅲ.知識と能力・

パーソナリティとの関係性に目を向けること。」の必要性を述べた。 

次章から（第４章および第５章）は，実態調査により，日本企業の技術系人材のマネジメン

トの現状を把握したい。 
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1 三輪(2011)は，「知識・情報社会の知識労働者とは，生産手段でもある知識を所有する存在なので

あり，それゆえに知識を持ってどこにでも行ける存在なのである。」と述べている。 
2 Nonaka and Takeuchi（1995)によれば，「暗黙知」を「形式知」に変換することにより，人から人

へ伝達することができる，とされる。 
3 図表 3－4 の知識類型は，筆者指導教授小林敏男氏の知見による。 
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第４章 技術系人材のマネジメントに関する実態調査 

 
4-1 実態調査の方法 

 

 本調査の目的は，技術系人材マネジメントにおける実務的な課題の中でも，「知識」および「市

場」との関係が深い「採用」・「処遇」・「人事異動」・「人材の移動可能性」・「人材の流出」に関

する企業行動の実態および，それらに対する企業の人事統括責任者の意識を把握することであ

る。さらに，前章で指摘してきた「知識」・「能力」・「パーソナリティ」が技術系人材マネジメ

ントの中で示す特性に関する設問も組み入れた。 

 本調査では，「事務系人材」を『事務・企画・営業・販売ならびに管理的職業に従事している

従業員。たとえば，総務部門，財務部門，広報部門，マーケティング部門，営業部門，販売部

門，購買部門，法務部門などで管理・企画・一般事務などに従事している従業員。』と定義し，

「技術系人材」を『研究・開発・生産などに関連する職務に従事している従業員の中で，理工

系の高等教育機関（大学・大学院等）を修了し，その専門知識を活用している人材。したがっ

て，製造部門の技能工の方や設計部門の製図工の方などは含まない。』と定義した。そして，こ

の定義による「技術系人材」の所属する企業にのみ回答を求めた。 

 調査対象は，東証１部上場企業のうち，業種が製造業（食料品，繊維製品，パルプ・紙，化

学，医薬品，石油・石炭，ゴム製品，ガラス・土石，鉄鋼，非鉄金属，金属製品，機械，電気

機器，輸送用機器，精密機器，その他製品）及び情報・通信に分類される企業とする。製造業

だけではなく，相当数の技術系人材が所属していると考えられる情報・通信業も調査対象に加

えた。  

調査票の構成は，次節 4－2に示す。 

 調査方法は，調査対象企業 994社の人事統括責任者宛に調査票と受取人払いの返信用封筒を

同封の上，2014年 11月 13日付で郵送し，2014年 12月 25日までに調査票を封入した封筒を投

函していただくよう依頼した。E－mail メール等による個別の依頼・督促は行わず，到着日に

拘わらず返送された 74社全てを有効回答とし，うち技術系人材が所属している 69社を集計し

た。記入に不備があるものは，E－mail により修正を依頼し，１社を除き，完全な回答が得ら

れた。回答が不完全な１社については，有効な回答だけを集計に加えた。 

 調査票の回収状況は，図表４－１，分析対象企業の特徴は図表４－２のとおりである。 

               

図表４－１：調査票の回収状況 

 

調査票送付企業数 994 社 

回答数 74 社 

分析対象社数（技術系人材あり） 69 社 

※うち１社は，一部回答もれあり。 
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図表４－２：分析対象企業の特徴 

（a）連結売上高の分布 

1 兆円以上 6 社 

1000 億円以上 1 兆円未満 27 社 

100 億円以上 1000 億円未満 34 社 

100 億円未満 2 社 

（ｂ）従業員数の分布 

10 万人以上 1 社 

1 万人以上１0 万人未満 17 社 

1 千人以上１万人未満 40 社 

1 千人未満 11 社 

（ｃ）資本金の分布 

1000 億円以上 5 社 

100 億円以上 1000 億円未満 25 社 

10 億円以上 100 億円未満 34 社 

10 億円未満 5 社 

（ｄ）業種の分布 

食料品    4 社 

繊維製品    4 社 

化学    9 社 

医薬品    2 社 

石油・石炭製品    1 社 

ゴム製品    2 社 

ガラス・土石製品    3 社 

鉄鋼    2 社 

非鉄金属    1 社 

金属製品    1 社 

輸送用機器    7 社 

機械    13 社 

電気機器    10 社 

精密機器    2 社 

情報・通信業    8 社 
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4-2 調査票の構成 

 

調査票は「Ⅰ．採用について[人材の調達]」，「Ⅱ．人事制度について」，「Ⅲ．異動について

[企業内部での人材の活用]」，「Ⅳ．キャリアの転換について」，「Ⅴ．流出リスクと人材引き留

め策（リテンション策）について[外部労働市場との関係]」の５つ項目で 13の設問により構成

する。調査依頼書・調査票および集計結果を本論文末尾に添付したので，ご参照願いたい。 

 

(１)採用について[人材の調達] 

人材の調達という視点からとらえると，採用と市場との関係は深い。つまり，長期雇用を前

提として採用し内部で育成するか，即戦力として外部から調達するか，という問題が存在する。 
そこで，新卒採用を「大学・大学院等の教育機関を卒業・修了したばかりの学生を採用する

こと」，中途採用を「大学・大学院等の教育機関を卒業・修了し，就業経験がある者を採用する

こと」と定義し，新卒の定期採用の状況と，新卒採用と中途採用のどちらを重視しているかと

いう企業の考え方に，事務系人材と技術系人材に差異があるかを調査した。 
更に，人材の採用選考において重要視する評価項目について，技術系人材の新卒採用と中途

採用，事務系人材の新卒採用と中途採用の４つに区分して調査した。評価項目としては，「専門

知識」，そして能力の一つの要素として「思考力」，能力とパーソナリティの両方の要素を含む

「管理能力」と「対人関係能力」の４つを選択した。 
 

(２)人事制度について 

技術系人材の処遇において，自社の賃金水準や，同種の職務の外部労働市場における賃金水

準とのバランスに対する配慮が必要であるという意味で，人事制度は市場との関係性がある。

たとえば，高度な専門性で貢献する人材を役職に昇進させて管理的な役割を求めるのではなく，

専門性を発揮し続けることによって処遇を向上させられることを目的とした特別な人事制度が

設けられることがある。一般的には「専門職制度」と称される。技術系人材の中でも，とりわ

け研究職は「スキルの獲得が容易ではないが獲得したスキルが普遍性を持つ」という特徴があ

る点で「専門職制度」の対象となりやすい（永野，1996）。つまり，普遍性が高い，言い換え

ると汎用性が高いという意味で，外部労働市場を意識した処遇が求められる。 
 そこで，「専門職制度」の設置の実態を把握するため，「専門職制度の設置の有無」，「専門職

制度の賃金水準」，「専門職制度のタイプ」，「専門職制度の対象年齢」に関する質問を設けた。

調査の設問の中で，専門職制度のタイプの分類には，福谷(2001)が整理したものを参考にして

選択肢として設定した（図表４－３）。 
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図表４－３ 専門職のタイプ 

 
 

① 全員型 『技術系人材』全員を「専門職」等として，他の人材とは別に処

遇する制度。 
 

② 純化型 高度な専門能力を有する『技術系人材』を選抜して特別に処遇す

る制度。(例：高度専門職，研究フェローなど) 
 

③ ポスト対応型 一定の資格や等級に達しても管理職につけない『技術系人材』を

処遇するために，管理職ポストの代わりに設置する制度。 
 

④ 特殊型 特定のテーマやプロジェクトに従事する者を，
その都度専門職

に任用する制度。 
 

⑤ その他 ①から④の分類にはあてはまらない。 

 
 
(３)異動ついて[企業内部での人材の活用] 

 事業構造の改編や事業分野ごとの市場の変化によって，技術系人材を部門や職種を越えて内

部労働市場の中で異動させる必要性が生まれる。そこで，内部労働市場で活用しやすい人材が

持つ人的資源の特徴を調査するための質問を設けた。「内部労働市場で活用しやすさに影響を与

える要素」とは，すなわち「内部労働市場における移動可能性に影響を与える要素」とも言え

る。調査の設問の中で，技術系人材の「内部労働市場における移転可能性に影響を与える要素」

として選択した 10 の要素と選択した理由は図表４－４に示すとおりである。「資格（学位を含

む）を持つこと」は，人材が一定の知識あるいは能力を保有していることを示すシグナルとな

り情報の非対称を緩和する役割を果たす要素の典型例として選択した。「応用範囲が広い知識を

持つこと」は，保有している知識が内部労働市場の中の他部門あるいは外部労働市場において

幅広く活用可能であることを想定し，労働市場が広がる典型的な要素として選択した。「自社の

競争力に貢献する知識」は，まさに自社の競争優位の源泉やコアコンピテンスを支える知識と

して選択した。「業界等で標準化された規格等の知識を持つこと（JIS規格・IEEE規格，標準設

計図等）」は，汎用的ではあるが，業界特殊性の高い典型的な知識として選択した。「組織規範・

設計思想・自社規格等の理解度」は，企業内の他部門では活用できるが，他の企業では活用で

きない企業特殊性の高い典型的な知識として選択した。「社内外での人的ネットワークの大きさ」

は，汎用性が高く，情報の非対称性が比較的低い知識として選択した。人的ネットワークは「紹

介」という形で人材から人材へ移転可能と考え，本論文の定義による情報などと同様に「知識」

に含める。「挑戦意欲の高さ」と「協調性の高さ」は，パーソナリティの典型例として選択した。

「論理的思考力，発想力，洞察力の高さ」は，人材の能力の典型的な要素として選択した。「管

理能力の高さ」は，パーソナリティ的な性質も含む典型的な人材の能力として選択した。ただ

し，本論文においては，「知識」とそれ以外の「能力」・「パーソナリティ」の区分は重要視する

が，「能力」と「パーソナリティ」の間の区分は重要視していない。 
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図表４－４ 「技術系人材の移転可能性に与える要素」の選択肢について 

 
技術系人材の移転可能性に 

影響を与える要素 
選択した理由 

資格（学位を含む）を持つこと 

人材が一定の知識と能力を保有していることを示

すシグナルとなり，情報の非対称性を低くする効果

がある典型的な例として選択した。 

応用範囲が広い知識を持つこと 
内部労働市場や外部労働市場において，市場が大き

い典型的な知識として選択した。 

自社の競争力に貢献する知識を持つこと 
自社の競争優位の源泉やコアコンピテンスを支え

る知識として選択した。 

業界等で標準化された規格等の知識を持つ

こと（JIS規格・IEEE規格，標準設計図等） 

汎用的ではあるが，業界特殊性の高い典型的な知識

として選択した。 

組織規範・設計思想・自社規格等の理解度 企業特殊性の高い典型的な知識として選択した。 

社内外での人的ネットワークの大きさ 

汎用性が高く，情報の非対称性も比較的低い知識と

して選択した。（移転可能なので，本論文では知識

に含める。） 

挑戦意欲の高さ 
人材のパーソナリティの典型的な要素として選択

した。 

協調性の高さ 
人材のパーソナリティの典型的な要素として選択

した。 

論理的思考力，発想力，洞察力の高さ 人材の能力の典型的な要素として選択した。 

管理能力の高さ 
パーソナリティ的な性質も含む典型的な人材の能

力として選択した。 

 

 さらに，部門や職種を超えた人事異動を行う場合の異動対象となる技術系人材に対する再教

育に関する質問も設けた。「本人の保有する知識と関連する分野への異動」，「本人の保有する知

識と関連しない分野への異動」，「営業職への異動」，「事務職への異動」の４種類に区分し，「①

Ｏｆｆ－ＪＴ」，「②ＯＪＴ」，「③自主学習」，「④その他の学習方法」，「⑤教育していない」，「⑥

このタイプの人事異動は実施していない」の６つの選択肢を設け，複数回答可で回答を求めた。

ただし，⑤・⑥を含む複数回答があった場合には，エラーとして処理し，回答者に確認を取る

こととした。 
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（４）キャリアの転換について 

 企業側から技術系人材に対して，どちらかと言えば後ろ向きの理由でキャリア転換を促した

実績と，該当する人材の年齢層，そして対応の方法に関する質問を設けた。具体的には，「一定

年齢でキャリア転換を促す制度」，「事業部門の縮小や撤退」，「技術革新などによる知識の陳腐

化」，「技術系人材の能力や意欲などの個人的な理由」の４つの理由に区分し，該当する人材の

年齢層，そして対応の方法を「①再教育＋配置転換」，「②早期退職制度募集」，「③再就職支援」，

「④退職勧奨」，「⑤整理解雇」，「⑥その他」の選択肢の中から複数回答可で回答を求めた。 

 また，自社への貢献度が低く，かつ配置転換が困難な「技術系人材」が発生することを防止

する策として取り組んでいることを「①継続的に最新の知識や技術を習得する機会を提供す

る。」，「②ジョブローテーションなどにより，幅広い分野の知識や技術を習得する機会を提供す

る。」，「③マネジメントやマーケティングなど経営に関する知識を習得する機会を提供する。」，

「④自身の市場価値や将来のキャリアパスに関心を持たせるような動機づけを与える。」，「⑤

『技術系人材』が，特定の専門分野に偏るような採用は行わない。」，「⑥その他」の選択肢の中

から複数回答可で回答を求めた。選択肢①は人材が保有する知識を陳腐化させない手段という

視点，選択肢②から④は人材の移動可能性を高める手段という視点，選択肢⑤は企業内での異

動の必要性を最小限に抑える手段という視点で設定した。 

 さらに，「整理解雇」や「退職勧奨」を実施する場合，「①競合他社等への人材の流出」，「②

人材の再調達の困難さ」，「③知識や情報の流出」，「④社会からの批判」，「⑤法的リスク」，「⑥

他の従業員モチベーション低下」に対する懸念の大きさについて，事務系人材と技術系人材に

区分し，３・２・１・０の４段階のリッカート尺度による回答を求めた。①から③は，本論文

のキーワードである知識と市場に関連する項目として設定した。④から⑥は，一般的に懸念さ

れる項目として設定した。 

 

（５）流出リスクと人材引き留め策（リテンション策）について[外部労働市場との関係] 

 企業の人事担当者から，技術系人材には社外への流出に留意すべき人材と留意する必要がな

い人材がいるという意見が聞かれる。そこで，「社外へ流出しやすい人材」が持つ人的資源の特

徴を調査するための質問を設けた。「社外への流出しやすさに影響を与える要素」とは，すなわ

ち「外部労働市場における移動可能性に影響を与える要素」であることから，（３）の「内部労

働市場における移動可能性に影響を与える要素」との比較を可能にするため，（３）と同じ選択

肢を設定した。 
 また，流出リスクの高い人材に対する引き留め策（リテンション策）の中で機能していると

考えられるものとして「①成果に応じた報酬・報奨金」，「②終身雇用・安定した賃金」，「③社

内での地位・役職・権限の付与」，「④研究の環境，研究の自由度」，「⑤能力開発への支援」，「⑥

本人の希望する部署等への配置」，「⑦仕事と生活の調和の支援」，「⑧人間関係や組織風土の良

さ」，「⑨自社のネームバリューやステイタスの高さ」，「⑩契約等による拘束（競業避止・守秘
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義務など）」の１０項目を設定し，それぞれの項目について事務系人材と技術系人材に区分し，

３・２・１・０の４段階のリッカート尺度による回答を求めた。 
 

 



 

28 
 

第５章 実態調査の分析および考察 

 

5-1 分析および考察の方法 

 
 本章では，第４章の実態調査を「5-2 技術系人材の採用について」，「5-3  技術系人材の処遇

（専門職制度）」，「5-4 技術系人材の異動とその教育について」，「5-5 技術系人材の移動可能性

について（内部労働市場と外部労働市場の比較）」，「5-6 人材の流出に伴うリスクについて（事

務系人材と技術系人材の比較）」，「5-7 有効と考えるリテンション策について（事務系人材と技

術系人材の比較）」の６つの切り口から分析・考察した結果を示す。 

 

5-2 技術系人材の採用について 

 
 本節では，調査票「Ⅰ．採用について[人材の調達]」の【設問 1】～【設問 3】の集計結果を

分析し，技術系人材の採用について考察する。 

 
（１）分析 

 図表５－１(a)のクロス集計表によれば，ほとんどの企業で新卒を採用しており，毎年コン

スタントに，あるいは人数の増減はあっても，事務系人材と技術系人材のいずれの場合も，新

卒を採用していることが確認できた。カイ２乗検定により事務系人材と技術系人材の間で回答

の比率に差異が認められるかを検定した結果，図表５－１(b)のとおり，Pearson のカイ２乗の

値は 0.073（>有意水準 0.05）を示しており，この分析からは事務系人材と技術系人材の間に

有意差があるとは認められなかった。期待度数５未満のセルが２５％存在し，やや問題のある

データではあるが，少なくとも有意差があることが積極的に肯定できる結果ではない。ただし，

データ上の傾向としては「毎年コンスタントに新卒を採用」と「人数の増減はあるが毎年新卒

を採用」という回答は技術系人材のほうが多く，「新卒を採用する年度と新卒を採用しない年度

がある」と「新卒を採用しない」という回答は事務系人材のほうが多いという結果が得られた。 
図表５－２(a)のクロス集計表によれば，事務系人材と技術系人材のいずれの場合も，新卒採

用をより重視している企業が最も多く，次に新卒採用と中途採用を同じくらい重視している企

業が多かった。カイ２乗検定により事務系人材と技術系人材の間で回答の比率に差異が認めら

れるかを検定した結果，図表５－２(b)のとおり，Pearson のカイ２乗の値は 0.497（>有意水

準 0.05）を示し，事務系人材と技術系人材の間に有意差があるとは認められなかった。期待度

数５未満のセルが５０％存在し，やや問題のあるデータではあるが，少なくとも有意差がある

ことを積極的に肯定できる結果ではない。 
 図表５－３は，事務系人材（新卒），事務系人材（中途），技術系人材（新卒），技術系人材（中

途）のそれぞれの採用選考における評価項目（専門知識，思考力，管理能力，対人関係能力）

の中で何を重視するかという趣旨の設問に対する回答を集計したものである。図表５－３(a)
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は評価項目ごとに採用種別による差異を比較することを目的とした集計表で，図表５－３(b)
は採用種別ごとに評価項目による差異を比較することを目的とした集計表である。重要度に合

わせて３・２・１・０の４段階での回答を求めており，３・２・１・０のそれぞれの度数を表

示すると同時に，度数に３・２・１・０を乗じて重みづけした数値を合計したもの（重みづけ

度数）を併記した。採用種別ごとの比較では，事務系人材と技術系人材では明らかな違いが見

られ，事務系人材は新卒採用・中途採用ともに対人関係能力が最も重要視され，技術系人材は，

新卒採用では思考力，中途採用では専門知識が最も重要視される傾向がみられた。 
 

図表５－１ 新卒採用の状況について 

(a)クロス集計表 

 種別 差異 

（②－①） ①事務系人材 ②技術系人材 

採用方法 

毎年コンスタントに新卒を採用 21 27 +6 

人数の増減はあるが毎年新卒を採用 34 38 +4 

新卒を採用する年度と採用しない年度がある 12 4 -8 

新卒は採用しない 2 0 -2 

合計 69 69  

 
(b)カイ２乗検定 

 値 自由度 漸近有意確率 (両側) 

Pearson のカイ 2 乗 6.972a 3 .073 

尤度比 7.933 3 .047 

線型と線型による連関 4.850 1 .028 

有効なケースの数 138   

a. 2 セル (25.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 1.00 です。 

 
(c)調整済み残差 

 種別 

事務系人材 技術系人材 

採用方法 

毎年コンスタントに新卒を採用 -1.1 1.1 

人数の増減はあるが毎年新卒を採用 -.7 .7 

新卒を採用する年度と採用しない年度がある 2.1 -2.1 

新卒は採用しない 1.4 -1.4 
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図表５－２ 新卒採用と中途採用のバランスについて 

 

(a)クロス集計表 

 種別 差異 

（②－①） ①事務系人材 ②技術系人材 

分類 

新卒採用を重視 45 41 -4 

新卒採用と中途採用を同じくらい重視 20 25 +5 

中途採用を重視 4 2 -2 

その他 0 1 +1 

合計 69 69  

 

(b)カイ 2乗検定 

 値 自由度 漸近有意確率 (両側) 

Pearson のカイ 2 乗 2.380a 3 .497 

尤度比 2.780 3 .427 

線型と線型による連関 .024 1 .876 

有効なケースの数 138   
a. 4 セル (50.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は .49 です。 

 

(c)調整済み残差 

 種別 

事務系人材 技術系人材 

分類 

新卒採用を重視 .5 -.5 

新卒採用と中途採用を同じくらい重視 -1.0 1.0 

中途採用を重視 .8 -.8 

その他 1.0 -1.0 
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図表５－３ 採用種別と評価項目の重要度の関係について 

 

(a)評価項目ごとの比較 

（専門知識） 

 ３：非常に 
重要視する 

２：重要視す

る 
１：あまり 
重要視しない 

０：重要視し

ない  
重みづけ 

度数 

事務系人材（新卒） 0 16 39 13  71 

事務系人材（中途） 37 23 8 0  165 

技術系人材（新卒） 5 51 13 0  130 

技術系人材（中途） 59 9 0 0  195 

 
（思考力） 

 ３：非常に 
重要視する 

２：重要視す

る 
１：あまり 
重要視しない 

０：重要視し

ない  
重みづけ 

度数 

事務系人材（新卒） 25 39 4 0  157 

事務系人材（中途） 31 34 3 0  164 

技術系人材（新卒） 34 35 0 0  172 

技術系人材（中途） 37 31 0 0  173 

 
（管理能力） 

 ３：非常に 
重要視する 

２：重要視す

る 
１：あまり 
重要視しない 

０：重要視し

ない  
重みづけ 

度数 

事務系人材（新卒） 8 36 22 2  118 

事務系人材（中途） 22 41 5 0  153 

技術系人材（新卒） 8 34 25 2  117 

技術系人材（中途） 20 40 8 0  148 

 

（対人関係能力） 

 ３：非常に 
重要視する 

２：重要視す

る 
１：あまり 
重要視しない 

０：重要視し

ない  
重みづけ 

度数 

事務系人材（新卒） 50 18 0 0  186 

事務系人材（中途） 48 20 0 0  184 

技術系人材（新卒） 32 36 0 1  168 

技術系人材（中途） 32 34 2 0  166 

 （重みづけ度数）＝（３と回答した企業数）×３＋（２と回答した企業数）×２＋（１と回答した企業数）×１ 
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(b)採用種別ごとの比較 

 
（事務系人材／新卒） 

 ３：非常に 
重要視する 

２：重要視す

る 
１：あまり 
重要視しない 

０：重要視し

ない  
重みづけ 

度数 

専門知識 0 16 39 13  71 

思考力 25 39 4 0  157 

管理能力 8 36 22 2  118 

対人関係能力 50 18 0 0  186 

 
（事務系人材／中途） 

 ３：非常に 
重要視する 

２：重要視す

る 
１：あまり 
重要視しない 

０：重要視し

ない  
重みづけ 

度数 

専門知識 37 23 8 0  165 

思考力 31 34 3 0  164 

管理能力 22 41 5 0  153 

対人関係能力 48 20 0 0  184 

 
（技術系人材／新卒） 

 ３：非常に 
重要視する 

２：重要視す

る 
１：あまり 
重要視しない 

０：重要視し

ない  
重みづけ 

度数 

専門知識 5 51 13 0  130 

思考力 34 35 0 0  172 

管理能力 8 34 25 2  117 

対人関係能力 32 36 0 1  168 

 
（技術系人材／中途）） 

 ３：非常に 
重要視する 

２：重要視す

る 
１：あまり 
重要視しない 

０：重要視し

ない  
重みづけ 

度数 

専門知識 59 9 0 0  195 

思考力 37 31 0 0  173 

管理能力 20 40 8 0  148 

対人関係能力 32 34 2 0  166 

 （重みづけ度数）＝（３と回答した企業数）×３＋（２と回答した企業数）×２＋（１と回答した企業数）×１ 
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（２）考察 
本節で分析した質問群は，専門的な知識で組織に貢献するとされる技術系人材の採用選考の

特徴を事務系人材と比較して特徴を浮き上がらせることを目的として設定したものである。人

的資源管理の文献等で広く紹介されているLepak and Snell(1999)の人材アーキテクチャーで

は，保有する知識や技能に企業特殊性が低く汎用性が高い技術系人材は，必要に応じて市場価

格で市場から調達することが望ましいはずである。また，日本経営者団体連盟(1995)が提唱し

た「雇用ポートフォリオ論」においても研究開発に従事する人材は「高度専門能力活用型グル

ープ」に分類され，有期雇用契約による年俸制・業績給が相応しいとされている。しかしなが

ら，図表５－１および図表５－２の結果の限りでは，技術系人材であっても，新卒採用を重視

する傾向にあると認められ，事務系人材との間に有意差はない。むしろデータ上は，統計的に

有意と言えないまでも，技術系人材のほうが新卒採用を重視しているという傾向が見られた。

また，技術系人材の新卒採用では，事務系人材の新卒採用と比較すると，大学・大学院で身に

着けた専門知識を重要視するものの，専門知識以上に，思考力や対人関係能力といった能力

（potential)やパーソナリティを重視する傾向が見られ，事務系人材と同様に，長期的な視点で

内部育成していこうとする姿勢の企業が多いという可能性が認められる。採用選考において思

考力を評価することは困難であるが，所謂「学歴によるスクリーニング」で，とりわけ高度な

思考力を期待する研究開発に従事する人材の採用においては，指導教官などからの推薦により，

情報の非対称を緩和するという手法を取っていることが考えられる。他方，中途採用において

重要視する項目については，ゼネラリストとされることが多い事務系人材においては「対人関

係能力」を，スペシャリストとされることが多い技術系人材においては「専門知識」を重要視

する傾向は通説どおりである。しかしながら，実際に中途採用を重視している企業は少数であ

る。 
以上のことから，日本の大部分の企業においては，事務系人材だけではなく，技術系人材で

も，新卒の学生をターゲットとした長期的雇用を前提に雇用し内部育成するという傾向が見ら

れる。もちろんLepak and Snell (1999)の人材アーキテクチャーでも，内部育成すべき研究開

発従事者の存在は否定していないが，日本の大部分の企業は職務記述書が明確でないことが多

いという日本的な経営手法が，現在保有する知識よりも，職務を遂行する上で必要な知識を習

得する能力の有無が重要視されているという解釈にも一定の合理性がある。また，専門知識は，

たとえば「化学系」，「機械系」といったざっくりとしたとらえ方もあれば，「有機化学」，「無機

化学」，「流体力学」，「熱力学」，「構造力学」といった細かい分類でのとらえ方もあり，その重

要視の姿勢を明らかにするためには，より詳細な調査が必要である。 
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5-3 技術系人材の処遇（専門職制度）について 

 
 本節では，調査票「Ⅱ．人事制度について」の【設問 4】の集計結果を分析し，技術系人材

の処遇（専門職制度）について考察する。 

 

（１）分析 
 分析対象の 69 社のうち，「専門職制度」を導入している企業数は「20 社」である。 
図表５－３(a)は，「専門職制度の導入の有無」と「海外拠点設置の有無」の関係を分析した

ものであるが統計的な有意差は見られなかった。期待度数５未満のセルが５０％存在し，やや

問題のあるデータではあるが，少なくとも有意差があることが積極的に肯定できる結果ではな

い。図表５－３(b)は，「専門職制度の設置の有無」と「海外研究開発拠点設置の有無」の関係

を分析したものであるが統計的な有意差は見られなかった。図表５－３(c)は，「専門職の賃金

水準」と「外国人の雇用の有無」の関係を分析したものであるが統計的な有意差は見られなか

った。 
図表５－４(a)は，「専門職制度の導入の有無」と「海外拠点設置の有無」をクロス集計した

ものであるが，データ数が少なく統計学的な分析は困難であり，特筆すべき結果も得られなか

った。図表５－４(b)は，「専門職制度の導入の有無」と「海外研究開発拠点設置の有無」をク

ロス集計したものであるが，データ数が少なく統計学的な分析は困難であり，特筆すべき結果

も得られなかった。図表５－４(c)は，「専門職制度の導入の有無」と「外国人雇用の有無」を

クロス集計したものであるが，データ数が少なく統計学的な分析は困難であり，特筆すべき結

果も得られなかった。 
図表５－５(a)は，「専門職制度のタイプ」と「海外拠点設置の有無」をクロス集計したもの

であるが，データ数が少なく統計学的な分析は困難であり，特筆すべき結果も得られなかった。

図表５－５(b)は，「専門職制度のタイプ」と「海外研究開発拠点設置の有無」をクロス集計し

たものであるが，データ数が少なく統計学的な分析は困難であり，特筆すべき結果も得られな

かった。図表５－５(c)は，「専門職制度のタイプ」と「外国人雇用の有無」をクロス集計した

ものであるが，データ数が少なく統計学的に裏付けることはできないものの，数字上は外国人

雇用のある企業は「純化型」を採用する傾向が見られた。 
図表５－６は，専門職の対象となる年齢の下限を集計したものであるが，データ数が少なく

統計学的な分析は困難であり，特筆すべき結果も得られなかった。 
 
 
 
 
 
 



 

35 
 

図表５－３ 導入企業数について 

 
(a)海外拠点の有無との関係 

 

(a)-1クロス集計表 

 専門職制度 合計 

あり なし 

海外拠点 
あり 17 47 64 

なし 3 2 5 

合計 20 49 69 

  
(a)-2 カイ 2乗検定 

 
値 自由度 

漸近有意確率 

(両側) 

正確有意確率 

(両側) 

正確有意確率 

(片側) 

Pearson のカイ 2 乗 2.519a 1 .112   
連続修正b 1.157 1 .282   
尤度比 2.255 1 .133   
Fisher の直接法    .142 .142 

線型と線型による連関 2.483 1 .115   
有効なケースの数 69     
a. 2 セル (50.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 1.45 です。 

b. 2x2 表に対してのみ計算 

 
(b)海外研究開発拠点の有無との関係 

 

(b)-1 クロス集計表 

 専門職制度 合計 

あり なし 

海外研究開発拠点 
あり 5 15 20 

なし 15 34 49 

合計 20 49 69 

 
 

 



 

36 
 

(b)-2 カイ 2乗検定 

 
値 自由度 

漸近有意確率 

(両側) 

正確有意確率 

(両側) 

正確有意確率 

(片側) 

Pearson のカイ 2 乗 .217a 1 .641   
連続修正b .030 1 .862   
尤度比 .221 1 .638   
Fisher の直接法    .774 .438 

線型と線型による連関 .214 1 .644   
有効なケースの数 69     
a. 0 セル (0.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 5.80 です。 

b. 2x2 表に対してのみ計算 

 
(c)外国人の雇用の有無との関係 

 

(c)-1 クロス集計表 

 専門職制度 合計 

あり なし 

外国人の雇用 
あり 11 29 40 

なし 9 20 29 

合計 20 49 69 

 
(c)-2 カイ 2乗検定 

 値 自由度 漸近有意確率 

(両側) 

正確有意確率 

(両側) 

正確有意確率 

(片側) 

Pearson のカイ 2 乗 .102a 1 .749   
連続修正b .003 1 .960   
尤度比 .102 1 .750   
Fisher の直接法    .793 .477 

線型と線型による連関 .101 1 .751   
有効なケースの数 69     
a. 0 セル (0.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 8.41 です。 

b. 2x2 表に対してのみ計算 
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図表５－４ 専門職の賃金水準について 

 
(a)海外拠点の有無との関係（クロス集計表） 

 賃金水準 合計 

社内の賃金水準とのバランス 社内と外部の両方のバランス 

海外拠点 
あり 12 5 17 

なし 1 2 3 

合計 13 7 20 

 

(b)海外研究開発拠点の有無との関係（クロス集計表） 

 賃金水準 合計 

社内の賃金水準とのバランス 社内と外部の両方のバランス 

海外研究開発拠点 
あり 2 3 5 

なし 11 4 15 

合計 13 7 20 

 
(c)外国人の雇用の有無との関係（クロス集計表） 

 賃金水準 合計 

社内の賃金水準とのバランス 社内と外部の両方のバランス 

外国人の雇用 
あり 8 3 11 

なし 5 4 9 

合計 13 7 20 
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図表５－５ 専門職のタイプについて 

 
(a)海外拠点の有無との関係（クロス集計表） 

 専門職のタイプ 
合計 

全員型 純化型 ポスト対応型 特殊型 その他 

海外拠点 
あり 0 8 7 1 1 17 

なし 1 1 1 0 0 3 

合計 1 9 8 1 1 20 

 

(b)海外研究開発拠点の有無との関係（クロス集計表） 

 専門職のタイプ 
合計 

全員型 純化型 ポスト対応型 特殊型 その他 

海外研究開発拠点 
あり 0 4 1 0 0 5 

なし 1 5 7 1 1 15 

合計 1 1 9 8 1 1 

 
(c)外国人の雇用の有無との関係（クロス集計表） 

 専門職のタイプ 
合計 

全員型 純化型 ポスト対応型 特殊型 その他 

外国人の雇用 
あり 0 7 2 1 1 11 

なし 1 2 6 0 0 9 

合計 1 9 8 1 1 20 

 

 

図表５－６ 専門職の対象となる年齢の下限 

 

①  ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

合計 
30歳未満 

30歳以上

35歳未満 

35歳以上

40歳未満 

40歳以上

45歳未満 

45歳以上

50歳未満 

50歳以上

55歳未満 
55歳以上 

特定でき

ない 

3 3 6 6 1 1 0 0 20 

15.0% 15.0% 30.0% 30.0% 5.0% 5.0% 0.00% 0.00% 100.00% 
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（２）考察 
本節で設定した質問群は，海外拠点，とりわけ海外研究開発拠点を設置していたり，外国人

を雇用している企業ほど，グローバルな労働市場を意識した処遇を技術系人材に対して提示し

ている可能性が高いのではないか，という問題意識から設けたものである。 
まず，市場価格による人材調達や人材のリテンション策を図るための専門職制度の設置の有

無と，海外拠点，海外研究開発拠点，外国人の雇用の有無との関係を分析することを試みた。

しかしながら，統計学的に有意な差異が見られなかった。 
また，専門職制度を導入している企業の特徴をつかむことも試みたが，サンプルの中で専門

職制度を導入している企業数が少なかったため（２０社）有効なデータは得られなかった。そ

して，人的資源管理の文献等で広く紹介されている Lepak and Snell(1999)の人材アーキテク

チャーで主張する「市場価格で調達している状況」が観測されたとも言えない。ただし，サン

プル数が少なく，統計的な裏付けは乏しいものの，図表５－５のとおり，外国人の雇用がある

企業は，純化型の専門職制度を選択する傾向が見られ，外国人の雇用がない企業は，ポスト対

応型の専門職制度を選択する傾向が見られた。 
専門職制度を導入している企業の割合が小さいため，データで解析するためには，もっと多

くのサンプル数が必要である。しかしながら，専門職制度が本来の役割を果たしていないとい

う指摘もあり（福谷，2001 など），現実には，専門職制度自体が，さほど普及していないとも

考えられる。そこで，専門職制度の有無だけではなく，賃金体系や雇用形態などを詳細に調査

して実態を掴むことも必要であろう。 

 

5-4 技術系人材の異動とその教育について 

 
本節では，調査票「Ⅲ．異動について[企業内部での人材の活用]」の【設問 5】および「Ⅳ．

キャリアの転換について」の【設問 6】～【設問 10】の集計結果を分析し，技術系人材の異動

とその教育について考察する。 

（１）分析 
 図表５－７(a)のとおり，ほとんどの企業において技術系人材の「部門や職種を越えた人事異

動」が実施されている。しかも，図表５－７(b)のとおり，「保有する知識と関連する分野への

異動」だけではなく，「保有する知識と関連しない分野への異動」，「営業職への異動」，「事務職

への異動」も多くの企業で実施されていることも確認できた。また，図表５－７(c)のとおり，

異動に伴う教育を実施していない企業はわずかであるが，実施している教育のうち「ＯＪＴ」

や「自主学習」は，企業側の教育に対する関わり方にバラツキがあると考えられ，実態として

殆ど教育していないような場合もありえるだろう。したがって，確実に教育を実施していると

見なせるのは「Ｏｆｆ－ＪＴ」と回答した企業だけと見なすほうがよいかもしれない。それで

も，部門や職種を越えた人事異動を実施するにあたり，教育を実施している企業は決して少な

くない。 
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図表５－７ 部門や職種を越えた人事異動の実施の状況とその教育について 

 
(a)実施の有無 

部門や職種を越えた人事異動の 

実施の有無 
企業数 構成比 

あり 65 94.20% 

なし 4 5.80% 

合計 69 100.00% 

 
(b)異動のタイプと実施状況 

  

保有する知識と関連

する分野への異動 

保有する知識と関連 

しない分野への異動 
営業職への異動 事務職への異動 

上記を実施した 

企業数 
65 63 55 57 

上記を実施していな

い企業数 
0 2 10 8 

合計 65 65 65 65 

 

(c)異動のタイプ別の教育方法 

  

保有する知識と関連

する分野への異動 

保有する知識と関連 

しない分野への異動 
営業職への異動 事務職への異動 

上記を実施した 

企業数(総数) 
65 63 55 57 

■実施した教育内容 

Ｏｆｆ－ＪＴ 
28 

(43.1%) 

41 

(65.1%) 

29 

(52.7%) 

32 

(56.1%) 

ＯＪＴ 62 63 55 57 

自主学習 45 41 30 1 

その他の教育方法 1 1 0 1 

教育していない 1 0 1 1 

 
 
  図表５－８(a)によれば，種々の理由により多くの企業において技術系人材に対してキャリア

転換を促している実態がうかがえる。そして，図表５－８(b)のとおり，年齢の問題，事業部門

の縮小，保有する知識の陳腐化，個人的な問題などの後ろ向きの理由でキャリア転換を促す場

合，一定の年齢でキャリア転換を促すことを制度化している場合を除き，殆どの企業では人材

の「再教育＋配置転換」を選択肢に入れている。対象となる年齢層については，サンプル数が
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少なく，有効なデータが得られなかった。 
図表５－９(a)によれば，自社への貢献度が低くかつ配置転換が困難な人材の発生を防止する

策を講じている企業も少なくないことがわかる。その策として最も多かったのは，ジョブロー

テーションなどにより幅広い分野の知識や技術を習得する機会を提供することで，次いで，マ

ネジメントやマーケティングなど経営に関する知識を習得する機会を提供すること，そして，

継続的に最新の知識や技術を習得する機会を提供することと続いた。自身の市場価値や将来の

キャリアパスに関心を持たせるような動機づけを与えるという企業は少なかった。 

 
図表５－８ 技術系人材のキャリア転換について 

 
(a)企業側から技術系人材に促すキャリア転換について（キャリア転換促進のタイプと実績） 

  

一定年齢でキャリア

転換を促す制度 

事業部門の縮小や

撤退に伴う人事異動 

技術革新などに伴う

知識の陳腐化の 

影響による異動 

個人の能力や意欲

などの個人的な 

問題による異動 

上記を実施した企業

数 

5 

(7.2%) 

19 

(27.5%) 

5 

(7.2%) 

34 

(49.3%) 

上記を実施していな

い企業数 
64 50 64 35 

合計 69 69 69 69 

 
(b)キャリア転換の支援方法と対象となる年齢層 

  

一定年齢でキャリア

転換を促す制度 

事業部門の縮小や

撤退に伴う人事異動 

技術革新などに伴う

知識の陳腐化の 

影響による異動 

個人の能力や意欲

などの個人的な 

問題による異動 

上記を実施した企業

数(総数) 
5 19 5 34 

■キャリア転換の方法（複数回答可） 

再教育＋配置転換 
1 

(20.0%) 

16 

(84.2%) 

5 

(100.0%) 

34 

(100.0%) 

早期退職制度 3 5 2 4 

再就職支援 3 5 3 6 

退職勧奨 0 2 0 4 

整理解雇 0 0 0 0 

その他 0 1 0 0 

■対象となる年齢層（複数回答可） 

30 歳未満 0 0 0 3 

30 歳以上 35 歳未満 1 1 0 5 

35 歳以上 40 歳未満 0 1 0 2 

40 歳以上 45 歳未満 1 2 2 5 

45 歳以上 50 歳未満 1 2 1 3 

50 歳以上 55 歳未満 1 2 0 1 

55 歳以上 1 0 0 0 

特定できない 0 11 2 15 
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図表５－９ 配置転換困難な人材の発生の防止策 

 

(a)貢献度が低く配置転換が困難な「技術系人材」の発生の防止策への取り組みの有無 

防止策の実施の有無 企業数 構成比 

有 35 50.7% 

無 34 49.3% 

合計 69 100.00% 

 
(b)具体的な防止策 

内容（複数回答可） 
実施 

企業数 

実施企業総

数に対する

比率 

継続的に最新の知識や技術を習得する機会を提供する。 15 42.9% 

ジョブローテーションなどにより，幅広い分野の知識や技術を習得する機会を提供する。 29 82.9% 

マネジメントやマーケティングなど経営に関する知識を習得する機会を提供する。 17 48.6% 

自身の市場価値や将来のキャリアパスに関心を持たせるような動機づけを与える。 6 17.1% 

『技術系人材』が，特定の専門分野に偏るような採用は行わない。 9 25.7% 

防止策の実施企業総数 35 100.0% 

 
 

（２）考察 
図表５－７および図表５－８の分析により，保有する知識や技能に企業特殊性が低く汎用性

が高いとされる技術系人材であっても「内部労働市場」での活用を重視している日本企業の実

態が垣間見られる。しかも保有する知識と関連する分野だけではなく，関連の無い分野への異

動や，営業職や事務職への異動も実施されている。「技術営業」と言われる専門知識を生かした

営業職や技術系人材のマネジメントを担当する事務職なども存在するが，いずれも，もはや技

術系人材とは言い難いところがある。また図表５－９の結果によれば，「事業部門の縮小や撤退

に伴う人事異動」や「技術革新などに伴う知識の陳腐化の影響による異動」といった企業側の

都合によって異動を余儀なくされる場合だけではなく，「個人の能力や意欲などの個人的な問題

による異動」といった個人の問題による場合であっても，回答があった全ての企業で「再教育

＋配置転換」を選択肢に入れている。もちろん解雇法制が厳しい日本独特の雇用環境に因ると

ころもあるだろうが，「技術系人材の持つパーソナリティや思考力などを評価すること」，「外部

労働市場の人材よりも内部労働市場の人材のほうが情報の非対称の問題が小さいこと」，そして
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「技術系人材が保有する知識や技術が流出するリスクを懸念していること」が理由となってい

る可能性はある。この点については，更なる詳細の調査が必要であろう。図表５－９の分析に

おいて，約半数の企業で配置転換が困難な技術系人材が発生するのを防止する策を講じており，

長期雇用を前提に技術系人材を採用しているという姿勢が見られる。そして，自社への貢献度

が低くかつ配置転換が困難な人材の発生を防止する策として，いずれも技術系人材の知識の幅

を広げたり，ブラッシュアップするという趣旨のものが上位を占めた。これは各企業に共通す

る視点であると考えてよいだろう。 
以上のように，保有する知識や技能に企業特殊性が低く汎用性が高いとされることが多い技

術系人材でも，「必要に応じて労働市場から市場価格で調達する」といった Lepak and Snell 
(1999)の人材アーキテクチャーや日本経営者団体連盟(1995)が提唱した「雇用ポートフォリオ

論」の主張とは乖離しているという傾向が見られた。また，多くの企業において，技術系人材

を再教育し，異なる分野の技術系人材として，あるいは営業職や事務職として内部労働市場で

活用しようとしているという姿勢が窺える。その理由には，解雇規制の厳しい日本独特の雇用

環境に因るところもあるだろうが，技術系人材の持つ「能力」や「パーソナリティ」などを評

価する点で外部労働市場の人材よりも内部労働市場の人材のほうが情報の非対称の問題が小さ

く正確に評価しやすいことや，技術系人材が保有する知識や技術が流出するリスクを懸念して

いる可能性も十分に考えられる。ただし，Lepak and Snell (1999)の人材アーキテクチャーで

も，内部育成すべき研究開発従事者の存在は否定しておらず，技術系人材の中でも，職種や役

割を細分化して調査することにより，実態を更に浮彫りにする必要があるだろう。そして，多

角的に事業を展開する企業あるいは企業グループと単一事業の企業とに分けて調査を実施し比

較するという方法なども考えられよう。  
なお，キャリア転換の支援の対象となる年齢層については，サンプル数が少なく有効なデー

タが得られなかったが，「技術者の年齢限界 １」については，さほど関心が高くないということ

かもしれない。 

 
 
5-5 技術系人材の移転可能性について（内部労働市場と外部労働市場の比較） 

 
 本節では，調査票「Ⅲ．異動について[企業内部での人材の活用]」の【設問 5】<SQ1-(1)>（図

表 5-9(a)）と「Ⅴ．流出リスクと人材引き留め策（リテンション策）について[外部労働市場

との関係]」の【設問 12】（図表 5-9(b)）の集計結果を分析し，技術系人材の移転可能性に影響

を与える要素について，内部労働市場と外部労働市場を比較しながら考察する。 
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図表５－９ 技術系人材の移動可能性の高さに影響を与える要素を調査する質問 

※(a)・(b)とも選択肢は図表４－４に示すとおりである。 

 
(a)内部労働市場における移転可能性の高さに影響を与える要素を調査する質問 

【設問５】ＳＱ１－（１） 

部門や職種が変わっても活用しやすい『技術系人材』とはどのような人材ですか。以下に記載した

要素が『部門や職種を越えた活用のしやすさ』に，どれくらい影響するかを教えてください。「３：

大きく影響する」，「２：影響する」，「１：少し影響する」，「０：全く影響しない」として，各々の要

素の影響度の大きさをそれぞれについて選択し，該当する数字を○で囲んでください。 

 (b)外部労働市場における移転可能性の高さに影響を与える要素を調査する質問 

【設問１２】 

『技術系人材』の中で，社外への流出に留意すべき人材と留意する必要がない人材がいるという意見

が聞かれます。そこで，以下に記載した要素が「技術系人材の社外への流出のしやすさ」の増大に，

どれくらい影響するかを教えてください。「３：大きく影響する」，「２：影響する」，「１：少し影響

する」，「０：全く影響しない」として，各々の要素の影響度の大きさをそれぞれについて選択し，該

当する選択肢を○で囲んでください。 

 
（１）分析 
図表５－１０は観察された度数に重みづけをした集計で，図表５－１１は項目ごとに

「Mann-Whitney 検定」による有意差を検定した結果である。ただし，内部労働市場のサンプル

数が６５，外部労働市場のサンプル数が６９であることを調整するため，図表５－１０におい

て，内部労働市場の集計結果に６９／６５を乗じている。（小数点第１位未満四捨五入） 

「資格（学位を含む）を持つこと」は，外部労働市場の移転可能性への影響が内部労働市場

よりも大きいという結果が得られた。「応用範囲が広い知識を持つこと」は，外部労働市場の移

転可能性への影響よりも内部労働市場の移転可能性への影響が高いものの，両方とも高い度数

を示している。「自社の競争力に貢献する知識を持つこと」は，内部労働市場と外部労働市場の

の間で有意差はなく，両方で高い度数を示している。「業界等で標準化された規格等の知識を持

つこと（JIS 規格・IEEE 規格・標準設計図等）」は，外部労働市場における移転可能性に与え

る影響が内部労働市場における影響よりも有意に大きい。「組織規範・設計思想・自社規格の理

解」は，典型的な企業特殊的な知識であり，外部労働市場における移転可能性に与える影響よ

りも，内部労働市場における影響が有意に大きい。「社内外での人的ネットワークの大きさ」は，

内部労働市場が外部労働市場に比べて有意に小さいが，両方でかなり高い度数を示している。

「挑戦意欲の高さ」，「協調性の高さ」，「論理的思考力，発想力，洞察力の高さ」，「管理能力の

高さ」は，内部労働市場および外部労働市場の両方で高い度数を示しているが，内部労働市場

のほうが外部労働市場よりも影響が有意に大きいという結果が得られている。 
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図表５－１０ 度数に重みづけをした集計 

 
 順序尺度（影響の大きさ）を数値変数とみなして，観察された度数に重みづけをして集計し

た。具体的には， 
（重みづけ度数）＝（３の度数）×３＋（２の度数）×２＋（１の度数）×１＋（０の度数）×０ 
として集計した。 
 ただし，内部労働市場のサンプル数が６５，外部労働市場のサンプル数が６９であることを

調整するため，内部労働市場の集計結果に６９／６５を乗じている。（小数点第１位未満四捨五

入） 

  

観察された度数 重みづけ度数 

 
３ ２ １ ０ 

内部労働

市場（①） 

外部労働

市場（②） 

差異 

(② －①） 

資格（学位を含む）を持つこと 
内部 0 12 32 21 

59.4 82 +22.6 
外部 5 19 29 16 

応用範囲が広い知識を持つこ

と 
内部 28 27 8 2 

155.0 135 -20 
外部 19 31 16 3 

自社の競争力に貢献する知識

を持つこと 
内部 21 36 7 1 

150.7 150 -0.7 
外部 30 23 14 2 

業界等で標準化された規格等

の知識を持つこと（JIS規格・

IEEE規格，標準設計図等） 

内部 2 27 28 8 

93.4 114 +20.6 

外部 8 34 22 5 

組織規範・設計思想・自社規格

等の理解度 

内部 14 33 17 1 
132.7 97 -35.7 

外部 4 27 31 7 

社内外での人的ネットワーク

の大きさ 

内部 15 33 14 3 
132.7 151 +18.3 

外部 26 32 9 2 

挑戦意欲の高さ 
内部 40 23 1 1 

177.3 155 -22.3 
外部 28 30 11 0 

協調性の高さ 
内部 30 29 6 0 

163.5 114 -49.5 
外部 11 24 33 1 

論理的思考力，発想力，洞察力

の高さ 

内部 30 32 2 1 
165.6 132 -33.6 

外部 14 36 18 1 

管理能力の高さ 
内部 19 39 7 0 

150.7 133 -17.7 
外部 12 40 17 0 
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図表５－１１ 項目ごとの有意差の検定 

 

  

観察された度数 
「Mann-Whitney 検定」による有意差

の検定 

 
３ ２ １ ０ Ｚ 

漸近有意

確率 

検定 

※有意水準

0.05 で検定 

資格（学位を含む）を持つこと 
内部 0 12 32 21 

-2.199 .034 有意差あり 
外部 5 19 29 16 

応用範囲が広い知識を持つこ

と 
内部 28 27 8 2 

-2.129 .033 有意差あり 
外部 19 31 16 3 

自社の競争力に貢献する知識

を持つこと 
内部 21 36 7 1 

-.262 .793 ― 
外部 30 23 14 2 

業界等で標準化された規格等

の知識を持つこと（JIS規格・

IEEE規格，標準設計図等） 

内部 2 27 28 8 

-2.201 .028 有意差あり 

外部 8 34 22 5 

組織規範・設計思想・自社規格

等の理解度 

内部 14 33 17 1 
-3.746 .000 有意差あり 

外部 4 27 31 7 

社内外での人的ネットワーク

の大きさ 

内部 15 33 14 3 
-2.013 .044 有意差あり 

外部 26 32 9 2 

挑戦意欲の高さ 
内部 40 23 1 1 

-2.781 .005 有意差あり 
外部 28 30 11 0 

協調性の高さ 
内部 30 29 6 0 

-5.213 .000 有意差あり 
外部 11 24 33 1 

論理的思考力，発想力，洞察力

の高さ 

内部 30 32 2 1 
-4.015 .000 有意差あり 

外部 14 36 18 1 

管理能力の高さ 
内部 19 39 7 0 

-2.308 .021 有意差あり 
外部 12 40 17 0 

 
 
（２）考察 
 調査票の選択肢とした各要素の労働市場における性質は図表５－１２のとおりに特徴づける

ことができる。まず，すべての項目が内部労働市場で活用することができるだろう。そして，

典型的な企業特殊性の高い知識である「組織規範・設計思想・自社規格の理解」以外の９つの

要素が外部労働市場で活用することができるだろう。さらに，「資格（学位を含む）を持つこと」，
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「業界等で標準化された規格等の知識を持つこと（JIS 規格・IEEE 規格・標準設計図等）」，「社

内外での人的ネットワークの大きさ」は，情報の非対称を緩和したり，外部労働市場から評価

したりしやすい。「応用範囲が広い知識を持つこと」，「自社の競争力に貢献する知識を持つこと」，

「組織規範・設計思想・自社規格の理解」は，その知識の性質により外部労働市場から評価で

きる場合も評価できない場合もありえる。「挑戦意欲の高さ」，「協調性の高さ」，「論理的思考力，

発想力，洞察力の高さ」，「管理能力の高さ」は，一般的には情報の非対称性が高く，外部労働

市場から評価しにくいといえる。 
 

図表５－１２ 調査票の選択肢とした各要素の労働市場における性質 

 

 

労働市場における性質 
内部労働市場で

の活用可能性 

情報の非対称性

の低さ 

外部労働市場で

の活用可能性 

資格（学位を含む）を持つこと ＋ ＋ ＋ 
応用範囲が広い知識を持つこと ＋ ± ＋ 
自社の競争力に貢献する知識を持つこと ＋ ± ＋ 
業界等で標準化された規格等の知識を持つこ

と（JIS規格・IEEE規格，標準設計図等） 
＋ ＋ ＋ 

組織規範・設計思想・自社規格等の理解度 ＋ ± － 
社内外での人的ネットワークの大きさ ＋ ＋ ＋ 
挑戦意欲の高さ ＋ － ＋ 
協調性の高さ ＋ － ＋ 
論理的思考力，発想力，洞察力の高さ ＋ － ＋ 
管理能力の高さ ＋ － ＋ 

＋：移転可能性を高める －：移転可能性を低める ±：どちらともいえない 

 
それでは，図表５－１２の性質と関連づけながら，個別の要素ごとに考えてみたい。 
「資格（学位を含む）を持つこと」は，内部労働市場における移転可能性へ与える影響より

も外部労働市場における移転可能性へ与える影響が大きいという結果が得られた。これは，「資

格（学位を含む）を持つこと」が，外部市場において情報の非対称性を緩和するシグナルとし

て機能しているものと判断できる。内部労働市場では，職務を遂行するために「資格（学位を

含む）を持つこと」が必要な場合（いわゆる資格取得者による独占業務が存在する場合）を除

き，重要視されていないということかもしれない。また，企業外でも評価されやすい資格（学

位を含む）を持つ人材は，コスモポリタン（Gouldner，1957/1958)的な行動を取りやすいと

いうイメージを持ちやすいため，回答に心理的なバイアスがかかり，外部労働市場における移
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動可能性への影響（つまり流出リスク）を強く感じている可能性も考えられる。 
「応用範囲が広い知識を持つこと」は，情報の非対称が存在する場合があるにも拘わらず，

内部労働市場と外部労働市場の両方で移動可能性が高まるのは，幅広い部門や職種に配属させ

ることが可能なので，外部労働市場における移動可能性への影響（つまり流出リスク）を強く

感じていることが考えられる。それでも，内部労働市場における移動可能性のほうが高くなる

のは，企業内の人材マネジメントにおいて，応用範囲が広い知識を持つ人材が，人事異動の対

象になりやすいという実態があるからではないだろうか。 
「自社の競争力に貢献する知識を持つこと」は，内部労働市場と外部労働市場の間で有意差

はなく，両方で高い度数を示している。この要素は，情報の非対称が存在する可能性が想定さ

れ，両項目で外部労働市場よりも内部労働市場における移動可能性が高いという結果が得られ

てもおかしくない。しかし，「自社の競争力に貢献する知識を持つこと」は，競合他社にとって

も魅力的な人材で，他社からのヘッドハンティングの対象になりやすいというリスクに対する

人事担当者の判断が，情報の非対称という障害を打ち消していると考えるのが妥当であろう。 
「業界等で標準化された規格等の知識を持つこと（JIS 規格・IEEE 規格・標準設計図等）」

は，外部労働市場における移転可能性に与える影響が内部労働市場における影響よりも有意に

大きい。この要素は，内部労働市場と外部労働市場の両方で活用でき，情報の非対称を緩和す

るための手段も講じやすいが，この理由だけでは，外部労働市場のほうが移動可能性への影響

が大きいことは説明できない。企業外でも通用する業界等で標準化された規格等の知識（JIS
規格・IEEE 規格・標準設計図等）を持つ人材は，資格（学位を含む）を持つ人材と同様に，

コスモポリタン（Gouldner，1957/1958)的な行動を取りやすいというイメージを持つため，

人事担当者の回答に心理的なバイアスがかかっている可能性が考えられる。とりわけ，この要

素は，プロフェッショナル論などで主張される「準拠集団を専門家社会におく人材」につなが

りやすいものであるといえるかもしれない。 
「組織規範・設計思想・自社企画等の理解度」は，外部労働市場における移転可能性に与え

る影響よりも，内部労働市場における影響が有意に大きい。この要素が典型的な企業特殊的な

知識であることに因るということは言うまでもないだろう。 
「社内外での人的ネットワークの大きさ」は，内部労働市場における移転可能性へ与える影

響よりも外部労働市場における移転可能性へ与える影響が大きい。理論的には内部労働市場と

外部労働市場に差異はないはずであるが，このような人材が，コスモポリタン（Gouldner，
1957/1958)的な行動を取りやすいというイメージを持ちやすいため，人事担当者の回答に心理

的なバイアスがかかっている可能性が考えられる。 
「挑戦意欲の高さ」，「協調性の高さ」，「論理的思考力，発想力，洞察力の高さ」，「管理能力

の高さ」といった能力とパーソナリティに関する要素は，企業の内外で活用可能なので，総じ

て高い度数が観察されたが，内部労働市場における移転可能性へ与える影響が外部労働市場よ

りも大きいという傾向が見られた。これは，おそらく能力やパーソナリティに関する要素は，

外部からの評価が困難で情報の非対称性が高いと考えられていることが要因と考えられる。 
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 以上のように，技術系人材の保有する「知識」，「能力」，「パーソナリティ」が，人材の移転

可能性に影響を与えると考えられていること，そして，「知識」，「能力」，「パーソナリティ」の

特性によって，内部労働市場における移転可能性と外部労働市場における移転可能性に対して

プラスに働いたり，マイナスに働いたりすることがあると見なされる傾向にあることが確認で

きた。保有する能力やパーソナリティが優れている技術系人材は，そのポテンシャルが期待さ

れて異動対象となりやすいにも拘わらず，外部労働市場においては情報の非対称が高いので，

外部労働市場における移転可能性に与える影響は比較的小さいと見なされている。 
 
5-6 人材の流出に伴うリスクについて（事務系人材と技術系人材の比較） 

 
 本節では，調査票「Ⅳ．キャリアの転換について」の【設問 11】の集計結果を分析し，人材

の流出リスクについて，事務系人材と技術系人材を比較しながら考察する。 

 

（１）分析 
 図表５－１３および図表５－１４は，「整理解雇」や「退職勧奨」を実施する場合に懸念され

ることについて事務系人材と技術系人材の差異を分析するためのデータである。図表５－１３

は観察された度数に重みづけをした集計で，図表５－１４は項目ごとに「Mann-Whitney 検定」

による有意差を検定した結果である。 

 「競合他社等への人材の流出」，「人材の再調達の困難さ」，「知識や情報の流出」の３項目に

おいて，事務系人材よりも技術系人材のほうが高い度数を示し，「Mann-Whitney 検定」におい

ても有意差が認められた。「社会からの批判」，「法的リスク」，「他の従業員のモチベーション低

下」では，事務系人材と技術系人材の間で有意差は認められなかった。「他の従業員のモチベー

ション低下」は，事務系人材・技術系人材ともに比較的高めの度数を示した。 
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図表５－１３ 度数に重みづけをした集計 

  
順序尺度（影響の大きさ）を数値変数とみなして，観察された度数に重みづけをして集計し

た。具体的には， 
（重みづけ度数）＝（３の度数）×３＋（２の度数）×２＋（１の度数）×１＋（０の度数）×０ 
として集計した。 
【設問】 

「整理解雇」や「退職勧奨」を

実施する場合に懸念されるこ

と 

観察された度数 重みづけ度数 

 
３ ２ １ ０ 

①事務系

人材 

②技術系

人材 

差異 

(②－①） 

競合他社等への人材の流出 
事務系 13 18 30 7 

105 164 +59 
技術系 41 16 9 2 

人材の再調達の困難さ 
事務系 5 26 31 6 

98 135 +37 
技術系 23 26 14 4 

知識や情報の流出 
事務系 14 28 22 4 

120 170 +50 
技術系 40 23 4 1 

社会からの批判 
事務系 16 20 26 6 

114 114 ±0 
技術系 16 19 28 5 

法的リスク 
事務系 18 29 17 4 

129 133 +4 
技術系 19 29 18 2 

他の従業員のモチベーション低下 
事務系 28 30 9 1 

153 155 +2 
技術系 28 31 9 0 
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図表５－１４ 項目ごとの有意差の検定 

 

【設問】 

「整理解雇」や「退職勧奨」を

実施する場合に懸念されるこ

と 

観察された度数 
「Mann-Whitney 検定」による有意差

の検定 

 
３ ２ １ ０ Ｚ 

漸近有意

確率 

検定 
※有意水準

0.05 で検定 

競合他社等への人材の流出 
事務系 13 18 30 7 

-5.284 .000 有意差あり 
技術系 41 16 9 2 

人材の再調達の困難さ 
事務系 5 26 31 6 

-3.911 .000 有意差あり 
技術系 23 26 14 4 

知識や情報の流出 
事務系 14 28 22 4 

-5.157 .000 有意差あり 
技術系 40 23 4 1 

社会からの批判 
事務系 16 20 26 6 

-.032 .974  
技術系 16 19 28 5 

法的リスク 
事務系 18 29 17 4 

-.312 .755  
技術系 19 29 18 2 

他の従業員のモチベーション低下 
事務系 28 30 9 1 

-.117 .907  
技術系 28 31 9 0 

 
（２）考察 
「競合他社等への人材の流出」と「知識や情報の流出」の２項目については，事務系人材よ

りも技術系人材のほうが高い度数を示した。これは技術系人材が保有する知識や技術に企業特

殊性が低くとも企業の競争優位の源泉を支えていることがあり，しかも企業の壁を越えて活用

できる汎用的なものであるからこそ，流出に対するリスクを強く感じる傾向にあると考えてよ

いだろう。すなわち「人材」という媒体を介して「知識」が競合他社等の手に渡ることを懸念

していることを意味している。技術系人材が保有する知識が競合他社に利用され，相対的に自

社の競争力が下がることを懸念するのは当然である。 
「人材の再調達の困難さ」についても事務系人材よりも技術系人材のほうが高い度数を示し

ているが，保有する知識や技術の汎用性が高い技術系人材は，外部労働市場から必要なときに

調達できるという考え方にそぐわない。つまり，Lepak and Snell (1999)の人材アーキテクチ

ャーや日本経営者団体連盟(1995)が提唱した「雇用ポートフォリオ論」では，必要なときに必

要な人材を調達できるという前提に立っている点で，技術系人材に適用するのは現実的ではな

いことを意味している。「整理解雇」や「退職勧奨」は，本人の能力不足，マーケットの縮小に

伴う減産，コスト削減などが理由で実施されることが多いが，欠員を補充したり，将来，何ら

かの事情により増産の必要が生じたり，技術者の保有する技術が必要になるなどの可能性を想

定した場合に，技術系人材は事務系人材に比べて，同じ知識やスキルを保有する人材を外部労
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働市場から必要に応じて自由に調達することが困難になることを懸念していると考えられる。

これは，技術系人材が保有する知識の専門分野ごとに細分化された労働市場の需給環境などの

影響を受けやすく外部労働市場からの調達が困難になる場合があることや，高い知識やスキル

であればあるほど，技術系人材の教育に時間とコストがかかるために，短期間での内部育成に

は限界があることを懸念している可能性を示唆している。 
「社会からの批判」，「法的リスク」，「他の従業員のモチベーション低下」といった「知識」

と関連が薄い項目は，事務系人材と技術系人材の結果に差がないことは妥当な結果である。 
 Lepak and Snell (1999)の人材アーキテクチャーや日本経営者団体連盟(1995)が提唱した

「雇用ポートフォリオ論」の根底には「保有する知識や技能に企業特殊性が低く汎用性が高い

人材は，必要に応じて労働市場から市場価格で調達する。逆に，不要となった場合は契約を解

除する。」といった考え方があるが，たとえ社内で不要な人材を「整理解雇」や「退職勧奨」す

る場合であっても，技術系人材の場合には「競合他社への人材の流出」や「知識や情報の流出」

というリスクを懸念していると考えられる。とりわけ戦後の日本を支えてきた製造業の中で，

トヨタ自動車を代表とする「統合型ものづくりシステム(藤本，2004)」を採用している企業で

は，技術系人材が自らの職務の範囲を越えた知識や情報を共有しているため，分業化が進んだ

米国企業などと比べると，人材の流出や知識や情報の流出に対する懸念が大きいことは想像に

難くない。しかも，日本では，就業規則等に定められた退職後の競業避止義務が，憲法に掲げ

る職業選択の自由を侵害するとされ，裁判で肯定されることは稀である(北海道大学労働判例研

究会，2006)ことも日本独特の理由の一つであろう。また，「人材の再調達の困難さ」という点

でもリスクを感じていることは，Lepak and Snell (1999)の人材アーキテクチャーや日本経営

者団体連盟(1995)の「雇用ポートフォリオ論」が前提としている「調達したいときに自由に人

材を調達できる」という仮定が現実的ではないことを示している。そして，「人材の再調達の困

難さ」が労働市場の環境に起因するものであれば，「労働市場の環境」を Campbell, Coff, and 
Kryscynski（2012）が指摘する「Supply-Side Constraint（労働の供給側の制約）」の一つと

見なすこともできるであろう。 

 

5-7 有効と考えるリテンション策について（事務系人材と技術系人材の比較） 

 
 本節では，調査票「Ⅴ．流出リスクと人材引き留め策（リテンション策）について[外部労働

市場との関係]」の【設問 13】の集計結果を分析し，考察する。 
 
（１）分析 
 図表５－１５および図表５－１６は，流出リスクの高い人材に対するリテンション策の中で

機能していると考えるものを「事務系人材」と「技術系人材」を比較しながら，各々について

上位３つ以内を選択してもらった結果を分析したものである。 
まず，図表５－１５(a)のとおり，事務系人材・技術系人材ともに，最も高い度数を示したの
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は「人間関係や組織風土の良さ」であり，２番目に高い度数を示したのは「終身雇用・安定し

た賃金」である。日本企業では，成果に応じた報酬・報奨金が，必ずしも最も重要なリテンシ

ョン策と見なしていないことがうかがえる。 
 次に，図表５－１５(b)のとおり，事務系人材の分布と技術系人材の分布についてカイ 2 乗検

定を行った結果，有意差が認められた。図表５－１５(c)のとおり，調整済み残差から，とりわ

け「研究の環境，研究の自由度」に大きな差異がみられた。また，「社内での地位・役職・権限

の付与」，「仕事と生活の調和の支援」，「人間関係や風土の良さ」が，事務系人材が技術系人材

よりもやや高い度数を示し，「本人の希望する部署への移動」，「契約等による拘束（競業避止・

守秘義務など）」が，技術系人材が事務系人材よりもやや高い度数を示したが，カイ 2 乗検定

の有意差の要因とまでは断定できない。 
 図表５－１６では，技術系人材に対するリテンション策について，研究開発部門に外国人の

雇用がある企業と雇用が無い企業との比較を試みた。しかしながら，サンプル数が少なく，統

計的な有意差は得られなかった。外国人の雇用がある企業では「成果に応じた報酬・報奨金」

の比率が高まり，外国人の雇用がない企業では「社内での地位・役職・権限の付与」が高まる

傾向が見られたが，統計的な裏付けは乏しい。 
 

図表５－１５ 技術系人材と事務系人材の比較 

 

(a)クロス集計表 

 種別 差異 

（②－①） ①事務系人材 ② 技術系人材 

項目 

成果に応じた報酬・報奨金 23 25 +2 

終身雇用・安定した賃金 33 30 -3 

社内での地位・役職・権限の付与 29 21 -8 

研究の環境，研究の自由度 2 27 +25 

能力開発への支援 12 15 +3 

本人の希望する部署等への配置 12 18 +6 

仕事と生活の調和の支援 16 10 -6 

人間関係や組織風土の良さ 53 41 -12 

自社のネームバリューやステイタスの高さ 6 6 ±0 

契約等による拘束（競業避止・守秘義務など） 1 3 +2 

合計 187 196  
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(b)カイ 2乗検定 

 値 自由度 漸近有意確率 (両側) 

Pearson のカイ 2 乗 28.312a 9 .001 

尤度比 32.469 9 .000 

線型と線型による連関 .515 1 .473 

有効なケースの数 383   
a. 2 セル (10.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は 1.95 です。 

(c)調整済み残差 

 種別 

事務系人材 技術系人材 

項目 

成果に応じた報酬・報奨金 -.1 .1 

終身雇用・安定した賃金 .6 -.6 

社内での地位・役職・権限の付与 1.4 -1.4 

研究の環境，研究の自由度 -4.7 4.7 

能力開発への支援 -.5 .5 

本人の希望する部署等への配置 -1.0 1.0 

仕事と生活の調和の支援 1.3 -1.3 

人間関係や組織風土の良さ 1.7 -1.7 

自社のネームバリューやステイタスの高さ .1 -.1 

契約等による拘束（競業避止・守秘義務など） -1.0 1.0 
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図表５－１６ 外国人雇用の有無による差異（技術系人材について） 

 
(a)クロス集計表 

 種別 

外国人雇用あり 外国人雇用なし 

項目 

成果に応じた報酬・報奨金 10 15 

終身雇用・安定した賃金 11 19 

社内での地位・役職・権限の付与 4 17 

研究の環境，研究の自由度 9 18 

能力開発への支援 3 12 

本人の希望する部署等への配置 4 12 

仕事と生活の調和の支援 2 8 

人間関係や組織風土の良さ 14 27 

自社のネームバリューやステイタスの高さ 1 5 

契約等による拘束（競業避止・守秘義務など） 0 3 

合計 58 136 

(b)カイ 2乗検定 

 値 自由度 漸近有意確率 (両側) 

Pearson のカイ 2 乗 6.690a 9 .669 

尤度比 7.708 9 .564 

線型と線型による連関 1.103 1 .294 

有効なケースの数 194   
a. 7 セル (35.0%) は期待度数が 5 未満です。最小期待度数は .90 です。 

‘ 
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(c)調整済み残差 

 種別 

外国人雇用あり 外国人雇用なし 

項目 

成果に応じた報酬・報奨金 1.2 -1.2 

終身雇用・安定した賃金 .9 -.9 

社内での地位・役職・権限の付与 -1.2 1.2 

研究の環境，研究の自由度 .4 -.4 

能力開発への支援 -.9 .9 

本人の希望する部署等への配置 -.4 .4 

仕事と生活の調和の支援 -.7 .7 

人間関係や組織風土の良さ .7 -.7 

自社のネームバリューやステイタスの高さ -.7 .7 

契約等による拘束（競業避止・守秘義務など） -1.1 1.1 

 
（２）考察 
保有する知識や技能に企業特殊性が低く汎用性が高いとされる技術系人材は，専門性を生か

して貢献するという意味でプロフェッショナルとして位置付けられることもある。このプロフ

ェショナルは専門知識へのコミットメントが強く集団への｢所属｣と｢準拠｣が異なるコスモポリ

タン（Gouldner，1957/1958)的な行動を取りやすいという主張もある。しかしながら，技術

系人材に対する有効なリテンション策として，最も高い度数を示したのは「人間関係や組織風

土の良さ」であり，２番目に高い度数を示したのは「終身雇用・安定した賃金」であり，事務

系人材と同じ傾向が見られた。つまり，日本の企業では，そもそもコスモポリタン（Gouldner，
1957/1958)的行動を取る技術系人材は多くないと考える傾向にある可能性がある。外国人を雇

用する企業と外国人を雇用しない企業の比較も試み，外国人の雇用がある企業では「成果に応

じた報酬・報奨金」が，外国人の雇用がない企業よりも少し高まるという結果も得られ，予想

される傾向が現れたが，サンプル数が乏しく，統計的な裏付けは乏しい。 
 
5-8 小括 

 
 実態調査の分析および考察により導き出されたことは以下のとおりである。 
 
（１） 技術系人材の「採用」について 

Lepak and Snell (1999)の人材アーキテクチャーや日本経営者団体連盟(1995)が提

唱した「雇用ポートフォリオ論」では，保有する知識や技能に企業特殊性が低く汎用
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性が高いとされる技術系人材（とりわけ研究開発に従事する人材）は，市場から市場

価格で調達することが望ましいとされるが，現実には，新卒採用を重視する傾向にあ

る。しかも採用時の評価項目は，専門知識よりも思考力を重視する傾向にあり，潜在

能力のある人材を採用して内部育成しようとする姿勢が垣間見られる。 
（２） 技術系人材の異動とその再教育について 

 「事業部門の縮小や撤退に伴う人事異動」や「技術革新などに伴う知識の陳腐化の

影響による異動」といった企業側の都合によって異動を余儀なくされる場合だけでは

なく，「個人の能力や意欲などの個人的な問題による異動」といった個人の問題による

場合であっても，企業では「再教育＋配置転換」を選択肢に入れている。もちろん解

雇規制の厳しい日本独特の雇用環境に因るところもあるだろうが，「技術系人材の持つ

潜在的な能力やパーソナリティを重視して評価すること」，「外部労働市場の人材より

も内部労働市場の人材のほうが情報の非対称の問題が小さいこと」，「技術系人材が保

有する知識や技術が流出するリスクを懸念していること」が理由となっている可能性

が考えられる。 
（３） 技術系人材の流出に伴うリスクについて 

Lepak and Snell (1999)の人材アーキテクチャーや日本経営者団体連盟(1995)が提

唱した「雇用ポートフォリオ論」の根底には「保有する知識や技能に企業特殊性が低

く汎用性が高い人材は，必要に応じて労働市場から市場価格で調達する。逆に，不要

となった場合は契約を解除する。」といった考え方があるが，現実的には，たとえ社内

で不要な人材を「整理解雇」や「退職勧奨」する場合であっても，技術系人材の場合

には「競合他社への人材の流出」や「知識や情報の流出」というリスクを懸案してい

ると考えられる。また，「人材の再調達の困難さ」という点でもリスクを感じているこ

とは，Lepak and Snell (1999)の人材アーキテクチャーや日本経営者団体連盟(1995)の
「雇用ポートフォリオ論」における「調達したいときに自由に人材を調達できる」と

いう仮定が現実的ではないことを示している。また，「人材の再調達の困難さ」が労働

市場の環境に起因するものであれば，「労働市場の環境」を Campbell, Coff, and 
Kryscynski（2012）が指摘する「Supply-Side Constraint（労働の供給側の制約）」の

一つと見なすこともできると考えられる。 
（４） 技術系人材に有効と考えるリテンション策について 

保有する知識や技能に企業特殊性が低く汎用性が高いとされる技術系人材は，専門

性を生かして貢献するという意味でプロフェッショナルとして位置付けられることも

あるが，このプロフェショナルは専門知識へのコミットメントが強く集団への｢所属｣

と｢準拠｣が異なるコスモポリタン（Gouldner，1957/1958)的な行動をを取りやすいと

いう主張もある。しかしながら，技術系人材に対する有効なリテンション策として，

最も高い度数を示したのは「人間関係や組織風土の良さ」であり，２番目に高い度数

を示したのは「終身雇用・安定した賃金」であり，事務系人材と同じ傾向が見られた。
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つまり，専門性を生かして貢献する技術系人材が，すなわちコスモポリタン（Gouldner，
1957/1958)的な行動を取る人材であるとは考えていないという傾向が観察できた。 
 

また，技術系人材の移転可能性に関して，古典的な人的資本論（Becker,1975）で指摘され

る保有する知識が汎用的か企業特殊的であるかという問題の影響のほか，Campbell, Coff, and 
Kryscynski（2012）が指摘する「Supply-Side Constraint（労働の供給側の制約）」の一つで

ある情報の非対称性の影響があることも観察できた。具体的には，「資格（学位を含む）を持つ

こと」，「応用範囲が広い知識を持つこと」「自社の競争力に貢献する知識を持つこと」，「業界等

で標準化された規格等の知識を持つこと（JIS 規格・IEEE 規格，標準設計図等）」，「組織規範・

設計思想・自社規格等の理解度」，「社内外での人的ネットワークの大きさ」といった知識に関

する要素は，「知識が汎用的か？企業特殊的か？」と「情報の非対称性の大きさ」という条件が

影響して，内部労働市場における移転可能性と外部労働市場における移転可能性への影響が定

まる傾向が観察された。また，「挑戦意欲の高さ」，「協調性の高さ」，「論理的思考力，発想力，

洞察力の高さ」，「管理能力の高さ」といった能力とパーソナリティに関する要素は，企業の内

外で活用可能なので，総じて高い度数が観察されたが，内部労働市場における移転可能性へ与

える影響が外部労働市場よりも大きいという傾向が見られた。これは，おそらく外部労働市場

においては情報の非対称性が高いと考えられていることが要因であろう。 
技術系人材の「処遇」に関しては見るべき成果が得られなかった。具体的には，技術系人材

（とりわけ研究開発に従事する人材）が，Lepak and Snell (1999)の人材アーキテクチャーや

日本経営者団体連盟(1995)が提唱した「雇用ポートフォリオ論」で主張されているように，市

場から市場価格で調達していることを確認するために，「専門職制度」に関する質問を設けたが，

「専門職制度」を実施している企業が少数でサンプル数が少ないため，有効なデータは得られ

なかった。 
 
 以上のように，実態調査では，技術系人材の採用，異動，移転可能性，流出リスク，リテン

ション策については，既存の理論では説明できず，本論文の指摘が正しいという可能性が高ま

った。本調査では，とりわけ「人材の移動可能性」や「流出リスク」に関する人事担当者の意

識を調査したため，技術系人材が実際に移動した状況を調査したデータには表れない，企業の

人事担当者が感じている潜在的な流出リスクに対する意識が浮き彫りになった点で価値がある

といえる。 
 
                                                   
１ 日本生産性本部(1988)では，花王株式会社では，『研究職 40歳定年説』が存在していることが紹

介されている。また，Pelz and Andrews (1966)は，年齢別にみた研究者の業績曲線を描き，30歳

代の後期から 40歳代前期にピークを迎える鞍型を描くことを示すと同時に，50歳代後半から再び

上昇カーブを描くことから，鞍型を描くことが，加齢による能力低下だけが原因ではないことを指

摘している。 
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第６章 おわりに 

 
6-1 本研究から導き出される仮説 

 

（１）技術系人材の人的資本(Human Capital)の構造とその特性 

 本論文では，Lepak and Snell（1999）の人材アーキテクチャーや Campbell, Coff, and 
Kryscynski（2012）のモデルが，日本企業の技術系人材のマネジメントに適用が困難であるこ

とを述べ，調査を通じて，日本企業の技術系人材のマネジメントに適用されていない可能性が

高いこと，そして日本企業の人事担当者の意識に必ずしもそぐわないことを確認してきた。こ

れを「日本企業の特殊性」や「技術系人材の特殊性」の問題として片付けてしまってもよいも

のであろうか。数多くの日本企業がグローバル化を進める中，普遍性のある原理に基づいた理

論を展開することを目指すべきではないだろうか。そのためには，現実に起こっている事象か

ら推理しながら理論を導く帰納法的なアプローチと並行して，一般的な原理を積み上げながら

理論を導く演繹法的なアプローチの両面からの考察を重ねていくべきであると考える。そこで，

まず，技術系人材のマネジメントにおける実用的なスキームの構築を目指すための基盤として，

組織の最小構成単位である個々の人的資本の特性を整理したい。本論文で指摘してきたことを

踏まえ，技術系人材の人的資本(Human Capital)の構造と特性を整理し，その知識・能力・パー

ソナリティと労働市場とを関連づけながら図表６－１にまとめてみた。ここで，「知識」・「能

力」・「パーソナリティ」は第３章 3-１で定義したとおりである。 

 まず，「知識」は，「組織非依存的」な知識と「組織依存的」な知識に分類することができる。

これは，古典的な人的資本論でいう「汎用的」・「企業特殊的」に相当し，「組織非依存的（汎用

的）」な知識は，内部労働市場でも外部労働市場でも価値があり，「組織依存的（企業特殊的）」

な知識は，内部労働市場では価値があるが外部労働市場では価値がない。もう一つの切り口と

して「知識」を「属人的（暗黙知的）」な知識と「非属人的（形式知的）」な知識に分類するこ

とができる。本論文で定義する「知識」は，学習によって高めたり，人から人に移転すること

が可能であるものと定義しているが，「属人的（暗黙知的）」な知識は，「非属人的（形式知的）」

な知識に変換（Nonaka and Takeuchi，1995)するという過程を経て学習や人から人へ移転が可

能になるという関係にある。人材が保有している知識が「属人的（暗黙知的）」である場合には，

外部労働市場から客観的に評価することは難しく，現実には，情報の非対称を緩和するために，

過去の実績や成果などをシグナルとして評価するという方法が取られることが多い。たとえば，

iPS細胞の培養の熟練研究者の保有する知識 1が「属人的（暗黙知的）」であれば，その実績を

シグナルとして評価するしかない。他方，人材が保有している知識が「非属人的（形式知的）」

である場合には，外部労働市場から客観的に評価するために筆記試験・面接試験などの方法を

取ることができる。もちろん筆記試験・面接試験は万能ではないが，「属人的（暗黙知的）」な

知識に比べると，情報の非対称を緩和する手段を講じやすい。たとえば，先に挙げたiPS細胞の

培養の熟練研究者の例であれば，保有する知識が「非属人的（形式知的）」なものに変換されて
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いれば，試験や面接などを通じて知識の保有の有無を評価できる可能性がある。そして，「知識」

と「市場」との関係性にも配慮していく必要がある。技術系人材は，専門分野ごとに知識を保

有する人材の労働市場が細分化され，それぞれの市場の影響を受けやすい。応用範囲の広い技

術分野であれば，労働市場が大きく取引主体の総量が十分に大きいため，流動性の制約や需給

環境の影響を受ける可能性は低いが，応用範囲の狭い技術分野であればあるほど労働市場が小

さく取引主体も少数となり，市場の流動性の制約や需給環境の影響を受けやすい。たとえば，

成長する新規事業分野では，その技術分野の人材を増やしたいが，こうした分野は労働市場が

まだ小さい上に業界全体が成長しているため，その技術分野の人材の労働市場の需給が逼迫し

やすく，外部労働市場からの人材の調達が困難となる。他方，衰退する事業分野では，自社内

（内部労働市場）でも人材が余剰となりやすく，かつ外部労働市場でも人材が余剰気味になる

ため，その人材の処遇に苦慮することになる。同一の労働市場の中においても，経営戦略が異

なっていたり，競争戦略上のポジションが異なる企業であれば，同一の知識の価値が企業ごと

に異なることもある。たとえば，日本企業の中で撤退方針の事業分野で余剰気味の技術系人材

が，開発途上国の企業で高く評価されることもありえる。また，企業の経営戦略の変更の影響

を受けて，企業内での価値が変化することもある。 

 次に，「能力」と「パーソナリティ」は，汎用性が高いため，内部労働市場においても外部労

働市場においても価値はあるが，情報の非対称が生じやすいため，第５章 5-5の結果のように，

外部労働市場では正しい評価を受けにくい。潜在的な「能力」や「パーソナリティ」は，人材

自らも，その価値に気づいていないという事態も起こりうる。人材採用の実務上は，適性検査

や性格検査を使用して客観的に評価することを図っているが，求める「能力」や「パーソナリ

ティ」が高ければ高いほど，あるいは特殊であればあるほど，有効性は限定されていくと言わ

ざるを得ない。日本企業においては，古くから，情報の非対称を補完するために学歴によるス

クリーニングが行われたり（橘木・松浦,2009），レベルの高い能力やパーソナリティを要する

中核的な研究開発者の予備軍となる人材に関しては，有名大学の指導教員から紹介された人材

を採用している(伊藤，1993)。化学メーカーＳＫ社の人事担当者(インタビュー当時)からは，

「基礎研究に従事する研究者は，入社時，有名大学の指導教員からの情報を基に暗黙の選抜が

行われ，安定した雇用環境と成果へのインセンティブを両立させる労働条件を暗黙の了解で与

えているように思える。」という話も聞かれた 2。そして，「能力」や「パーソナリティ」の中

には，人材が先天的に保有しているもので，後天的に経験や教育を通じて高めることができな

いものもあるが（いわゆる才能），長い期間にわたる経験や学習を通じて高めていくことができ

るものもある 3。ただし，いかなる場合であっても「能力」や「パーソナリティ」は人材から

人材へ移転することはできない。たとえば，「論理的思考法」は，ノウハウであり「知識」であ

るため人材から人材に移転することは可能であるが，「論理的思考力」は「能力」であり，人材

から人材へ移転することはできない。「論理的思考法」という「知識」を学んだからといって「論

理的思考力」という「能力」が高まるわけではなく，「論理的思考力」を高めるには相当な長い

時間を要し，しかも必ずしも「論理的思考力」が高まるとも限らない。人材が他の企業に流出
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した場合，人材の保有する「知識」は，人から人へ移転することができるので企業外に急速に

拡散する可能性はあるが，「能力」や「パーソナリティ」は，人から人へ移転することができな

いので，企業外に流出することはあっても，急速に拡散する可能性は低い。さらに，「能力」や

「パーソナリティ」は，「知識」を身に付けるための土台となるため，優れた「能力」や「パー

ソナリティ」を保有する人材は，高度な「知識」を習得することができたり，短い学習期間で

「知識」を習得することができる。また，「知識」を習得するという過程の中で「能力」や「パ

ーソナリティ」が育成されていくこともある。したがって，高度な「知識」を身に付けていた

り，多くの「知識」を身に付けていることは，優れた「能力」や「パーソナリティ」を保有し

ていることの有力なシグナルとなりうる。つまり，「能力」や「パーソナリティ」を外部労働市

場から直接評価することは困難であるが，高度な「知識」を保有する人材が，優れた「能力」

や「パーソナリティ」を保有していることを推定することができる。このことは新卒採用にお

ける学歴によるスクリーニングの根拠でもある。そして，優れた「能力」や「パーソナリティ」

を保有する人材は，保有する知識と関連のない分野へ異動しても，新しい分野での必要な知識

の習得が早いことが期待できるので，将来の有望市場として戦略的に位置付けている新規事業

に配置されることも多いであろうことは想像に難くない。 

 

 人的資本の構成要素を本論文における「知識」・「能力」・「パーソナリティ」で定義し，図表

６－１を使うと，従来の通説を次のように表現することができる。 

 

① 職務記述書（Job Description）が明確な労働市場では，業務を遂行するために必要な「知

識」を保有していることが評価されやすい。他方，職務記述書（Job Description）が明確

ではない日本のような労働市場では，「能力」と「パーソナリティ」の評価によって採用の

可否を決定する傾向にある 4。 

② 日本企業では，企業内の人材マネジメントにおいても「能力」と「パーソナリティ」を重

視しており，事業の再編を迫られたときなどは，従来の専門分野の「知識」を使えなくと

も，人材の「能力」と「パーソナリティ」を活かすために，再教育を施し，内部労働市場

で活用していることも多い。 

③ 小池（1994）によれば，創造的な研究は一般に成功確率が低いため，成果主義的な労働条

件を提示すると，よほどのリスク選好型の研究者でないかぎり，創造的な研究に挺身する

研究者は現れないという。しかも，創造的な研究であればあるほど，研究者の「能力」や

研究への取り組み姿勢（本論文の定義による「パーソナリティ」に相当する）とその「成

果」が必ずしもリンクされるとは限らないので，モニタリングや評価が困難である，とし

ている。そこで，創造的な研究を担う人材は，「情報の非対称」が生じやすい「能力」と「パ

ーソナリティ」を企業内で正しく評価して処遇したり，配置することが重要であると考え

られる。したがって，外部労働市場から実績のある人材を中途採用して，「能力」や「パー

ソナリティ」に関する確実な情報がないまま，過去の実績に応じた手厚い処遇で配置する
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というハイリスクの投資をするよりも，新卒を長期雇用の前提で採用し，「情報の非対称性」

を徐々に下げながら，研究者の「能力」や「パーソナリティ」に相応しい投資をしていく

ことに合理性があると言える。 

④ 生産管理部門などのように，高いレベルの「能力」や「パーソナリティ」は要求されず，

人材が保有する「知識」が重要な意味を持つ配置では，業務遂行に必要な「知識」を保有

していることを過去の経歴から判断することが容易な中途採用の活用に合理性がある場合

もある。 

 

図表６－１ 技術系人材の人的資本（Human Capital）の構造とその特性 

分類 特性 

知識 

Knowledge 

Skills 

組織非依存的 

（汎用的） 

 内部労働市場で

も外部労働市場

でも価値があ

る。 

 「属人的（暗黙知的）」な知識と「非

属人的（形式知的）」な知識に分類

できる。 

 「属人的（暗黙知的）」なものは情

報の非対称を緩和することが困難

で，「非属人的（形式知的）」なもの

は情報の非対称を緩和する手段を

講じうる。 

 学習によって高めることができる。 

 人材から人材に移転することが可

能である。 

 専門分野ごとに知識を保有する人

材の労働市場が細分化され，それぞ

れの市場の影響を受けやすい。 

→成長分野では需給が逼迫，衰退産

業では余剰。 

→経営戦略や業界内のポジション

が異なる企業であれば，同じ知識で

あっても企業ごとに価値が異なる。 

→経営戦略の変更などの影響で価

値が変化。 

組織依存的 

（企業特殊的） 

 内部労働市場で

は価値がある

が，外部労働市

場では価値がな

い。 

能力 

Abilities 

Possibilities 

 

パーソナリティ 

Personality 

 内部労働市場でも外部労働市場でも価値はあるが，情報非

対称が生じやすいため，外部労働市場では正しい評価を受

けにくい。また，情報の非対称を緩和する手段を講じるこ

とが難しい。 

 人材が先天的に保有するものもあるが，長い期間にわたる

経験や学習を通じて高めていくこともできる。 

 人材から人材に移転することはできない。 

 優れた能力・パーソナリティを保有する人材は，保有する

知識と関連のない分野へ異動しても，その分野で必要な知

識の習得が早い。 

 

さらに，図表６－１では，事務系人材にも拡張して説明することが可能である。たとえば，

「会計の知識を保有している人材」という事務系人材の労働市場が存在し，一般論でいえば，
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その市場はかなり大きい。しかも「日本商工会議所及び各地商工会議所主催 簿記検定」といっ

た会計知識を保有することを証明できる資格も広く認知されており，雇用の流動性が乏しいと

される日本の労働市場においても，比較的，労働移動が起こっていることが想像される。とこ

ろが，一般の企業とやや異なる会計処理が行われる「建設業会計 5の知識を保有している人材」

となると，「一般財団法人建設業振興基金主催 建設業経理士」という資格はあるものの，労働

市場は小さくなり，人材の流動性は下がる。これが，学校法人会計基準に基づく「学校法人会

計 6の知識を保有している人材」であれば，さらに労働市場は小さく，外部労働市場から人材

を調達することが困難となり，内部育成せざるを得ない状況になるといえるだろう。また，「プ

ロフェッショナル」や「スペシャリスト」と呼ばれる事務系人材が，専門分野ごとに細分化さ

れた労働市場の中で，市場の需給環境によって人材の価値が変動するという点でも，技術系人

材と何ら相違ない。専門知識を要する代表的な事務系人材である「弁護士」や「会計士」など

は，厳格な資格制度を構築することにより，情報の非対称を回避しつつ市場の需給バランスを

一定に保つことで，自らの価値の低下を防ぐという非常に上手い方法を取っていると言える。 

 それでは，技術系人材と事務系人材の決定的な相違点は一体何であろうか。それは，「知識」

および「知識と市場の関係性」で説明することができる。 

第一には，技術系人材は，知識の構成する市場が，事務系人材と比較にならないほど細分化

されている点である。たとえば，有機化学の知識を活用できる事業分野は無機化学と比べて幅

広いため，その市場は大きく，事務系人材と大きな差は無いかもしれないが，無機化学の知識

の場合は元素ごとに市場が細分化されているため，個々の市場は有機化学に比べるとはるかに

小さい。ＳＫ社が，1980年代に染料の生産拠点を海外に移転したときには，国内の高分子化学

の技術系人材を，他の事業部門において引き続き高分子化学の技術者として活用することがで

きたが，1970年代にアルミニウム事業から撤退したときには，アルミニウム技術者を引き続き

アルミニウム技術者として活用できる場を企業内に見つけられず，技術営業に異動させたり，

関連会社に出向させることによって吸収するしかなかったという 7。つまり，市場の小さい技

術分野では，人材の流動性が低くなり，経営環境の変化に伴い人材の余剰が発生するというリ

スクを抱えていることが推測される。 

第二には，保有する知識の深度が著しく（ときにはノーベル賞の候補に挙がるくらいに）深

い場合がある点である。深度が深いゆえに，代替する技術系人材を育成するためには，相応の

「能力」と「パーソナリティ」を有する人材を見つける必要があり，深度が深いゆえに育成に

時間を要する。つまり，深度の高い知識を要する技術分野では，機動的に内部労働市場で適性

のある人材を見つけ短期間で育成することが困難であるというリスクを抱える。 

第三には，知識を取り巻く市場の環境変化が激しい場合がある点である。機械工学のように

成熟し，しかも事業分野に拘わらず生産部門がある限り絶滅しない技術分野であれば，グロー

バルに労働市場を捉えれば事務系人材とも遜色がないくらい安定しているかもしれないが，デ

ジタル技術に関連する分野のように技術のライフサイクルが短い分野では，成長期には技術系

人材の不足，衰退期には技術系人材の余剰といったリスクを抱えやすい。しかも，人員計画を
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策定する際，将来の市場環境の変化が考慮されているものの，自社の努力だけで市場環境をコ

ントロールすることは不可能なので，市場動向をどれほど精緻に予測してもリスクを完全に排

除することはできない。 

第四には，技術系人材が「企業の競争優位」を支える知識を保有している場合がある点であ

る。「企業の競争優位」を支える知識を保有する技術系人材の流出のリスクとは，流出による欠

員が発生するリスクだけではなく，知識が競合他社に流出したり，拡散したりするリスクでも

ある。 

 このような技術系人材独特のリスクを考慮すると，技術系人材，とりわけ，「極めて高度な知

識を保有する人材（ハイエンド）」，「保有する知識の市場が小規模な人材」，「技術のライフサイ

クルが短い分野の知識を保有する人材（短ライフサイクル）」，そして「企業の競争優位を支え

る知識を保有する人材（競争優位への高依存度）」の場合，「必要な人材を必要なときに必要な

期間採用する。」という雇用の方法には問題があると言わざるを得ない。むしろ，詳細な市場の

予測を基に人員計画を策定し，将来必要となる技術系人材を計画的に雇用し，内部育成してい

くことに合理性があると言える。もし市場予測が外れ，技術系人材に余剰が生じたときには，

企業グループ内で，保有する知識を生かすことができる事業分野に配置転換したり，個々の技

術系人材の「能力」・「パーソナリティ」に期待して，新しい分野の再教育を試みるべきである。

そして，技術系人材を外部労働市場から有期雇用で調達するのは，「必要に応じて，人材を調達

できる環境が維持されること。」と「知識の流出に対するリスクがないこと。」という条件を充

足する場合に限定すべきであるという仮説が得られる。 

 

（２）技術系人材の流出リスクの構造 

 

 Campbell, Coff, and Kryscynski（2012）が指摘する人材の移転に関する「Constraint（制

約）」を正しく見極めることができれば，流出リスクの構造が浮き彫りになると考える。そこで，

図表６－２のように技術系人材の流出リスクの構造を整理してみる。 

図表６－２では，人的資本の特性（知識・能力・パーソナリティ）を中心に置き，中心に近

い要素から順に層状に流出リスクに関わる制約を捉えられるように表現している。最も中心に

近い第１層は「人材の保有する知識の企業特殊性（組織依存性）」という制約であり，それに

よって移転可能性，すなわち人材の流出リスクが影響を受けることを表す。具体的には，保有

する知識の中で，企業特殊性（組織依存性）が低いと流出リスクが高まり，企業特殊性（組織

依存性）が高いと流出リスクが低くなることを意味する。第２層は「人材の知識・能力・パー

ソナリティに関する（企業内外の）情報の非対称性」の制約であり，それらによって流出リス

クが影響を受けることを表現している。たとえば，第１層において流出リスクが高い性質を持

っていても，第２層の情報の非対称性が高ければ，総体としては流出リスクが低くなることも

ある。Campbell, Coff, and Kryscynski（2012）が指摘するように，逆に情報の非対称が流出

を促進することもありえるだろう。第３層は，「（技術分野ごとに細分化された）個別の労働
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市場の特性（市場規模・需給環境など）」の制約であり，それらによって流出リスクが影響を

受けることを表現している。たとえば，第１層と第２層において流出リスクが高い性質を持っ

ていても，第３層で個別の労働市場における需要が乏しければ，総体として流出リスクは低い

と評価できる。逆に個別の労働市場の環境変化により流出リスクが高まることもありえる。こ

こで第１層から第３層までは，グローバルな視点で共通の制約条件である。そして，図中の最

も外側の第４層は「（人材を取り巻く）社会的環境（法規制・社会的慣習・国民性など）」の制

約であり，それらによって流出リスクが影響を受けることを表現し，国や地域ごとに配慮せざ

るを得ない要素である。いわゆるグローバル人事を整備する際，公平性を維持しながら，どこ

まで現地化するかという課題に直面する要素である。第１層から第３層において流出リスクが

高い性質を示しても，第４層で，たとえば日本のように年金制度や雇用法制，あるいは国民性

が人材の移動を抑制している場合などは，流出リスクは低くなると評価できる。社会的環境の

変化により流出が促進されることもありえる。 

 

 

図表６－２ 技術系人材の流出リスクの構造 

 

 

第４層：社会的環境（法規制・社会的慣習・国民性など） 

第２層：人材の保有する知識・能力・パーソナリティに関する情報の非対称性 

第１層：人材の保有する知識の企業特殊性（組織依存性） 

人的資本の特性 

（知識・能力・パーソナリティ） 

抑制 

抑制 

第３層：個別の労働市場の特性（市場規模・需給環境など） 

抑制 

流
出
リ
ス
ク 

抑制 
促進 

促進 

促進 

促進 
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このように流出リスクの構造を正しく見極め，課題を適切にとらえれば，適切なリスクヘッ

ジを施すことができる。つまり，技術系人材の流出リスクの構造を理論的に把握し，それらの

要素が何に影響を受けるかを考慮しながら，内部価値が高く，かつ流出リスクの高い人材に対

する適切なリテンション策を講じ，たとえ内部価値が高くとも流出リスクの低い人材に対する

無駄で無意味なリテンション策への投資を回避することができると考える。 

 
 
6-2 政策提言について 

 
 平成 28 年 8 月 2 日に閣議決定された『「未来への投資を実現する経済対策」について』でも

述べられているように，現在，政府が推進する経済財政政策（いわゆるアベノミクス）の中で，

「産業構造改革」，「働き方や労働市場の改革」，「人材育成の一体改革」は政策遂行上の重要課

題である。たとえば，平成 28 年版厚生労働白書では，円滑な労働移動の実現を図るために，

事業規模の縮小等に伴い離職を余儀なくされる労働者等の再就職を支援するための「労働移動

支援助成金」の実施が紹介されている。具体的には，離職者を対象とした職業訓練の中に，介

護，情報通信，環境・エネルギー分野など今後成長が見込まれる分野を中心に，専修学校，大

学・大学院，企業や特定非営利法人を含む民間教育訓練機関を積極的に活用し，多様な人材ニ

ーズに応じた訓練機会を提供していること，そして，公共職業能力開発施設では，主にものづ

くり分野における公共職業訓練を実施していることなどが紹介されている。また，在職者を対

象としたものとしては，公共職業能力開発施設において，技術革新，産業構造の変化などに対

応する高度な技能や知識を習得させるための在職者訓練が実施されていることも紹介されてい

る。しかしながら，在職者訓練については，ものづくりの現場で活躍する技能工などを対象と

した施策という感があり，本論文の射程である技術系人材，とりわけ研究・開発に従事する人

材は対象からはやや外れる。平成 28 年版科学技術白書では，文部科学省が，科学技術人材の

裾野の拡大を図るとともに，優れた研究人材の育成を推進するため，初等中等教育，高等教育，

さらには博士号取得以降の各段階における人材育成を体系的に進めていることが紹介されてい

るが，技術革新，産業構造の変化などに対応するために企業内で在職者を教育することには触

れられていない。つまり，保有する知識が事業分野と密接に結びついているがゆえに，政府が

推進する「産業構造改革」の影響を最も受けやすい「技術系人材」に対する支援策が見落とさ

れていると言わざるを得ない。そこで，6-1 で述べてきた本研究から導き出される仮説が正し

いことを前提として，経営学的な視点から政策提言したい。 
 
（１）企業内の技術系人材の再教育に対する公的支援 
 多くの企業において，技術系人材の高齢化の抑制，事業部門の縮小や撤退，技術革新に伴う

知識の陳腐化といった経営戦略上のやむを得ない事情により，技術系人材のキャリア転換を促

している。そのとき，技術系人材の潜在的な能力やパーソナリティを有効活用したり，保有す
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る知識の流出を防ぐといった理由で，当該技術系人材に再教育を施して，企業内での配置転換

により対応している。一方で，日本政府は，衰退産業から成長産業への人材の移動を促そうと

しているが，そのときも，日本企業の技術系人材が持つ知識が外資系企業に流出することは国

家運営の視点においても回避すべきである。そこで，「技術系人材の企業内での再教育支援」に

国家の政策（例えば，技術系人材の再教育を行う企業への助成金の交付や技術系人材の再教育

講座などを提供）として取り組むことを提言する。 
 技術系人材の再教育支援の合理性を説明するためには「内部労働市場の活用の合理性」と「技

術系人材の再教育システム構築の可能性」を示す必要がある。まず，内部労働市場を活用する

ことの合理性を示す根拠は次のとおりである。 
 
① 技術系人材の労働市場は，専門分野ごとに細分化しているため，知識市場の環境変化によ

って需給バランスが変動しやすく，必要な知識を保有する人材を必要なときに確保できな

くなる可能性があること。汎用性の高い知識を保有する人材であっても，その知識の需給

環境が逼迫しているような場合は，市場からの人材の再調達は困難である。とりわけ企業

の競争優位を支えている人材は，企業内部で育成し，企業内部で保有しておくことが望ま

しい。 
② 労働経済学では「企業が必要とする技能には，何らかの企業特殊性が含まれるので，結果

的に内部労働市場を活用することに経済合理性がある。」ということが通説であること。

これは，技術系人材・事務系人材に拘わらず成立する。 
③ 技術系人材が保有する知識と関連しない分野への異動を図るときには，情報の非対称が生

じやすく外部労働市場では評価が困難であるが，内部労働市場において活用の可能性が高

い「能力」や「パーソナリティ」に目を向けることに合理性があること。 
④ 技術系人材が外部労働市場に流出することにより，企業の競争優位を支える知識が外部に

流出したり，拡散するリスクが生まれること。日本の法制度では，退職後の競業避止義務

を課すことも難しいこと。 
⑤ 「整理解雇」や「退職勧奨」には法定リスクが伴う場合があり，しかも他の従業員のモチ

ベーション低下を招く恐れもあること。 
⑥ 日本では，安定した雇用に魅力を感じる技術系人材が多いと考えられること。 
⑦ 解雇規制の緩和や企業年金制度の改革などにより雇用の流動化を推進しても，①から⑥で

述べたような事情により，現実には，技術系人材の流動化が進まない可能性があること。 
 
ただし，内部労働市場を活用するうえで次のような課題がある。 
 

① 技術系人材は，保有する知識が事業分野と密接に結びついているため，他の事業部門へ移

動させることが容易ではないこと。 
② 経営環境の変動や労働環境の変化は，自社の努力だけでは制御不能な条件であり，技術系
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人材が保有する知識に基づく長期的な人員計画を策定することが困難であること。 
 
そこで，技術系人材を再教育するシステムを確立し，内部労働市場で柔軟に活用することが

できれば，労働市場におけるミスマッチを減らし，企業の持続的な成長に貢献できると考える。 
 
そして，技術系人材の再教育システム構築の可能性を示す根拠は次のとおりである。 
 

① 「挑戦意欲の高さ」，「協調性の高さ」，「論理的思考力，発想力，洞察力の高さ」といった

個人の能力やパーソナリティに依存する特性が，部門や職種が変わっても内部労働市場で

活用しやすい技術系人材の要素と考えられていること。つまり，先天的に優れた「能力」

や「パーソナリティ」を持つ人材や，長い時間をかけて優れた「能力」や「パーソナリテ

ィ」を育ててきた人材を的確に選抜できれば，再教育によって内部労働市場で活躍できる

人材を提供できると考えられる。 
② 外部労働市場からの評価が困難な「能力」や「パーソナリティ」であっても，内部労働市

場では，情報の非対称性が小さく評価しやすいため，個々の技術系人材に適した再教育を

施すことができること。 
③ 部門や職種を越えて通用する「組織規範・設計思想・自社規格等」の理解度も内部労働市

場での活用に影響を与えると考えられていること。 
④ すでに，技術系人材の「再教育と配置転換」は，数多くの企業で実施されていること。 

 
さらに，以下で述べるように，経済政策的な視点でも技術系人材の再教育には意義がある。 
 

① 衰退産業から成長産業への労働移動を活性化させることが日本経済の成長につながると

いう主張があるが，これを同一企業（あるいは企業グループ）内で実現できる可能性があ

ること。 
② しかしながら，「技術系人材」の場合，保有する「知識」が事業分野と密接に結びついて

いるため，衰退産業から成長産業への移動は容易ではないこと。(アウトソーシングにも限

界がある。） 
③ 専門分野のミスマッチで就業できない技術系人材が労働市場にあふれかえることは，日本

経済にとっても好ましい状況ではないこと。 
④ 人材が海外の企業に流出し，それに伴い，知識が海外の競合企業に流出することも好まし

い状況ではないこと。 
 
以上の理由により，「技術系人材」の企業内での再教育に対して政府から公的支援を行うこと

を提言したい。 
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（２）企業で内部育成すべき技術系人材（ガイドライン） 
 経営学的な視点から導き出される本論文の仮説が正しいとするならば，技術系人材を内部育

成し，そして必要に応じて再教育することに意義があることは間違いないが，すべての技術系

人材に適用することが必ずしも合理的であるとは限らない。政府による公的支援が，企業側に

とって経営学的な視点での合理性がなければ，自発的かつ継続的に利用されることは困難であ

ろう。そこで，以下のとおり，内部育成すべき技術系人材のガイドラインを提言したい。 
 
① 極めて高度な知識を保有する人材（ハイエンド） 

 極めて高度な知識を保有する人材は，その人材に代替する人材を育成するためには，相

応の「能力」と「パーソナリティ」を有する人材を見つけることが必要であり，しかも求

める知識が高度ゆえに育成に時間を要する。つまり，このような人材が不足した場合，機

動的に代替する人材を補充することが困難であるため，内部育成し，有効なリテンション

策を講じておくべきである。そして，必要に応じて再教育の機会を与えるべきである。 
② 保有する知識の市場が小規模な人材（小規模） 

 市場が小さい技術分野では，人材の流動性が低くなりがちである。このような人材が不

足した場合，外部労働市場から機動的に調達することが困難であるため，内部育成した上

で，有効なリテンション策を講じておくべきである。そして，必要に応じて再教育の機会

を与えるべきである。 
③ 技術のライフサイクルが短い分野の知識を保有する人材（短ライフサイクル） 

 このタイプの人材のマネジメントは判断を誤りやすい。技術のライフサイクルが短い分

野の知識を保有する人材は，成長期には人材の不足，衰退期には人材の余剰が発生しやす

い。しかも市場環境の変化を自社の努力だけではコントロールできない。過去には，成長

期，すなわち企業にとって業績が拡大していく局面では非正規雇用により人材不足を解消

し，業績縮小の局面では非正規雇用の契約を解除することが定石であるかのように主張さ

れたこともある。しかしながら，現実の労働市場では労働力の総量には上限があり，業界

全体が成長しているときには競合他社も労働市場からの調達で補おうとするため労働市場

の需給環境が逼迫し，機動的な人材の調達は困難となりやすい。とりわけ専門分野ごとに

細分化された技術系人材の小さな労働市場においては，人材がすぐに枯渇する可能性も高

く，収益機会を逸することもありえる。したがって，人材の不足・余剰が発生することを

前提にして内部育成し，長期的な視点での人材のキャリアパスに配慮しながら，再教育の

機会を与えておく戦略が合理的である。 
④ 企業の競争優位を支える知識を保有する人材（競争優位への高依存度） 

 企業の競争優位を支える知識を保有する人材は，競争優位を維持するためだけではなく，

競争優位を支える知識の流出を防ぐためにも，内部育成し，有効なリテンション策を講じ

ておくべきである。そして，必要に応じて再教育の機会を与えるべきである。 
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6-3 今後の課題 

 
本論文の実態調査の目的は，技術系人材マネジメントにおける実務的な課題の中でも，「知識」

および「市場」との関係が深い「採用」・「処遇」・「人事異動」・「人材の移動可能性」・「人材の

流出」に関する企業行動の実態と企業の人事統括責任者の意識を把握することである。そして，

技術系人材マネジメントにおいて，「知識」・「能力」・「パーソナリティ」といった人的資本が示

す特性に関する企業側の意識にも目を向けながら，それらの人的資本と「採用」・「処遇」・「人

事異動」・「人材の移動可能性」「人材の流出」といった人的資源管理上の問題との関係性という

視点から日本企業の現状を把握することを試みた。その結果，一定の成果を得ることはできた

ものの，サンプル数が少なく，質問項目も総花的であることは否めず，実務レベルでグローバ

ルに通用する新たなスキーム作りという大きな課題の前では，まだ予備調査に過ぎないと言え

る。6-1 で提示した仮説を検証したり，6-2 の政策提言の信頼性を高めるために，さらに詳細で

かつ大規模な調査が必要である。具体的には，以下に示すとおりである。 
 

（１） 多角的に事業を展開する企業をターゲットとした調査 
人材の内部労働市場における異動や再教育を取り上げるにあたり，単一の事業を展

開する企業と多角的に事業を展開する企業では，技術系人材のマネジメントのポリシ

ーが異なる可能性がある。そこで，単一の事業を展開する企業と多角的に事業を展開

する企業に分類して定性的・定量的な調査をする必要があると考える。 
（２） 業種別・専門分野別の調査 

技術系人材の中でも，所属する企業の業界や機械系，電気系，科学系といった保有

する専門知識の分野によっても，技術系人材のマネジメントのポリシーが異なる可能

性がある。そこで，業種別・専門分野別の定性的・定量的な調査も意義があると考え

る。 
（３） 企業側（経営者側）と技術系人材側の双方からの調査 

企業側（経営者側）が捉える技術系人材像と技術系人材自身が考える技術系人材像

が異なる可能性がある。そこで，企業側（経営者側）と技術系人材側の双方から調査

することが有効であると考える。技術系人材が，自らの市場価値や，自らが属してい

る市場の大きさや環境変化の可能性を理解しているかも定性的・定量的な調査を実施

する価値があるだろう。 
 
調査目的を明確にし，より洗練された質問項目の調査を（１）～（３）の方法で実施するこ

とにより，まず 6-1 の仮説を検証する必要がある。また，本論文の調査では，サンプル数の不

足により，専門職に関する有効なデータが得られなかったが，専門職に拘らず，幅広く技術系

人材の処遇という視点でデータを取ることも必要である。このように，組織の最小構成単位で

ある個々の人的資本の特性を理論化することから出発し，少しずつ理論を積み上げながら，い
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ずれはグローバルで通用する普遍性の高い技術系人材のマネジメントモデルを構築することが

望まれる。 
 

                                                   
1 iPS 細胞の熟練研究者の培養の技（動作）は解析され，自動培養装置が開発されている。（日本経

済新聞 2010 年 6 月 28 日付朝刊より） 
2 2012 年 9 月 19 日ＳＫ社大阪本社にてインタビューを行った。 
3 文部科学省中央教育審議会(2008)『学士課程教育の構築に向けて（答申）平成 20 年 12 月 24 日』

では，大学が各専攻分野を通じて培う学士力として「知識・理解」，「汎用的技能」，「態度・志向性」，

「総合的な学習経験と創造的思考力」の４つを掲げており，文部科学省が主催する「大学における

実践的な技術者教育のあり方に関する協力者会議(2010)」による『大学における実践的な技術者教

育のあり方』では，この４つの能力の定義を引用し，「知識・理解」の内容は，学生が履修すべきカ

リキュラムおよびシラバスの内容を明確にして教育するものとされ，「汎用的技能」，「態度・志向性」，

「総合的な学習経験と創造的思考力」は，知識と経験を積み重ねつつ身につけていくものとされる。

文部科学省の定義による「知識・理解」は，本論文の定義による「知識」に相当し，文部科学省の

定義による「汎用的技能」と「創造的な学習経験と創造的思考力」は，本論文の定義による「能力」

の含まれ，文部科学省の定義による「態度・志向性」は，本論文の定義による「パーソナリティ」

とほぼ同義である。このように本論文の定義は文部科学省の認識とも整合している。 
4 日本の新卒採用の実務においては，企業が求めている「能力」や「パーソナリティ」の有無を評

価するために，「能力」や「パーソナリティ」を発揮したエピソードを質問することにより，情報の

非対称を緩和することが推奨されている（たとえば岡崎，2014）。 
5 「建設業会計」については，建設工業経営研究会編集(2016),『建設業会計提要 平成 28 年改訂 －

建設業標準財務諸表作成要領・解説－』に詳しい。 
6 「学校法人会計」については，学校経理研究会編(2015),『学校法人会計要覧 平成 27 年版』に詳

しい。 
7 2011 年 9 月 6 日ＳＫ社大阪本社にて人事担当者（当時）のインタビューを行った。生産拠点の海

外移転や事業分野からの撤退の際，全ての技術系人材の雇用を守ったという。 
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2014 年 11 月 
各 位 
 

調査ご協力のお願い 
 
拝啓 時下益々ご清栄の段，心よりお慶び申し上げます。平素は大学の研究や教育にご理解ご協力いた

だき誠にありがとうございます。 
さて，このたび，私どもは「技術系人材のマネジメントに関する実態調査」を実施することにいたし

ました。技術系人材は，企業の競争力の維持・向上に重要な役割を担う一方で，保有する技術や知識が

各事業部門の技術領域と密接に関係することから，事業構造の変革の影響を受けやすいという特徴があ

ります。そこで，本調査（概要については下記をご参照ください。）の実施により，このような特徴を持

つ技術系人材に対するマネジメントの実態を把握したいと考えております。 
企業の皆様方には，ご多用のところお手数をおかけし恐縮に存じますが，学術的な研究の取り組みに

何卒ご協力賜りますよう宜しくお願い申し上げます。調査にご協力いただいた企業の皆様には，後日，

調査結果の概略を E-mail にてお送りいたします。 
 
なお，この調査は，平成 26 年度 文部科学省科学研究費助成事業（いわゆる「科研費」）に採択され

た基盤研究（Ａ）「オープンイノベーションの実証研究」（研究代表者：大阪大学・小林敏男）の研究の

一環として実施するものです。 
敬具 

 
 大阪大学大学院経済学研究科 小林敏男研究室 

担当：日高靖和（博士後期課程所属） 
 

記 
 
【調査の概要】 

テーマ 技術系人材のマネジメントに関する実態調査 

趣旨 技術系人材の処遇や異動などの実態を把握することにより，その特徴や問

題点を明らかにすること。 

対象企業 

東京証券取引所第１部上場企業で，かつ以下の業種の企業（約 1000 社） 
〔 食料品，繊維製品，パルプ・紙 ，化学，医薬品，石油・石炭製品 ，ゴム

製品，ガラス・土石製品 ，鉄鋼，非鉄金属，金属製品，機械，電気機器，輸

送用機器，精密機器，その他製品，情報・通信業 〕 

回答を依頼する方 人事統括責任者の方 

回答方法 
調査票「技術系人材のマネジメントに関する実態調査」の各設問へご回答

の上，同封の返信用封筒に調査票を封入し，ご投函ください（切手不要）。

【2014年 12月 25日】迄にご投函いただきたく存じます。 

その他 調査にご協力いただいた企業の皆様には，後日，調査結果の概略を E-mail
にてお送りいたします。 

本調査に関する 
お問い合わせ先 

大阪大学大学院経済学研究科 小林敏男研究室 
担当：日高靖和（博士後期課程所属） 
E-mail ：hidaka_0427@gj8.so-net.ne.jp  

 
以上

調査依頼書 
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技術系人材のマネジメントに関する実態調査 
－２０１４年１１月－ 

 
この調査は，平成２６年度 文部科学省科学研究費助成事業（いわゆる「科研費」）

に採択された基盤研究（Ａ）「オープンイノベーションの実証研究」（研究代表者：大

阪大学・小林敏男）の研究の一環として，技術系人材のマネジメントの実態を把握す

る目的で実施するものです。 
 

 

ご回答いただく前にお読みください。 
 

本調査において，『事務系人材』と『技術系人材』を以下のように定義しています。 
 
『事務系人材』 

 事務・企画・営業・販売ならびに管理的職業に従事している従業員。たとえば，総務

部門，財務部門，広報部門，マーケティング部門，営業部門，販売部門，購買部門，法

務部門などで管理・企画・一般事務などに従事している従業員の方です。 
 
『技術系人材』 

研究・開発・生産などに関連する職務に従事している従業員の中で，理工系の高等教

育機関（大学・大学院等）を修了し，その専門知識を活用している人材。したがって，

製造部門の技能工の方や設計部門の製図工の方などは含みません。 
 

貴社の従業員の中に，上記の定義に基づく『技術系人材』の

方はいらっしゃいますか。どちらかに○をつけてください。 
 

①  はい          ② いいえ 

 

■上記の設問に「①はい」と回答された企業の方 

２ページに記載している「本調査のご回答要領」にしたがって，調査票の各設問へご

回答いただけますようお願い申し上げます。 
『事務系人材』と『技術系人材』のそれぞれについて回答していただく設問もござい

ます。『事務系人材』と『技術系人材』の回答が同じ場合でも，ご面倒ですが，すべて

ご記入ください。 
 

■上記の設問に「②いいえ」と回答された企業の方 

本調査の対象外ですので，設問に回答していただく必要はございません。 

ただし，集計作業の関係上，調査票３ページの基本項目の「１（貴社名）」および「２

（ご回答者）」を必ずご記入いただいた上，ご返送いただきたく存じます。 
 

 

調査票 
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本調査のご回答要領 
 

【調査基準日】 

２０１４年３月３１日現在の状況でご回答ください。 

 

【ご回答いただきたい方】 

人事を統括する部署の責任者の方。 

 

【記入方法】 

① ほとんどの設問は，選択肢の中からあてはまる項目を選択の上，該当する番号（も

しくは数字）を○で囲んでいただく形式です。設問ごとに〔いずれか１つ〕，〔あて

はまるもの３つ以内〕，〔あてはまるものすべて〕というように回答数を指定してい

ますので注意してください。 

② こちらで準備している選択肢が実態に即さない場合もあると考えられますが，でき

るだけ実態に近いものをお選びの上，回答してください。また，ご回答が「その他

（   ）」にあてはまる場合は，お手数ですが（   ）の中にその内容を具体的

にご記入ください。 

③ 設問によっては，一部の方だけにお尋ねするものもありますが，その場合には，説

明文にそってお進みください。 

 

【ご返送方法】 

記入済みの調査票は同封の返信用封筒に入れ，ご投函ください。 
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【ご返送期限】 

２０１４年１２月２５日までにご投函ください。 

 

【その他】 

① ご回答いただいた内容については，すべて統計数値として集計いたしますので，企

業名や個人名などを公表することは一切ございません。 

② 調査にご協力いただいた企業の皆様には，後日，調査結果の概略を E-mail にてお送

りいたします。皆様の人材マネジメントの参考になれば幸甚です。 

③ 本調査票についてご不明な点がございましたら，E-mail にて，下記までお問い合わ

せください。 

【お問い合わせ先】 

大阪大学大学院経済学研究科 小林敏男研究室 

担当：日高靖和（博士後期課程所属） 

E-mail ：hidaka_0427@gj8.so-net.ne.jp  
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基本項目  
 

１．貴社名  
 

２．ご回答者 

所 属： 

役 職： 

ご氏名： 

E-mail：           
 
※「記入もれ」や「ご回答いただいた内容」について，確認の必要が生じた 

場合などに使用させていただきます。 
※後日，調査結果の概略を上記の E-mail アドレス宛にお送りいたします。 

３．海外拠点の有無 

① 有   ② 無   ←いずれかを○で囲んでください。 

 
※「①有」の場合，a～c のどれに該当しますか。（複数回答可） 
 a. 研究開発拠点 
 b. 生産拠点 
 c. その他（                      ） 
 
※「①有」の場合，a～c のどれに該当しますか。（複数回答可） 

a. 海外拠点のローカルな人事制度を整備している。 
b. 日本国内の人事制度を海外拠点でも適用している。 

 c. その他（                      ） 

４．研究開発部門における 
外国人の雇用 

① 有   ② 無   ←いずれかを○で囲んでください。 

 
※「①有」の場合，a～d のどれに該当しますか。（複数回答可） 
 a. 日本国内で採用し，日本国内の拠点に配属 
 b. 日本国内で採用し，海外の拠点に配属 
 c. 海外で採用し，日本国内の拠点に配属 
 d. 海外で採用し，海外の拠点に配属 
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Ⅰ．採用について[人材の調達] 

 

※新卒採用・・・大学・大学院等の教育機関を卒業・修了したばかりの学生を採用すること。 

※中途採用・・・大学・大学院等の教育機関を卒業・修了し，就業の経験がある者を採用すること。 

 
【設問1】  
貴社の新卒採用の状況について教えてください。『事務系人材』と『技術系人材』のそれぞれについて，

あてはまるもの１つを選択して，該当する番号を○で囲んでください。 
 

(a)『事務系人材』について 

① 毎年コンスタントにほぼ一定人数を採用している。 

② 人数の増減はあるが，毎年採用している。 

③ 採用する年度と採用しない年度がある。 

④ 新卒は採用しない。 

 
(b)『技術系人材』について 

① 毎年コンスタントにほぼ一定人数を採用している。 

② 人数の増減はあるが，毎年採用している。 

③ 採用する年度と採用しない年度がある。 

④ 新卒は採用しない。 

 
【設問2】  
貴社では新卒採用と中途採用のどちらを重視していますか。『事務系人材』と『技術系人材』のそれぞれ

について，あてはまるもの１つを選択して，該当する番号を○で囲んでください。 
 
 (a)『事務系人材』について 

① 新卒採用をより重視している。 

② 中途採用をより重視している。 

③ 新卒採用と中途採用を同じくらい重視している。 

④ その他（                           ） 

 
 (b)『技術系人材』について 

① 新卒採用をより重視している。 

② 中途採用をより重視している。 

③ 新卒採用と中途採用を同じくらい重視している。 

④ その他（                           ） 
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【設問3】  
貴社の人材の採用選考において，「専門知識」，「思考力」，「管理能力」，「対人関係能力」は，それぞれど

れくらい重要視していますか。「３：非常に重要視する」，「２：重要視する」，「１：あまり重要視しない」，

「０：重要視しない」として，該当する数字を○で囲んでください。『事務系人材』（新卒採用・中途採

用），『技術系人材』（新卒採用・中途採用）の４つに区分して回答してください。採用実績の無い区分は

記入しないでください。 

 

 専門能力 チームワーク 

 専門知識 思考力 管理能力 対人関係能力 

 
貴社が必要とする専

門分野との整合性や

知識・技能の高度な

ど 

論理的思考力，発想

力，洞察力など 

スケジュール立案・

管理・調整などの組

織を管理する能力 

対外折衝能力，協調

性，コミュニケーシ

ョン力などの人間関

係を構築する能力 

事務系

人材 

新卒 

採用 
３－２－１－０ ３－２－１－０ ３－２－１－０ ３－２－１－０ 

中途 

採用 
３－２－１－０ ３－２－１－０ ３－２－１－０ ３－２－１－０ 

技術系

人材 

新卒 

採用 
３－２－１－０ ３－２－１－０ ３－２－１－０ ３－２－１－０ 

中途 

採用 
３－２－１－０ ３－２－１－０ ３－２－１－０ ３－２－１－０ 

[選択肢の説明] ３：非常に重要視する ２：重要視する １：あまり重要視しない ０：重要視しない 
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Ⅱ．人事制度について 
 
【設問4】  
貴社では，『技術系人材』を処遇するための特別な人事制度（以下「専門職制度」と表記します。）を設

けていますか。該当するものを 1 つ選択し，該当する番号を○で囲んでください。 

① はい  → 下の枠内の設問(<SQ1>～<SQ3>)に回答してください。 

② いいえ → 【設問 5】（7 ページ）へお進みください。 

 
 ↓【設問 4】で「①はい」を選択された方のみ回答してください。 

 
<SQ1> 
貴社の「専門職制度」の賃金水準を決定するにあたり，「社内の他の人材の賃金水準とのバランス」と「外部

の労働市場の賃金水準とのバランス」のどちらを重視していますか。あてはまるものを一つ選択して，該当

する番号を○で囲んでください。 

①  社内の他の人材の賃金水準とのバランスを重視している。 

②  外部の労働市場の賃金水準とのバランスを重視している。 

③  社内の他の人材の賃金水準と外部の労働市場の賃金水準の両方のバランスを重視している。 

④  どちらとも言えない。 
 

 

<SQ2> 
貴社の「専門職制度」は，次のどれに最も近いですか。あてはまるもの１つを選択して，該当するものの左

端の欄に○を記入してください。 
 

① 全員型 『技術系人材』全
を「専門職」等として，他の人材とは別に処遇

する制度。 
 

② 純化型 高度な専門能力を有する『技術系人材』を選抜して特別に処遇する

制度。(例：高度専門職，研究フェローなど) 
 

③ ポスト対応型 一定の資格や等級に達しても管理職につけない『技術系人材』を処

遇するために，管理職ポストの代わりに設置する制度。 
 

④ 特殊型 特定のテーマやプロジェクトに従事する者を，
の都度専門職に任

用する制度。 
 

⑤ その他 ①から④の分類にはあてはまらない。 
 

 

<SQ3> 
貴社の「専門職制度」において，「専門職」の対象となる年齢の下限は何歳くらいからですか。あてはまる年

齢層を 1つ選択し，該当する番号を○で囲んでください。 

          
 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦  ⑧ 
 

30 歳未満 30 歳以上

35 歳未満 
35 歳以上

40 歳未満 
40 歳以上

45 歳未満 
45 歳以上

50 歳未満 
50 歳以上

55 歳未満 55 歳以上  
特定できない 

                
                
  30 

歳 
35 
歳 

40 
歳 

45 
歳 

50 
歳 

55 
歳  
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Ⅲ．異動について[企業内部での人材の活用] 
 

【設問5】  
『技術系人材』に対して部門や職種を超えた人事異動を実施することはありますか。該当するものを 1

つ選択し，該当する番号を○で囲んでください。 

① はい  → 下の枠内の設問(<SQ1>～<SQ5>)に回答してください。 

② いいえ → 【設問 6】(9 ページ)へお進みください。 

↓【設問 5】で「①はい」を選択された方のみ回答してください。 
 

<SQ1-(1)> 
部門や職種が変わっても活用しやすい『技術系人材』とはどのような人材ですか。以下に記載した要

素が『部門や職種を越えた活用のしやすさ』に，どれくらい影響するかを教えてください。「３：大き

く影響する」，「２：影響する」，「１：少し影響する」，「０：全く影響しない」として，各々の要素の

影響度の大きさをそれぞれについて選択し，該当する数字を○で囲んでください。 

要素 
影響度の大きさ 

＊「３・２・１・０」より一つ選択し，○で囲んでください。 

① 資格（学位を含む）を持つこと 
３ － ２ － １ － ０ 

大きく影響する            全く影響しない 

② 応用範囲が広い知識を持つこと 
３ － ２ － １ － ０ 

大きく影響する            全く影響し
い 

③ 自社の競争力に貢献する知識を持つこと 
３ － ２ － １ － ０ 

大きく影響する            全く影響しない 

④ 業界等で標準化された規格等の知識を持つこと

（JIS規格・IEEE規格，標準設計図等） 
３ － ２ － １ － ０ 

大きく影響する            全く影響しない 

⑤ 組織規範・設計思想・自社規格等の理解度 
３ － ２ － １ － ０ 

大きく影響する            全く影響しない 

⑥ 社内外での人的ネットワークの大きさ 
３ － ２ － １ － ０ 

大きく影響する            全く影響しない 

⑦ 挑戦意欲の高さ 
３ － ２ － １ － ０ 

大きく影響する            全く影響しない 

⑧ 協調性の高さ 
３ － ２ － １ － ０ 

大きく影響する            全く影響しない 

⑨ 論理的思考力，発想力，洞察力の高さ 
３ － ２ － １ － ０ 

大きく影響する            全く影響しない 

⑩ 管理能力の高さ 
３ － ２ － １ － ０ 

大きく影響する            全く影響しない 

[選択肢の説明] ３：大きく影響する ２：影響する １：少し影響する ０：全く影響しない 
 

<SQ1-(2)> 
<SQ1-(1)>で挙げた要素以外で，部門や職種が変わっても活用しやすい『技術系人材』が持つ要素があ

れば記入してください。 
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■<SQ2>～<SQ5>の選択肢の補足説明 

※Off-JT・・・・一時的に業務を離れて学習の機会を提供する。 
※OJT・・・・・新しい部門での業務経験を通じて教育する。 
※自主学習・・・本人の自主的な学習に委ねる。 

<SQ2> 
本人の保有する知識と関連する分野への異動対象となる『技術系人材』に対して，どのような方法で

再教育を行いますか。あてはまるものを全て選択し，該当する番号を○で囲んでください。 

 ① Off-JT  ② OJT  ③ 自主学習 ④ その他の教育方法（            ） 
 ⑤ 教育していない ⑥ このタイプの人事異動は実施していない 

 

<SQ3> 
本人の保有する知識と関連しない分野への異動対象となる『技術系人材』に対して，どのような方法

で再教育を行いますか。あてはまるものを全て選択し該当する番号を○で囲んでください。 

 ① Off-JT  ② OJT  ③ 自主学習 ④ その他の教育方法（            ） 
 ⑤ 教育していない ⑥ このタイプの人事異動は実施していない 

 

<SQ4> 
営業職への異動対象となる『技術系人材』に対して，どのような方法で再教育を行いますか。あては

まるものを全て選択し，該当する番号を○で囲んでください。 

 ① Off-JT  ② OJT  ③ 自主学習 ④ その他の教育方法（            ） 
 ⑤ 教育していない ⑥ このタイプの人事異動は実施していない 

 

<SQ5> 
事務職への異動対象となる『技術系人材』に対して，どのような方法で再教育を行いますか。あては

まるものを全て選択し，該当する番号を○で囲んでください。 

 ① Off-JT  ② OJT  ③ 自主学習 ④ その他の教育方法（            ） 
 ⑤ 教育していない ⑥ このタイプの人事異動は実施していない 
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Ⅳ．キャリアの転換について 

【設問6】  
貴社では，『技術系人材』が『一定年齢』に達したときに，キャリアの転換を促すような制度はあります

か。該当するもの 1つを選択し，該当する番号を○で囲んでください。 

① はい  → 下の枠内の設問(<SQ1>・<SQ2>)に回答してください。 

② いいえ → 【設問 7】（本ページ下部）へお進みください。 

  
↓【設問 6】で「①はい」を選択された方のみ回答してください。 

 
<SQ1> 
『一定年齢』とは，貴社では概ね何歳くらいですか。あてはまる年齢層を 1 つ選択し，該当する番号

を○で囲んでください。 
          

 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦  ⑧ 
 

30 歳未満 30 歳以上

35 歳未満 
35 歳以上

40 歳未満 
40 歳以上

45 歳未満 
45 歳以上

50 歳未満 
50 歳以上

55 歳未満 55 歳以上  
特定できない 

                
                
  30 

歳 
35 
歳 

40 
歳 

45 
歳 

50 
歳 

55 
歳  

  
 

 
<SQ2> 
対象となった『技術系人材』には，どのように対応しますか。あてはまるものを全て選択し，該当す

る番号を○で囲んでください。 

①  再教育＋配置転換  ② 早期退職制度募集  ③ 再就職支援  ④ 退職勧奨 
⑤  整理解雇 ⑥ その他（                           ） 

 

 
【設問7】  
貴社では，事業部門の縮小や撤退に伴い，『技術系人材』に対してキャリアの転換を促したことはありま

すか。該当するもの 1 つを選択し，該当する番号を○で囲んでください。 

① はい  → 下の枠内の設問(<SQ1>・<SQ2>)に回答してください。 

② いいえ → 【設問 8】（10 ページ）へお進みください。 

  
↓【設問 7】で「①はい」を選択された方のみ回答してください。 

<SQ1> 
対象となった『技術系人材』は何歳くらいですか。あてはまる年齢層を 1つ選択し，該当する番号を

○で囲んでください。 
          
 ①  ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦   ⑧ 
 

30 歳未満 30 歳以上

35 歳未満 
35 歳以上

40 歳未満 
40 歳以上

45 歳未満 
45 歳以上

50 歳未満 
50 歳以上

55 歳未満 55 歳以上  
特定できない 

                
                
  30 

歳 
35 
歳 

40 
歳 

45 
歳 

50 
歳 

55 
歳  
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<SQ2> 
対象となった『技術系人材』には，どのように対応しましたか。あてはまるものを全て選択し，該当

する番号を○で囲んでください。 

①  再教育＋配置転換  ② 早期退職制度募集  ③ 再就職支援  ④ 退職勧奨 
⑤  整理解雇 ⑥ その他（                           ） 

 

 
【設問8】  
貴社では，技術革新などによる知識の陳腐化が理由で，『技術系人材』に対してキャリアの転換を促した

ことはありますか。該当するもの 1つを選択し，該当する番号を○で囲んでください。 

① はい  → 下の枠内の設問(<SQ1>・<SQ2>)に回答してください。 

② いいえ → 【設問 9】（11 ページ）へお進みください。 

  
↓【設問 8】で「①はい」を選択された方のみ回答してください。 

 
<SQ1> 
対象となった『技術系人材』は何歳くらいですか。あてはまる年齢層を 1つ選択し，該当する番号を

○で囲んでください。 
          
 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦   ⑧  
 

30 歳未満 30 歳以上

35 歳未満 
35 歳以上

40 歳未満 
40 歳以上

45 歳未満 
45 歳以上

50 歳未満 
50 歳以上

55 歳未満 55 歳以上  
特定できない 

                
                
  30 

歳 
35 
歳 

40 
歳 

45 
歳 

50 
歳 

55 
歳  

  
 

 
<SQ2> 
対象となった『技術系人材』には，どのように対応しましたか。あてはまるものを全て選択し，該当

する番号を○で囲んでください。 

①  再教育＋配置転換  ② 早期退職制度募集  ③ 再就職支援  ④ 退職勧奨 
⑤  整理解雇 ⑥ その他（                           ） 
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【設問9】  
貴社では，『技術系人材』の能力や意欲などの個人的な問題が理由で，『技術系人材』に対してキャリア

の転換を促したことはありますか。該当するもの 1つを選択し，該当する番号を○で囲んでください。 

① はい  → 下の枠内の設問(<SQ1>・<SQ2>)に回答してください。 

② いいえ → 【設問 10】（本ページ下部）へお進みください。 

  
↓【設問 9】で「①はい」を選択された方のみ回答してください。 

 
<SQ1> 
対象となった『技術系人材』は何歳くらいですか。あてはまる年齢層を 1つ選択し，該当する番号を

○で囲んでください。 
          
 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑨   ⑩  
 

30 歳未満 30 歳以上

35 歳未満 
35 歳以上

40 歳未満 
40 歳以上

45 歳未満 
45 歳以上

50 歳未満 
50 歳以上

55 歳未満 55 歳以上  
特定できない 

                
                
  30 

歳 
35 
歳 

40 
歳 

45 
歳 

50 
歳 

55 
歳  

 
 

 

<SQ2> 
対象となった『技術系人材』には，どのように対応しますか。あてはまるものを全て選択し，該当す

る番号を○で囲んでください。 

①  再教育＋配置転換  ② 早期退職制度募集  ③ 再就職支援  ④ 退職勧奨 
 ⑤整理解雇 ⑥ その他（                           ） 

 

 

【設問10】  
貴社への貢献度が低く，かつ配置転換が困難な『技術系人材』が発生することを防止する策に取り組ん

でいますか。該当するもの 1つを選択し，該当する番号を○で囲んでください。 

① はい  → 下の枠内の設問(<SQ1>)に回答してください。 

② いいえ → 【設問 11】（12 ページ）へお進みください。 
  
↓【設問 10】で「①はい」を選択された方のみ回答してください。 

<SQ1> 
具体的には，どのような防止策に取り組んでいますか。以下の項目の中からあてはまるものすべてを

選択し，該当する番号すべてを○で囲んでください。 

① 継続的に最新の知識や技術を習得する機会を提供する。 

② ジョブローテーションなどにより，幅広い分野の知識や技術を習得する機会を提供する。 

③ マネジメントやマーケティングなど経営に関する知識を習得する機会を提供する。 

④ 自身の市場価値や将来のキャリアパスに関心を持たせるような動機づけを与える。 

⑤ 『技術系人材』が，特定の専門分野に偏るような採用は行わない。 

⑥ その他（                                ） 
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【設問11】  
（１）貴社でやむを得ず『技術系人材』に対して「整理解雇」や「退職勧奨」を実施する場合に，どの

ようなことに懸念されますか。以下に記載した各項目について，その懸念の度合いを「３：非常に懸念

する」，「２：懸念する」，「１：少し懸念する」，「０：全く懸念しない」として，該当する数字を○で囲

んでください。『事務系人材』と『技術系人材』を区分して回答してください。貴社で「整理解雇」や「退

職勧奨」を実施する可能性が無い場合も，実施した場合には何が懸念されるかという想定のもとに記入

してください。 
 

 ＊事務系人材と技術系人材の各々について「３・２・１・０」より１つずつ選択し，○で囲んでください。 
事務系人材 技術系人材 

競合他社等への人材の流出 ３ － ２ － １ － ０ ３ － ２ － １ － ０ 

非常に懸念する            全く懸念しない 非常に懸念する            全く懸念しない 

人材の再調達の困難さ ３ － ２ － １ － ０ ３ － ２ － １ － ０ 

非常に懸念する            全く懸念しない 非常に懸念する            全く懸念しない 

知識や情報の流出 ３ － ２ － １ － ０ ３ － ２ － １ － ０ 

非常に懸念する            全く懸念しない 非常に懸念する            全く懸念しない 

社会からの批判 ３ － ２ － １ － ０ ３ － ２ － １ － ０ 

非常に懸念する            全く懸念しない 非常に懸念する            全く懸念しない 

法的リスク ３ － ２ － １ － ０ ３ － ２ － １ － ０ 

非常に懸念する            全く懸念しない 非常に懸念する            全く懸念しない 

他の従業員のモチベーション低下 ３ － ２ － １ － ０ ３ － ２ － １ － ０ 

非常に懸念する            全く懸念しない 非常に懸念する            全く懸念しない 

[選択肢の説明] ３：非常に懸念する ２：懸念する １：少し懸念する ０：全く懸念しない 

 
（２）上記（１）の選択肢に挙げた項目以外に，「整理解雇」や「退職勧奨」を実施する場合に懸念され

ることがあれば記入してください。 
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Ⅴ．流出リスクと人材引き留め策（リテンション策）について[外部の労働市場との関係] 

 

【設問12】  
（１） 

『技術系人材』の中で，社外への流出に留意すべき人材と留意する必要がない人材がいるという意見が

聞かれます。そこで，以下に記載した要素が「技術系人材の社外への流出のしやすさ」の増大に，どれ

くらい影響するかを教えてください。「３：大きく影響する」，「２：影響する」，「１：少し影響する」，

「０：全く影響しない」として，各々の要素の影響度の大きさをそれぞれについて選択し，該当する選

択肢を○で囲んでください。 

 

要素 
影響度の大きさ 

＊「３・２・１・０」より一つ選択し，○で囲んでください。 

① 資格（学位を含む）を持つこと 
３ － ２ － １ － ０ 

大きく影響する            全く影響しない 

② 応用範囲が広い知識を持つこと 
３ － ２ － １ － ０ 

大きく影響する            全く影響し
い 

③ 自社の競争力に貢献する知識を持つこと 
３ － ２ － １ － ０ 

大きく影響する            全く影響しない 

④ 業界等で標準化された規格等の知識を持つこと

（JIS規格・IEEE規格，標準設計図等） 
３ － ２ － １ － ０ 

大きく影響する            全く影響しない 

⑤ 組織規範・設計思想・自社規格等の理解度 
３ － ２ － １ － ０ 

大きく影響する            全く影響しない 

⑥ 社内外での人的ネットワークの大きさ 
３ － ２ － １ － ０ 

大きく影響する            全く影響しない 

⑦ 挑戦意欲の高さ 
３ － ２ － １ － ０ 

大きく影響する            全く影響しない 

⑧ 協調性の高さ 
３ － ２ － １ － ０ 

大きく影響する            全く影響しない 

⑨ 論理的思考力，発想力，洞察力の高さ 
３ － ２ － １ － ０ 

大きく影響する            全く影響しない 

⑩ 管理能力の高さ 
３ － ２ － １ － ０ 

大きく影響する            全く影響しない 

[選択肢の説明] ３：大きく影響する ２：影響する １：少し影響する ０：全く影響しない 

 

（２） 
上記（１）の選択肢で挙げた要素以外で，社外への流出を注意しておくべき人材の特徴となる要素があ

れば記入してください。 
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【設問13】  
貴社の流出リスクの高い人材に対する人材引き留め策（リテンション策）の中で機能していると考える

ものを教えてください。『事務系人材』と『技術系人材』を比較しながら，各々にあてはまるもの上位３

つ以内を選択して，該当する欄に○を記入してください。 

 
(a)『事務系人材』について 

 ① 成果に応じた報酬・報奨金 ② 終身雇用・安定した賃金 ③ 社内での地位・役職・権限の付与 

 ④ 研究の環境，研究の自由度 ⑤ 能力開発への支援 ⑥ 本人の希望する部署等への配置 

⑦  仕事と生活の調和の支援 ⑧ 人間関係や組織風土の良さ 

 ⑨ 自社のネームバリューやステイタスの高さ ⑩ 契約等による拘束（競業避止・守秘義務など） 

 
 (b)『技術系人材』について 

 ① 成果に応じた報酬・報奨金 ② 終身雇用・安定した賃金 ③ 社内での地位・役職・権限の付与 

 ④ 研究の環境，研究の自由度 ⑤ 能力開発への支援 ⑥ 本人の希望する部署等への配置 

⑦仕事と生活の調和の支援 ⑧ 人間関係や組織風土の良さ 

 ⑨ 自社のネームバリューやステイタスの高さ ⑩ 契約等による拘束（競業避止・守秘義務など） 

 

【設問14】  
【設問 13】で挙げた選択肢以外で，『技術系人材』に対して効果的であると貴社で考えられている人材

引き留め策（リテンション策）があれば記入してください。 

 

 
設問は以上です。ご協力いただき，誠にありがとうございました。 
後日，調査結果の概略を E-mail にてお送りいたします。 
３ページの E-mail アドレスは，正しくご記入くださいますようお願いいたします。 
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■基本項目の集計 
 

【海外拠点の有無】 

 
 企業数 構成比 

①有 64 92.8% 

②無 5 7.2% 

合計 69 100.0% 

 

SQ1 海外拠点の目的（複数回答可） 
 
 

目的 企業数 構成比 

a.研究開発拠点 20 31.3% 

b.生産拠点 44 68.8% 

c.その他 34 53.1% 

 

SQ2 海外での人事制度（複数回答可） 
 

 企業数 構成比 

a.海外拠点のローカルな人事制度 51 79.7% 

b.日本国内の制度を海外拠点でも適用 21 32.8% 

c.その他 0 0.0% 

 

【研究開発部門における外国人の雇用】 
 

 企業数 構成比 

①有 40 62.5% 

②無 29 42.0% 

 

SQ1 研究開発部門における外国人の採用と配属について（複数回答可） 
 

 企業数 構成比 

a.国内採用・国内配属 36 90.0% 

b.国内採用・海外配属 3 7.5% 

c.海外採用・国内配属 8 20.0% 

d.海外採用・海外配属 15 37.5% 

 
  

集計結果 
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■調査項目の集計 
 

設問１ 

貴社の新卒採用の状況について教えてください。『事務系人材』と『技術系人材』のそれぞれ
について，あてはまるもの１つを選択して，該当する番号を○で囲んでください。 

 

 事務系 技術系 

企業数 構成比 企業数 構成比 

①  毎年コンスタントにほぼ一定人数を採用 
している。 21 30.4% 27 39.1% 

②  人数の増減はあるが，毎年採用してい 
る。 34 49.3% 38 55.1% 

③  採用する年度と採用しない年度がある。 12 17.4% 4 5.8% 

④  新卒は採用しない。 2 2.9% 0 0.0% 

 

設問２ 
 

貴社では新卒採用と中途採用のどちらを重視していますか。『事務系人材』と『技術系人材』
のそれぞれにつ いて，あてはまるもの１つを選択して，該当する番号を○で囲んでくださ
い。 

 

 事務系 技術系 

企業数 構成比 企業数 構成比 

①  新卒採用をより重視している。 45 65.2% 41 59.4% 

②  中途採用をより重視している。 4 5.8% 2 2.9% 

③  新卒採用と中途採用を同じくらい重視 
している。 20 29.0% 25 36.2% 

④  その他 0 0.0% 1 1.4% 
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設問３  
 
貴社の人材の採用選考において，「専門知識」，「思考力」，「管理能力」，「対人関係能力」
は，それぞれどれくらい重要視していますか。「３：非常に重要視する」，「２：重要視する」，
「１：あまり重要視しない」，「０：重要視しない」として，該当する数字を○で囲んでください。
『事務系人材』（新卒採用・中途採用），『技術系人材』（新卒採用・中途採用）の４つに区分し
て回答してください。採用実績の無い区分は記入しないでください。 

 

  
■事務系（新卒） 

 
３：非常に重要視する ２：重要視する 

１：あまり重要視 
しない 

０：重要視しない 

企業数 企業数 企業数 企業数 

専門知識 0 16 39 13 

思考力 25 39 4 0 

管理能力 8 36 22 2 

対人関係能力 50 18 0 0 

 

■事務系（中途） 

 
３：非常に重要視する ２：重要視する 

１：あまり重要視 
しない 

０：重要視しない 

企業数 企業数 企業数 企業数 

専門知識 37 23 8 0 

思考力 31 34 3 0 

管理能力 22 41 5 0 

対人関係能力 48 20 0 0 

 

■技術系（新卒） 

 
３：非常に重要視する ２：重要視する 

１：あまり重要視 
しない 

０：重要視しない 

企業数 企業数 企業数 企業数 

専門知識 5 51 13 0 

思考力 34 35 0 0 

管理能力 8 34 25 2 

対人関係能力 32 36 0 1 

 

■技術系（中途） 

 
３：非常に重要視する ２：重要視する 

１：あまり重要視 
しない 

０：重要視しない 

企業数 企業数 企業数 企業数 

専門知識 59 9 0 0 

思考力 37 31 0 0 

管理能力 20 40 8 0 

対人関係能力 32 34 2 0 
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設問４  

 

貴社では，『技術系人材』を処遇するための特別な人事制度（以下「専門職制度」と表記しま
す。）を設けていますか。該当するものを１つ選択し，該当する番号を○で囲んでください。 

 

 企業数 構成比 

① はい 20 29.0% 

② いいえ 49 71.0% 

合計 69  

 
SQ１ 

 

貴社の「専門職制度」の賃金水準を決定するにあたり，「社内の他の人材の賃金水準とのバ
ランス」と「外部の労働市場の賃金水準とのバランス」のどちらを重視していますか。あてはま
るものを一つ選択 して，該当する番号を○で囲んでください。 
 

 企業数 構成比 

① 社内の他の人材の賃金水準とのバランスを重視している。 13 65.0% 

② 外部の労働市場の賃金水準とのバランスを重視している。 0 0.0% 

③ 社内の他の人材の賃金水準と外部の労働市場の賃金水準の両方 
のバランスを重視している。 7 35.0% 

④ どちらとも言えない。 0 0.0% 

 
SQ2 

 

貴社の「専門職制度」は，次のどれに最も近いですか。あてはまるもの１つを選択して，該当
するものの左端の欄 に○を記入してください。 

 

 企業数 構成比 

① 全員型 1 5.0% 

② 純化型 9 45.0% 

③ ポスト対応型 8 40.0% 

④ 特殊型 1 5.0% 

⑤ その他 1 5.0% 

計 20 100.0% 
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SQ3 

 
貴社の「専門職制度」において，「専門職」の対象となる年齢の下限は何歳くらいからですか。
あてはま る年齢層を 1 つ選択し，該当する番号を○で囲んでください。 
 
 

 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

合計  
30 歳未満 30 歳以上 

35 歳未満 
35 歳以上 
40 歳未満 

40 歳以上 
45 歳未満 

45 歳以上 
50 歳未満 

50 歳以上 
55 歳未満 

55 歳以上 特定できない 

企業数 3 3 6 6 1 1 0 0 20 

構成比 15.0% 15.0% 30.0% 30.0% 5.0% 5.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

 

 

 

 

 

設問５ 

『技術系人材』に対して部門や職種を超えた人事異動を実施することはありますか。該当す
るものを 1 つ選択 し，該当する番号を○で囲んでください。 

 

 企業数 構成比 

①はい 65 94.2% 

②いいえ 4 5.8% 

合計 69 100.0% 
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SQ1 

 

部門や職種が変わっても活用しやすい『技術系人材』とはどのような人材ですか。以下に記
載した要素が『部門や職種を越えた活用のしやすさ』に，どれくらい影響するかを教えてくだ
さい。「３：大きく影響する」，「２：影響する」，「１：少し影響する」，「０：全く影響しない」として，
各々の要素の影響度の大き さをそれぞれについて選択し，該当する数字を○で囲んでく
ださい。 

 

  ３ ２ １ ０ 合計 

① 資格（学位を含む）を持つこと 
企業数 0 12 32 21 65 

構成比 0.0% 18.5% 49.2% 32.3% 100.0% 

② 応用範囲が広い知識を持つこと 
企業数 28 27 8 2 65 

構成比 43.1% 41.5% 12.3% 3.1% 100.0% 

③ 自社の競争力に貢献する知識を持

つこと 

企業数 21 36 7 1 65 

構成比 32.3% 55.4% 10.8% 1.5% 100.0% 

④ 業界等で標準化された規格等の
知識を持つこと（JIS 規格・IEEE 規
格，標準設計図等） 

企業数 2 27 28 8 65 

構成比 3.1% 41.5% 43.1% 12.3% 100.0% 

⑤ 組織規範・設計思想・自社規格等

の理解度 

企業数 14 33 17 1 65 

構成比 21.5% 50.8% 26.2% 1.5% 100.0% 

⑥ 社内外での人的ネットワークの大

きさ 

企業数 15 33 14 3 65 

構成比 23.1% 50.8% 21.5% 4.6% 100.0% 

⑦ 挑戦意欲の高さ 
企業数 40 23 1 1 65 

構成比 61.5% 35.4% 1.5% 1.5% 100.0% 

⑧ 協調性の高さ 
企業数 30 29 6 0 65 

構成比 46.2% 44.6% 9.2% 0.0% 100.0% 

⑨ 論理的思考力，発想力，洞察力の

高さ 

企業数 30 32 2 1 65 

構成比 46.2% 49.2% 3.1% 1.5% 100.0% 

⑩ 管理能力の高さ 
企業数 19 39 7 0 65 

構成比 29.2% 60.0% 10.8% 0.0% 100.0% 
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SQ2 

本人の保有する知識と関連する分野への異動対象となる『技術系人材』に対して，どのよう
な方法で 再教育を行いますか。あてはまるものを全て選択し，該当する番号を○で囲んで
ください。 

 企業数 構成比 

① Off-JT 28 43.1% 

② OJT 62 95.4% 

③ 自主学習 45 69.2% 

④ その他の教育方法 1 1.5% 

⑤ 教育していない 1 1.5% 

⑥ このタイプの人事異動は実施していない 0 0.0% 

 
SQ3 

本人の保有する知識と関連しない分野への異動対象となる『技術系人材』に対して，どのよ
うな方法で 再教育を行いますか。あてはまるものを全て選択し該当する番号を○で囲んで
ください。 

 企業数 構成比 

① Off-JT 41 63.1% 

② OJT 63 96.9% 

③ 自主学習 41 63.1% 

④ その他の教育方法 1 1.5% 

⑤ 教育していない 0 0.0% 

⑥ このタイプの人事異動は実施していない 2 3.1% 

 

SQ4 
 
営業職への異動対象となる『技術系人材』に対して，どのような方法で再教育を行いますか。
あてはま るものを全て選択し，該当する番号を○で囲んでください。 
 

 企業数 構成比 

① Off-JT 29 44.6% 

② OJT 55 84.6% 

③ 自主学習 30 46.2% 

④ その他の教育方法 0 0.0% 

⑤ 教育していない 1 1.5% 

⑥ このタイプの人事異動は実施していない 10 15.4% 
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SQ5 

 

事務職への異動対象となる『技術系人材』に対して，どのような方法で再教育を行いますか。
あてはま るものを全て選択し，該当する番号を○で囲んでください。 
 

 企業数 構成比 

① Off-JT 32 49.2% 

② OJT 57 87.7% 

③ 自主学習 1 1.5% 

④ その他の教育方法 1 1.5% 

⑤ 教育していない 1 1.5% 

⑥ このタイプの人事異動は実施していない 8 12.3% 

 
設問６ 

 

貴社では，『技術系人材』が『一定年齢』に達したときに，キャリアの転換を促すような制度は
ありますか。該当するもの 1 つを選択し，該当する番号を○で囲んでください。 

 

 企業数 構成比 

①はい 5 7.2% 

②いいえ 64 92.8% 

合計 69 100.0% 

 
SQ1 

 

『一定年齢』とは，貴社では概ね何歳くらいですか。あてはまる年齢層を 1つ選択し，該当する
番号を○ で囲んでください。 
 

 

 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

合計   

30 歳未満 
30 歳以上 
35 歳未満 

35 歳以上 
40 歳未満 

40 歳以上 
45 歳未満 

45 歳以上 
50 歳未満 

50 歳以上 
55 歳未満 

55 歳以上 特定でき
ない 

企業数 0 1 0 1 1 1 1 0 5 

構成比 0.0% 20.0% 0.0% 20.0% 20.0% 20.0% 20.0% 0.0% 100.0% 
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SQ2 

 

対象となった『技術系人材』には，どのように対応しますか。あてはまるものを全て選択し，該
当する番号を○で囲 んでください。 
 

 

 企業数 構成比 

① 再教育＋配置転換 1 20.0% 

② 早期退職制度募集 3 60.0% 

③ 再就職支援 3 60.0% 

④ 退職勧奨 0 0.0% 

⑤ 整理解雇 0 0.0% 

⑥ その他 0 0.0% 

 
 
設問７  

 

貴社では，事業部門の縮小や撤退に伴い，『技術系人材』に対してキャリアの転換を促した
ことはあります か。該当するもの 1 つを選択し，該当する番号を○で囲んでください。 

 

 企業数 構成比 

①はい 19 27.5% 

②いいえ 50 72.5% 

合計 69 100.0% 

 

 

SQ1 

対象となった『技術系人材』は何歳くらいですか。あてはまる年齢層を 1 つ選択し，該当す
る番号を○で囲んでくだ さい。 
 

 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

合計   

30 歳未満 
30 歳以上 
35 歳未満 

35 歳以上 
40 歳未満 

40 歳以上 
45 歳未満 

45 歳以上 
50 歳未満 

50 歳以上 
55 歳未満 

55 歳以上 特定できな
い 

企業数 0 1 1 2 2 2 0 11 19 

構成比 0.0% 5.3% 5.3% 10.5% 10.5% 10.5% 0.0% 57.9% 100.0% 
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SQ2 

 

対象となった『技術系人材』には，どのように対応しますか。あてはまるものを全て選択し，該
当する番号を○で囲 んでください。 
 

 企業数 構成比 

① 再教育＋配置転換 16 84.2% 

② 早期退職制度募集 5 26.3% 

③ 再就職支援 5 26.3% 

④ 退職勧奨 2 10.5% 

⑤ 整理解雇 0 0.0% 

⑥ その他 1 5.3% 

 

設問８ 

 

貴社では，技術革新などによる知識の陳腐化が理由で，『技術系人材』に対してキャリアの
転換を促したこと はありますか。該当するもの 1 つを選択し，該当する番号を○で囲んでく
ださい。 

 

 企業数 構成比 

①はい 5 7.2% 

②いいえ 64 92.8% 

合計 69 100.0% 

 
SQ1 

 

対象となった『技術系人材』は何歳くらいですか。あてはまる年齢層を1つ選択し，該当する番
号を○で 囲んでください。 
 
 

 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

合計 
 30 歳未満 30 歳以上 

35 歳未満 
35 歳以上 
40 歳未満 

40 歳以上 
45 歳未満 

45 歳以上 
50 歳未満 

50 歳以上 
55 歳未満 

55 歳以上 特定できない 

企業数 0 0 0 2 1 0 0 2 5 

構成比 0.0% 0.0% 0.0% 40.0% 20.0% 0.0% 0.0% 40.0% 100.0% 
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SQ2 

 

対象となった『技術系人材』には，どのように対応しましたか。あてはまるものを全て選択し，
該当する番号を○で 囲んでください。 

 

 企業数 構成比 

① 再教育＋配置転換 5 100.0% 

② 早期退職制度募集 2 40.0% 

③ 再就職支援 3 60.0% 

④ 退職勧奨 0 0.0% 

⑤ 整理解雇 0 0.0% 

⑥ その他 0 0.0% 

 

 
設問９ 

 

貴社では，『技術系人材』の能力や意欲などの個人的な問題が理由で，『技術系人材』に対
してキャリアの転換を促したことはありますか。該当するもの 1 つを選択し，該当する番号を
○で囲んでください。 

 

 企業数 構成比 

①はい 34 50.0% 

②いいえ 34 50.0% 

合計 68 100.0% 
 

 

SQ1 

 

対象となった『技術系人材』は何歳くらいですか。あてはまる年齢層を1つ選択し，該当する番
号を○で 囲んでください。 
 

 

 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 

合計 
 30 歳未満 30 歳以上 

35 歳未満 
35 歳以上 
40 歳未満 

40 歳以上 
45 歳未満 

45 歳以上 
50 歳未満 

50 歳以上 
55 歳未満 

55 歳以上 特定できない 

企業数 3 5 2 5 3 1 0 15 34 

構成比 8.8% 14.7% 5.9% 14.7% 8.8% 2.9% 0.0% 44.1% 100.0% 
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SQ2 

対象となった『技術系人材』には，どのように対応しますか。あてはまるものを全て選択し，該
当する番 号を○で囲んでください。 
 

 企業数 構成比 

① 再教育＋配置転換 34 100.0% 

② 早期退職制度募集 4 11.8% 

③ 再就職支援 6 17.6% 

④ 退職勧奨 4 11.8% 

⑤ 整理解雇 0 0.0% 

⑥ その他 0 0.0% 

 
設問１０ 

 

貴社への貢献度が低く，かつ配置転換が困難な『技術系人材』が発生することを防止する
策に取り組んでい ますか。該当するもの 1 つを選択し，該当する番号を○で囲んでくださ
い。 

 

 企業数 構成比 

①はい 35 50.7% 

②いいえ 34 49.3% 

合計 69 100.0% 

 
SQ1 

 

具体的には，どのような防止策に取り組んでいますか。以下の項目の中からあてはまるもの
すべてを 選択し，該当する番号すべてを○で囲んでください。 
 

 取り組んでいる防止策 企業数 構成比 

① 継続的に最新の知識や技術を習得する機会を提供する。 15 42.9% 

② 
ジョブローテーションなどにより，幅広い分野の知識や技術
を習得する機会を提供する。 29 82.9% 

③ 
マネジメントやマーケティングなど経営に関する知識を習得
する機会を提供する。 17 48.6% 

④ 
自身の市場価値や将来のキャリアパスに関心を持たせるよ
うな動機づけを与える。 6 17.1% 

⑤ 
『技術系人材』が，特定の専門分野に偏るような採用は行わ

ない。 
9 25.7% 

⑥ その他 0 0.0% 
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設問１１ 

貴社でやむを得ず『技術系人材』に対して「整理解雇」や「退職勧奨」を実施する場合に，ど
のようなことに懸念されますか。以下に記載した各項目について，その懸念の度合いを「３：
非常に懸念する」，「２：懸念する」，「１：少し懸念する」，「０：全く懸念しない」として，該当す
る数字を○で囲んでください。『事務系人材』と『技術系人材』を区分して回答してくださ い。
貴社で「整理解雇」や「退職勧奨」を実施する可能性が無い場合も，実施した場合には何が
懸念されるかという想定 のもとに記入してください。 

 
   ３ ２ １ ０ 合計 

① 競合他社等への人材

の流出 

事務系 
企業数 13 18 30 7 68 

構成比 19.1% 26.5% 44.1% 10.3% 100.0% 

技術系 
企業数 41 16 9 2 68 

構成比 60.3% 23.5% 13.2% 2.9% 100.0% 

②  人材の再調達の困難さ 

事務系 
企業数 5 26 31 6 68 

構成比 7.4% 38.2% 45.6% 8.8% 100.0% 

技術系 
企業数 23 26 14 4 67 

構成比 34.3% 38.8% 20.9% 6.0% 100.0% 

③  知識や情報の流出 

事務系 
企業数 14 28 22 4 68 

構成比 20.6% 41.2% 32.4% 5.9% 100.0% 

技術系 
企業数 40 23 4 1 68 

構成比 58.8% 33.8% 5.9% 1.5% 100.0% 

④  社会からの批判 

事務系 
企業数 16 20 26 6 68 

構成比 23.5% 29.4% 38.2% 8.8% 100.0% 

技術系 
企業数 16 19 28 5 68 

構成比 23.5% 27.9% 41.2% 7.4% 100.0% 

⑤  法的リスク 

事務系 
企業数 18 29 17 4 68 

構成比 26.5% 42.6% 25.0% 5.9% 100.0% 

技術系 
企業数 19 29 18 2 68 

構成比 27.9% 42.6% 26.5% 2.9% 100.0% 

⑥ 他の従業員のモチベー
ション低下 

事務系 
企業数 28 30 9 1 68 

構成比 41.2% 44.1% 13.2% 1.5% 100.0% 

技術系 
企業数 28 31 9 0 68 

構成比 41.2% 45.6% 13.2% 0.0% 100.0% 
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設問１２ 

『技術系人材』の中で，社外への流出に留意すべき人材と留意する必要がない人材が
いるという意見が聞かれます。そ こで，以下に記載した要素が「技術系人材の社外へ
の流出のしやすさ」の増大に，どれくらい影響するかを教えてくださ い。「３：大き
く影響する」，「２：影響する」，「１：少し影響する」，「０：全く影響しない」として，
各々の要素の影響度の大きさ をそれぞれについて選択し，該当する選択肢を○で囲ん
でください。 

 

  ３ ２ １ ０ 合計 

① 資格（学位を含む）を持つこと 
企業数 5 19 29 16 69 

構成比 7.2% 27.5% 42.0% 23.2% 100.0% 

② 応用範囲が広い知識を持つこと 
企業数 19 31 16 3 69 

構成比 27.5% 44.9% 23.2% 4.3% 100.0% 

③ 自社の競争力に貢献する知識を持

つこと 

企業数 30 23 14 2 69 

構成比 43.5% 33.3% 20.3% 2.9% 100.0% 

④ 業界等で標準化された規格等の
知識を持つこと（JIS 規格・IEEE 規
格，標準設計図等） 

企業数 8 34 22 5 69 

構成比 11.6% 49.3% 31.9% 7.2% 100.0% 

⑤ 組織規範・設計思想・自社規格等

の理解度 

企業数 4 27 31 7 69 

構成比 5.8% 39.1% 44.9% 10.1% 100.0% 

⑥ 社内外での人的ネットワークの大

きさ 

企業数 26 32 9 2 69 

構成比 37.7% 46.4% 13.0% 2.9% 100.0% 

⑦ 挑戦意欲の高さ 
企業数 28 30 11 0 69 

構成比 40.6% 43.5% 15.9% 0.0% 100.0% 

⑧ 協調性の高さ 
企業数 11 24 33 1 69 

構成比 15.9% 34.8% 47.8% 1.4% 100.0% 

⑨ 論理的思考力，発想力，洞察力の

高さ 

企業数 14 36 18 1 69 

構成比 20.3% 52.2% 26.1% 1.4% 100.0% 

⑩ 管理能力の高さ 
企業数 12 40 17 0 69 

構成比 17.4% 58.0% 24.6% 0.0% 100.0% 
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設問１３ 

 
貴社の流出リスクの高い人材に対する人材引き留め策（リテンション策）の中で機能している
と考えるものを教えてください。『事務系人材』と『技術系人材』を比較しながら，各々にあ
てはまるもの上位３つ以内を選択して，該当する欄に○を 記入してください。 

 

 事務系 技術系 

 企業数 構成比 企業数 構成比 

① 成果に応じた報酬・報奨金   23 12.3% 25 12.8% 

② 終身雇用・安定した賃金   33 17.6% 30 15.3% 

③ 社内での地位・役職・権限の付与   29 15.5% 21 10.7% 

④ 研究の環境，研究の自由度 2 1.1% 27 13.8% 

⑤ 能力開発への支援  12 6.4% 15 7.7% 

⑥ 本人の希望する部署等への配置  12 6.4% 18 9.2% 

⑦ 仕事と生活の調和の支援  16 8.6% 10 5.1% 

⑧ 人間関係や組織風土の良さ  53 28.3% 41 20.9% 

⑨ 自社のネームバリューやステイタスの高さ 6 3.2% 6 3.1% 

⑩ 契約等による拘束（競業避止・守秘義務など） 1 0.5% 3 1.5% 

計  187 100.0% 196 100.0% 

 
 

 


